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JSUGの活動に初めて足を踏み入れたのが5年前、それ以来、
業種を超えた新たな出会いや、ほかでは経験できない貴重な
機会がたくさんありました。そうしたJSUGの醍醐味を、皆様に
もっと共有できればと思っていたところ、今年度から常任理事と
してより深く関わらせていただくことになりました。
デジタル変革の必要性が高まる中で、IT部門への期待は高まっ
ています。毎年、会員企業に実施している意識調査からは、ECC
の保守期限が2025年に迫る中、SAP S/4HANAへのモメンタ
ムが確実に上がってきていることが読み取れ、活動領域を一層
広げたJSUGをご支援いただくサポーター企業の数もまた増え
ております。

新たな体制で始動したJSUGを皆で盛り上げて行きましょう！

JSUG常任理事
株式会社NYK Business Systems
バルク・エネルギー輸送システム部 
部長

照木 麻子氏

今年度の新たな試みとしては、Leonardo Experience Center 
Tokyoの開設など、DXの支援策を強化しているSAP ジャパンと
の一層の連携を深めた活動が開始されたことです。詳しくは巻頭
の特集記事をご覧ください。また、４月に立ち上げた「アンバサ
ダープログラム」のご紹介や、大好評をいただいた「ニッポンの
ERP再定義委員会」の続編として、「2025年の崖を乗り越えるた
めの座談会」も掲載しています。
鈴鹿会長からバトンを引き継いだ数見新会長の新たな視点を
加えて活動を続けるJSUGについて、最新情報を分かりやすく
お伝えします！
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個人の力でなく、
チームで世界と戦う
ユーザーとSAPジャパンの
ヒーローが集結した
究極のチームを作っていこう
東京オリンピック・パラリンピックが開催される2020年。日本のアスリー
トたちは個人の技を究め、チームの力を結集して世界の強豪たちと戦お
うとしている。今や単独で戦う時代は終わりを告げた。JSUGも会員たち
の個々の力を合わせて、変化する時代と向き合っていかなければならな
い。世界と戦っていく上でSAPジャパンは、タッグを組む重要なメンバー
だ。ユーザーとSAPジャパンによる究極のチーム作りとリーダーシップに
ついて、SAPジャパンのトップである福田譲氏とJSUGトップの数見篤氏
が語り合う。

特集①

取材協力：SAP Leonardo Experience Center Tokyo
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をやっているので楽しみにしています。数見さんは？
数見氏: 残念ながら見事に外れました！ 個人の能力に加えて、チームと
して能力を掛け合わせて戦術を駆使する集団競技が好きなので、サッ
カーや野球などに注目しています。
福田氏: 最近はスポーツにおけるテクノロジー活用の進化が著しく、
SAPも選手のパフォーマンスをデジタルで支援するソリューションを
提供しています。ビジネスにも同じ波が来ていて、根性論に頼らないマ
ネージメントが求められるようになっていますね。
数見氏: 例えば、野球でもピッチャーの球数制限が近年よく話題に上
がります。選手の筋力の使い方や成長の仕方など、それぞれ違うので、
一律の良し悪しでなく、個人を科学的に分析し、また環境と照らし合わ
せた対応判断をもとに適した練習や実戦ができればよいのではないか
と思います。

福田氏: 企業の働き方改革も個々のスタイルに合わせたほうがいいで
すね。私はオンとオフの境目を付けない働き方が好きですが、きっちり
分けたい人もいます。
数見氏: 夜の酒席では、上司部下ワイワイ楽しく円滑なコミュニケー
ションなのに、翌朝は、超仕事モードでビシッとみたいな。これよくあり
ますよね（笑）
夜モードのコミュニケーションの仕方のほうが、実はチームの生産性も
高いんじゃないかと思います。
福田氏: 海外の人は上手ですよね。ファーストネームで呼びあって心理
的な壁を取り払っている。一度会ったら、二度目にはもう「ハーイ！」、
オープンに協働する風土や意識がもともと高い。
数見氏: 我々ユーザーとベンダーの関係も新しいフェーズに入っている
ような気がします。今、多くのユーザー企業で言われているのは、これま
でのようにベンダーに丸投げしていていいのか？ という自己反省です。
福田氏: 私たちベンダーも反省しないといけません。本来はどちらに進
むべきかを一緒に考えるのが役割ですが、お客様の意向を気にし過ぎ
る風土が強すぎる。社内のリーダーシップも同じで、最近はチーム力で
戦うスタイルが求められています。
数見氏: ありたい未来に向け、こだわりや信念は持ちながらも、周囲の
意見を聴き入れる耳を持ち、複数の視点と矛盾を受け入れ、自らが変容
しながらイノベーションを起こしていく「自己変容型知性」という言葉を
耳にします。
福田氏: そうしたリーダーシップを身に付けると、新たな発想でトライし

数 見 氏: 2019年6月より第7代目のJSUG会長になりました。JSUG 
INFOを通じて改めて会員の皆様、関係の皆様どうぞよろしくお願い申
し上げます。
福田氏: JSUGも活動が活発になり、随分と発展のスピードも加速して
いますね。
数見氏: 1996年に設立されたJSUGは当初、会員企業69社からスター
トしました。以降、会員企業自らが運営するユーザーコミュニティとい
う趣旨を広くご賛同をいただき、現在では560社を超える会員企業、約
7,300 名の登録者を擁する、世界でも有数のSAPユーザー会に成長し
ました。
福田氏: 第7代目のJSUG会長としての抱負はいかがですか。
数見氏: JSUGが今後も成長を続けるために必要なことは、時代の変化
を読み解きながら、SAPの戦略を正しく理解し、JSUGの未来を担う人
材を発掘することです。この3つが機能することでデジタル時代、未来
に飛び出していけると考えています。
福田氏: 具体的な施策とか新しい活動として取り組まれていることはあ
りますか。
数見氏: 6月に会長に就任した際に、たくさんの方々からJSUGについ
てお話をお伺いしました。その上で「3つの柱」を軸に25個の改革テー
マを掲げました。
まずはJSUGの活動においても攻めと守りのバランスを両立させてい
く。IT 部門が経営やビジネスを支えていく時代から、IT部門が経営やビ
ジネスをリードする時代になっています。そうした意識を強く持ち、一歩
ずつでも行動を起こす機会やきっかけの活動に注力したいと思います。
2つ目は、SAPジャパンとの協業関係の再 構築です。端的に言うと

「JSUG とSAPが互いに本音の議論をぶつけ、さまざまな困難な課題
を乗り越えていく関係作り」です。SAPとJSUGは同じ目的を目指した
船に乗っている仲間でありチームなんです。
最後は、新しい取り組みを安定して行うためのJSUG運営体制の強化で
す。年々サポーター企業も増加し、またユーザー会員も順調に増加して
います。大事なことは会員増加ではなく意義のある活動を増やすことで
あり、もっと多くの会員ユーザーに参加してもらえる基礎をさらに強化
していく必要があります。

数見氏: 2020年はいよいよ東京オリンピック・パラリンピックです。福
田さんは、何か観戦される予定はありますか？
福田氏: サッカーの予選チケットが当たりました。子供が2人、サッカー

IT部門が経営やビジネスを支える時代から、
リードする時代にJSUGとして

いよいよ東京オリンピック・パラリンピック
スポーツでもデジタル活用が進む

身に付けるべき武器は「マインドセット」
「スキルセット」「ツールセット」
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Conversation
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代になってきたということを現しているに過ぎません。
数見氏: 昔の家庭用ゲームでいうとERPはゲーム機本体で、インテリジェ
ントエンタープライズを構成するアプリケーションはゲームソフトの入っ
たカセットというイメージですか。本体だけあってもカセットがないとゲー
ムは楽しめませんし、カセットがあっても本体を最新化しておかないと
ゲームが動かないといった話ですよね。例えが古くてすみません（笑）
福田氏: 約10年前にスマホが登場して私たちの生活は激変しました。
ところが仕事のやり方はそれほど変わっていません。だからこそ、日本の
ビジネスにはまだ可能性があふれていると思うんです。
数見氏: コンシューマーの世界で実現していることは、ビジネスでも必
ず実現しますから、いち早く価値が提供できる会社になるべきですね。
福田氏: 一個人の経験をビジネス化する感度は、IT部門の人たちこそ高
いと思います。IT部門はビジネスを支える縁の下の力持ちではなく、こ
れからは会社の真ん中に躍り出てリーダーシップを発揮するべきです。
私どもベンダーの役割は、システムをシンプル化して余力を生み出すお
手伝いをすることだと考えています。

数見氏: 私はトラスコ中山のIT部門に来て2年になるのですが、こんな
に楽しい部署があるのかということを改めて感じています。大変さや責
任の重さ以上に、会社、業界、社会全体に貢献できる仕事に従事してい
ることが嬉しくてたまりません。アイデアがあれば大抵のことは実現で
きる時代です。JSUGに所属しているIT部門の方々も同じような気持ち
で仕事ができたら、もっといい社会になると思っています。
福田氏: IT部門の方々の顔が明るく、社内でリスペクトされている会社
には共通点があります。明確なのは社長との距離が近く、信頼が厚いと
いうことですね。
数見氏: 「うちの社長はITに無関心」という不満を持っている方も、IT部
門長が自ら社長と正面からキチンと話せば、どの社長も理解してくれる
と思うんですよ。
福田氏: ITに関心が薄い社長でも、世の中がデジタル化という言葉であ
ふれ、不安感を抱いているはずです。ただ、会社では鎧を着ているから

「分からない」とは言いにくい。鎧を脱がせてあげることもリーダーシッ
プの１つではないでしょうか。
数見氏: IT部門の社員も社内ばかりにいると、目の前の作業に追わ
れて目標を見失いがちです。SAP Leonardo Experience Center 
Tokyoのような共創スペースに来たり、ユーザー同士で集まったりする
ことも効果がありますね。
福田氏: 私たちは日本型デジタル変革のフレームワークを3つの“P”、つま
り「People」「Process」「Place」を同時に変えることと申し上げています。

「つき合う人を変える」「やり方を変える」「場所や環境を変える」。ひとたび
向きを変え始めると、日本企業はものすごい馬力を発揮しますよ。

数見氏: 10月にJSUG理事会メンバーとSAPさんが進めている福島の

て、失敗しながら変えていくことができる。
数見氏: デジタル変革の本質はそこにあるのではないでしょうか。
福田氏: ものごとを変えるためには、マインドセット、スキルセット、
ツールセットの3つの「セット」を同時に変えることが大事です。近年の
JSUGは、マインドセットを変えようとしていると感じます。スキルセット
も、従来とは大きく異なるデータを扱うスキルやクリエイティブに物事
をデザインするスキルが注目されています。ツールセットは、SAPを含め
てさまざまなベンダーが新たなツールを提供していく責務を負います。
3つのセットの進化は、みんなでやったほうがより遠くに行けますし、
JSUG とSAPはそういうコミュニティでありたいですね。

数見氏: JSUGは、SAPと連携強化、真の協業に向けSAPが向かう方向
にJSUGとしてより関心をもち、深く理解し、想いと歩みを同期させたい
と考えています。
福田氏: 逆もしかりです。私たちはお客様の関心事、困り事、方向性など
に影響を受けますから、相思相愛を目指して一緒に歩みを進めていくの
が理想です。
数見氏: SAPジャパンが2019年8月に設立した「SAP Labs Japan」
はユーザーにとってもメリットがあると思うのですが、具体的なイメージ
を教えていただけますか。
福田氏: 日本のSAPは今まで、ドイツのR＆D部門に対して開発を依頼
する立場でした。今回、その関係を変えるためにSAP Labs Japanを
作りました。お客様に一番近いところに研究開発部門が出てきて直接
対話をし、自立的に声を拾い上げてものを作っていく。例えるなら、輸入
に頼ってきた商社が、生産機能を持つメーカーになったイメージです。
数見氏: ジャストアイデアですが、物流の改善に使えませんか。どの会社
でも必ず物流業務はあると思いますが、コストとサービスのバランスが
とても難しい。
福田氏: 実は物流をテーマにしたアイデアが1件あり、複数社による相積

（あいづみ）の仕組みを考えています。
数見氏: そうですか!
福田氏: まだアイデアの卵の状態ですが、ぜひチャレンジしてみようと
思っています。こうしたアイデアをIT部門主導で企画して社内を引っ
張ると、社内やトップからの信頼が得られるようになるのではないで
しょうか。

数見氏: 改めてですが、SAPが今目指している世界や価値観を教えて
いただけますか。ここ1～2年は、カスタマーエクスペリエンスを創出する 

「インテリジェントエンタープライズ」に注力している印象が強くあります。
福田氏: 目指す方向は、私が入社した22年前から変わっていません。人
間は人間がやりたい仕事に集中し、それ以外は自動化や標準化を進め
て無駄を省く。ERPは元々、そういう思想で作ったシステムです。インテ
リジェントエンタープライズは、それが夢物語ではなく、実現できる時

JSUGとSAPジャパンの関係は
相思相愛を目指すべき

IT部門はセンターに躍り出て
リーダーシップを発揮せよ

IT部門がイキイキしている会社は
社長とIT部門長の距離が近い

福島での共同プロジェクトで
Purpose（存在意義）を追求していこう
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ているので、JSUGとも協業しながら自分を見つめ直す機会を作ってい
きたいですね。
数見氏: Purpose-Ledという言葉だけで終わらせるのではなく、身近
なところから始めてみることが大切です。自己実現という言葉も、日々の
仕事で意識している人は少ないと思いますが、目の前の仕事うまく同期
すると、働くモチベーションが生まれたりするので、JSUGの活動として
拡げていきます。
福田氏: アイデアは皆さんお持ちだと思いますから、共有しながらやっ
ていきましょう。会社に戻ったら鎧を着るのかもしれませんが、JSUGに
来たら脱いでお互いに元気をもらい、戦場に帰っていくようなコミュニ
ティになればいいですね。
数見氏: 本当にそう思います。今日はありがとうございました。

プロジェクトの視察に、福田さん含めてSAP幹部メンバーと一緒に、福
島県南相馬市を訪れました。自分たちの存在意義というか、何のために
仕事をしているか？ を改めて感じる良い機会になりました。
福田氏: SAPは今「Purpose-Led」（目的主導型）という新しい経営ス
タイルに舵を切っています。自分はなぜIT の仕事をしているのか、なぜ
この会社に入ったのかというPurpose（存在意義）を、仕事と一致させ
ていくことが結果としてパフォーマンスの向上につながり、社員自身も
幸せになるという考え方です。その中で福島と接点ができ、2019年4
月にSAPジャパンの役員全員で南相馬に行きました。そこで私自身が
SAPでITの仕事をしている意義を再確認しました。世の中を便利にした
り、会社を働きやすくしたりするためにITがある。自分自身の本来の目
的を達成するためにも、自分たちや自社の存在意義を再確認し、みんな
で自己実現を目指すように変え始めています。ITという共通の仕事をし

「IT部門に来てみて、こんなに楽しく、
ワクワクしながら働けて、やりがいがあ
る部署が社内にあるってことに驚いて
います」（数見氏）

「福島・南相馬に行き、その景色を見たとき、
22年前にSAPに入社した初日の想い・目的を
思い出しました。自分たちは何を成し遂げたい
のか、それを毎日の仕事と近づけることで、
私たちはもっと力を発揮できます」（福田氏）
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クラウドコンサルティング株式会社
フリーランスSAPコンサルの有効活用で、リソース不足問題を解消します

代表取締役 MENSA会員　岸仲 篤史氏

弊社は、海外では当たり前に存在する、フリーランスSAPコンサル向けの案件紹介
サイト 【SAP Freelance Jobs】を日本で初めて開設した企業です。既存登録者数
は200名を突破し、国内最大規模のフリーランスSAP人材を確保しています。SAP 
S/4HANAへのバージョンアップPJは、ベンダーサイドだけではなく、ユーザーサイ
ドにも多大な工数を要することになりますので、大手コンサルティング会社など
で経験を積み、独立し、看板がないが、安単価なフリーランスSAPコンサルを、ユー
ザーサイドPMOなどで、ご活用いただくことを強くお勧めいたします。

TIS株式会社
TISの全面サポートによるDX実現で、
一緒に 「2025年の崖」を飛び越えましょう！

エンタープライズコンサルティング営業部　水野 さおり氏
TISは、1995年日本における
SAPビジネスの黎明期より、
主に製造業のお客様の「経営
管理高度化」「企業価値最大
化」「バリューチェーン全体の
業務改革」といったテーマに
対しITの側面からご支援して
まいりました。

基幹システム刷新に関する企画から導入、その後の保守までワンス
トップでご提供しており、最近では「2025年の崖」に向けた取り組み
へのご支援も対応しております。何かお悩みがあれば、ぜひ相談いた
だければと思います。

プラチナサポーターへの参画企業が年々増加し、2019年度は新規10社、ランクアップ7社を加え36社となり、さらに厚みを
増した陣容となった。 SAP S/4HANA移行をはじめとする、 デジタルトランスフォーメーションを推進するユーザー企業には心強い
サポートとなるだろう。今号でも、新規・ランクアップ・既存、それぞれプラチナサポーターから語られた自社の強みやソリュー
ションの特徴などを紹介する。

JSUG会員の活動を支援する
プラチナサポーターからのメッセージ

新規に
プラチナ

サポーターに
なった企業
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株式会社ベリサーブ
プロジェクト成功の鍵！！ 手戻り工数を抑制する
上流工程からの品質管理とテストを支援

IT システム事業部　鈴木 由佳氏

長年多くのプロジェクトに関
わる中で、要件定義や設計の
不備に起因する不具合が、下
流工程で多く見つかるケース
に遭遇しています。
要件定義書や設計書の漏れ・
文面による認識違いも多く、
プロジェクトの早い段階で品

質管理計画に沿った品質管理の徹底・品質課題の早期解決が重要だ
と感じます。当社の高い品質検証スキルで、レビューやテストの品質
向上・手戻り工数の抑制に貢献し、プロジェクトの円滑な遂行に寄与し
てまいります。

JFEシステムズ株式会社
リアルタイムなPDSによる迅速な経営判断を
支援いたします！

コンサルタント　金森 有美氏

JFEシステムズは、SAPユー
ザーとしての顔と共に、JFEス
チールグループの情報システ
ム会社として基幹系、業務系
アプリケーションの開発、イン
フラ構築サービスを手がける
システムインテグレータとし
ての顔がございます。

私どもがSAP HANAをベースとした 統 合 デジタル 基 盤による
「Plan(計画)」「Do(実績)」「See(可視化)」のリアルタイム化を図り、
皆様の 「真のリアルタイム経営」の実現を支援いたします。

UiPath株式会社
SAPとUiPath（RPA）との連携で
さらなる業務の最適化へ

那須 麻理咲氏

UiPathで はSAP S/4HANA
との連携部品を日本を中心に
開発しており、SAP S/4HANA
導入時におけるアドオンプロ
グラムの削減、代替機能として
の活用と早期実装が可能です。
またRPAが得意な大量データ
の抽出から一括登録などの

作業の自動化のみならず、SAPとの連携により高度な業務の自動化も
可能となります。
SAPユーザー様からのご要望を頂きながらソリューションを開発して
まいります。

DXCテクノロジージャパン株式会社　
グローバルベストプラクティスでデジタルトランスフォーメーションを支援するDXC

プリセールスコンサルタント　宮森智雄氏
DXCテクノロジーは、全世界で15,000名以上のSAP技術者および2,200名
以上のSAP HANA技術者を擁し、54カ国以上のお客様に対しSAPソリュー
ションによるデジタルトランスフォーメーションを支援しています。
ビジネス環境とシステム環境が日々変化する現在、弊社はグローバルの最新
の知見とベストプラクティスの提供によりお客様のビジネスとシステム環境
の鮮度を保ち、SAP S/4HANAの効率的で安心、安全な運用をお手伝いたし
ます。ぜひ弊社へご相談ください。

クライアントソリューション本部
金融法人ソリューション第二部　コンサルタント

JSUG会員の活動を支援する
プラチナサポーターからのメッセージ

新たなる
ブレークスルーの
起点を目指す!
本年度プラチナサポーターに加わり、JSUGに新しい風を
吹き込む期待の新戦力。新たな価値を生み出すプロダク
ト、サービス、ソリューションを提供し、ユーザー企業にイノ
ベーション ブレークスルーを起こす！
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デロイトトーマツコンサルティング合同会社　
真のデジタルトランスフォーメーションの
実現を支援します

コンサルタント　松丸 美晴氏
デジタル変革時代を生き抜く
ためには、“Clean ERP”の構
築が不可欠です。基幹システ
ム外に付加価値のある機能
を開発し、基幹システムを簡
素化することで、高い拡張性・
俊敏性を実現することができ
ます。

Deloitte はこれまで、SAP社のGlobalパートナーとして多数の実績を
有し、3年間 （2016〜2018）で62のアワードを獲得しております。監
査・税務・法務といった専門メンバーファームとの連携で生まれる総合
力や、Globalトップファームとしての強みを活かし、単なるSAP導入に
とどまらない真のデジタルトランスフォーメーションを支援します。

ブラックライン株式会社
日本の経理部門における
真のデジタルトランスフォーメーションに貢献

ディレクター ストラテジックアカウント　窪木 真人氏

どの企業にも必ずある経理部門
のデジタル化の必要性はCFO
をはじめ、経営層からも強く認
識されています。そして多くの
ユーザーの皆様にとって、より高
度化が期待される領域です。

BlackLineは経理部門における勘定照合や伝票の突合作業といった
属人的で決算前に高負荷になりがちな業務負荷を平準化し、業務の
大幅な効率化をご支援するビジネスソリューションです。　
SAPともグローバルパートナーシップを持ち、SAP S/4HANAとダイ
レクト連携することで、SAP S/4HANA化による経理部門のデジタル
トランスフォーメーションに大きく貢献いたします。

テックマヒンドラリミテッド
デジタルトランスフォーメーション時代の
システムインテグレータの役割

アミタバ ゴッシュ氏

本来IT分野で実現すべきこと
は、経営戦略上の課題やチャ
レンジを実効的なものに変え
ていくことであり、デジタルト
ランスフォーメーションを積
極的に進めるべき領域とは、
業種業界を問わずシステム上
の機能面、性能面などの制約

から解き放たれるべき領域です。
テックマヒンドラは、お客様ビジネスとその課題やチャレンジ理解し、
プラットフォームの特性を活かしたインテグレーションをDTパート
ナーとして推進いたします。

キャップジェミニ株式会社
Highway to S/4にてSAP S/4HANAへの
トランスフォーメーションを実現

ポートフォリオマネジャー　金 龍傑氏

キャップジェミニは「Highway 
to S/4」にてお客様企業のSAP 
S/4HANAトランスフォーメー
ションをご支援いたします。

「Highway to S/4」は事前診
断（既存機能、技術および組織

環境の評価）→ロードマップ策定（オプション含む）→移行→稼働後
サポートに及ぶ一気通貫包括的ソリューションです。
そこでは弊社独自ツール（例: ビジネス・ケース作成、あらかじめ
準備されたシナリオ、業種別テンプレート（PATH）、導入方法論

（iCaptivate））を駆使し、低リスクかつ効率的な SAP S/4HANA導
入を通じてデジタルトランスフォーメーションに寄与いたします。

上級副社長
日本支社および北アジア地域代表

新規に
プラチナ

サポーターに
なった企業
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ビジネスエンジニアリング株式会社
ものづくりデジタライゼーションで
製造業をご支援します

宮澤 由美子氏

当社は、10月1日に社名が「ビ
ジネスエンジニアリング」に変
わりました。
長年培った「幅広い技術に精
通した目利き力」「プロジェク
ト全体を統括するプロジェク
トマネジメント力」「製造業の
経験に基づく業務に精通した

コンサルティング力」「システムライフサイクルサポート力」をベースに、
さまざまなソリューションを最適に組み合わせ、製造業のデジタルトラ
ンスフォーメーションの実現に向けて、全力でご支援いたします。

コベルコシステム株式会社　
製造業のデジタルトランスフォーメーションをご支援

コンサルタント　田代 侑也氏
コベルコシステムは製造業のお客様を中心に多くのSAPシステムの導入・保
守・運用をご支援してまいりました。
長年の知見を集約した製造業向けSAP S/4HANA導入テンプレート「HI-
KORT」による基 幹 業 務システム導入サービスに、SAC(SAP Analytics 
Cloud) によるデータ活用、SAP Cloud Platform上の攻めのシステム構築、
Fieldglassによる外部リソース活用など新たなソリューションも加え、お客
様のデジタルトランスフォーメーションをご支援してまいります。

SUSEソフトウエアソリューションズジャパン株式会社
SUSEがSAPシステムの基盤に
選ばれる理由をお伝えしたい！

セールスエンジニア　花木 敏久氏

国内Linuxサーバー市場では
83.1%がレッドハット社※1、一
方グローバルではSAPシステム
のLinuxで70%、SAP HANA
に 限 る と90%がSUSE ※2で
す。この逆転現象はSAP 社と
の緊密な製品開発とサービス
提供によるものです。 SUSE

はSAPシステム専用Linuxの提供、両社が協調して問題解決にあたる
プレミアムサポート、SAPクラウド/コンテナ基盤での製品採用などを
通しSAPシステムユーザーを強力に支援いたします。
( ※1 IDC 2018年、※2 自社調査)

執行役員 ソリューション事業本部
副事業本部長

自社ソリューションやサービスに磨きをかけ、経験と実績を重ね
てプラチナサポーターにランクアップ。ユーザー企業にさらに
価値ある情報提供や、課題解決に向けより多くの選択肢を提示
することが可能に。既存のプラチナサポーターと互いに刺激しあ
い、切磋琢磨しながら、JSUGをさらなる高みへ押し上げることを
目指す！

1つ上のステージで
活躍する準備はできている!

プラチナ
サポーターに

ランクアップした
企業
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オープンテキスト株式会社
真のDX実現のために、情報ガバナンス
プラットフォームでご支援いたします！

SAP 事業開発部長　布下 公子氏

オープンテキストはSAPと25
年以上にわたる共同開発を
行うなど、その製品は国内約
500社、海外約4,500社の皆様
にご利用いただいております。
クラウド、IoT、働き方改革な
ど、さまざまな 経 営 環 境の
変革にITから挑 戦を続ける

JSUG会員の皆様のDXを、オープンテキストは、情報ガバナンスプラッ
トフォームの観点から、非構造化データも含めたあらゆるデータ活用
の基盤づくりでご支援させていただきます。

株式会社野村総合研究所
加速するデジタルトランスフォーメーション 攻め×守りのデジタル企業への変革を支援

副主任　内田 翔氏

ITが業務プロセスの効率化に貢献する時代から、ITを駆使してビジネスモデ
ルそのものを変貌させる時代へ。
デジタルトランスフォーメーションによるビジネスモデルの変革は、中長期の
ビジョンと経営戦略に基づく意思決定や、多くの社員を巻き込んだ挑戦が
必要です。
NRIは、業務改革から新技術の活用、システムの安心・安全な運用まで多彩な
人材とスキルでお客様のデジタルトランスフォーメーション推進を支援します。

ウィプロ・リミテッド
ウィプロのSAP S/4HANA移行プロセス・ツールに
より確実かつ迅速なデジタル変革をサポート

久堀 伸一氏
グローバル競争が一層厳しさ
を増す中、企業にとってデジタ
ル変革への対応はより重要に
なってきています。早期にSAP 
S/4HANAへ移行することに
より、デジタル変革への対応力を
強化するのが喫緊の課題です。
ウィプロ・リミテッドではSAP 
S/4HANA移 行に必要な標

準プロセスとツールをパッケージ化し、確実で迅速な移行を支援。
加えて、日本のお客様向けに最適化されたデリバリーフレームワークを
活用したきめ細かなサービスを提供しています。

モダン・アプリケーション・サービス営業部 （日本）
担当部長

株式会社電通国際情報サービス
SAP S/4HANAコンバージョンアセスメントに
革命を起こします！

シニアコンサルタント　清田 憲史氏

SAP分析ソリューションとし
てデファクトといってよいほど
になった 「Panaya」をいち早
く採用し、日本のお客様に提
供してまいりました。
PanayaのSAP S/4HANA対
応版が10月より提供開始とな
り、大規模システムであっても

48時間以内での分析が可能となりました。
国内300社以上のアセスメント実績を誇るISIDならではの 「迅速」

「安価」「高精度」なSAP S/4HANAアセスメントサービスをぜひご活用
ください。

プラチナ
サポーターに

ランクアップした
企業
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アクセンチュア株式会社
イノベーションの創出と日本企業のデジタルトラン
スフォーメーションを加速させてまいります

アナリスト　河野 咲子氏

アクセンチュアは、お客様と
共にイノベーションを創出する
ための新たなコンサルティング
アプローチ（_FORM_）と、アク
センチュアのアセットであるイ
ンテリジェントデジタルプ
ラットフォーム 「myConcerto」
を活用し、SAPソリューション

向けのサービスをさらに拡充していきます。

株式会社日立製作所
企業価値向上に向けたデジタルトランスフォーメーションを日立とともに！

滝澤 満氏

事業へのデジタルトランスフォーメーション（DX）活用方針を明確にし、中長期計
画を具体化することは、スムーズなDX 基盤構築に役立ちます。日立は多くのプロ
ジェクトのノウハウをベースに、DXの基盤となるSAP S/4HANAの導入に向けた
ワークショップ、アセスメント、PoCサービスの事前検討サポートサービスから、
システム構築、運用・保守までをトータルにサポートしています。企業の変革・価値
創造を支援するシステム導入のパートナーとして皆様を全力でサポートします。
最適な時期にSAP S/4HANA化を実現するために、今、計画策定を始めましょう！

SCSK株式会社
オンプレミスとクラウドの融合型サービスを
ご提供します

ビジネスソリューション事業部門　小松 慶大氏
SCSKは長年SAPシステムの
導 入 に携 わり、現 在はSAP 
S/4HANA向けテンプレート

「Add-Value」を含めたソリュー
ションを、多様な業界のお客様
に提供しています。特に昨今、
弊社ではSAP Cloud Platform
の取り組みを強化しており、メ

ソッド、ノウハウの蓄積が進んでいます。
私もSAP S/4HANAのグローバル導入案件を推進している中で、
日々クラウド活用ニーズの高まりが実感されます。オンプレミスと
クラウドが融合したサービスをお客様へ提供できる機会を楽しみに
しております。

EYアドバイザリー・アンド・コンサルティング株式会社
デジタルトランスフォーメーション時代の
データマネージメント

ディレクター　國本 修司氏

デジタルトランスフォーメー
ションは企業の在り方を変
え、そこで管理されるデータ
も現在の私たちが全く想像し
ていないものになるでしょう。
10年後はバリューチェーンへ
の人間の関与はごくわずかと

なり、製品を造り届ける仕事は完全に自動化…そんな世界でも変わら
ないのは、製品を造り・届けるという企業の役割です。
弊社はSAP導入において“製品”や“得意先”といったデータを標準化
し全社ビジネスを統制する“データ基盤構築サービス”を提供していま
す。ぜひお声がけください。

エンタープライズソリューション事業部
ERPソリューション部 

積み重ねた
実績と経験は
どこにも負けない!

経験と実績がある
プラチナ

サポーター企業

経験豊富なプラチナサポーターとして、各種イベントの
参加や情報発信を通して、ユーザー企業のビジネス成長や
課題解決に貢献。知識と技術に裏打ちされたソリューション
やサービスで、待ったなしのデジタル変革を成功に導く！
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日本電気株式会社
DX時代を見据えた、お客様の
「経営のインテリジェント化」実現に向けて

デジタルインテグレーション本部　森 顕氏

人不足が深刻化する中でも、
企業はビジネス競争に勝ち抜
き成長し続けることが求めら
れます。そのためには、ノンコ
ア業務をシンプル化し、人によ
る作業を軽減させるとともに、
経営やビジネスに関わるさま
ざまなデータを、タイムリーに

収集・分析し、意思決定をするという「データ駆動型ビジネス」の実
現が不可欠です。NECはこれからのDX時代を見据えた 「経営のイン
テリジェント化」の実現をご支援いたします。 Let's transform to a 
data driven management company with NEC!

ICTコア営業グループ 商社営業本部 
商社第三営業部 第二室

アビームコンサルティング株式会社
ロボットと人が共生する世界を
お客様と共に描く

マネージャー　青木 健一氏

Digital Transformationが
浸透した世界で、旧来の業務
をどう変えていくのか。私たち
アビームコンサルティング
は 多 くの 企 業 の デ ジ タル
変 革 を具 現 化 する支 援 を
行 って お り ま す。例 え ば、
経理業務においてロボット

と人が共生することにより、どのように業務を変革していくのか。
Automation>Innovation>Creationと業務をどのように高度化して
いくのか。アビームはお客様と共に、新しい世界観を描き、お客様を
新しい世界へとお連れいたします。

株式会社NTTデータ エンタープライズ·アプリケーション·サービス （NTT DATA Group）
グローバルデリバリーモデルを活かしSAP HANAへの移行を含めたデジタル変革をサポートします

Program Manager　Deepak Sethi氏
NTT DATA GroupのグローバルハブであるNTTデータEASがリードし、オ
フショア、ニアショア、および米国や欧州の先端ノウハウを活用しながらSAP 
HANAへの移行を計画立案から実行までサポートいたします。弊社独自のSAP
診断ツールであるProgram AnalyzerやUptimizerを使用し、現実的なHANA
への移行計画を立案します。そしてNTT DATAグローバルリソースを総動員する

体制を構築し実行をご支援いたします。また、SAP HANAを中心に弊社が提供するIoTソリューションを含めたデジ
タライゼーションツールを含めてお客様の新しいビジネスモデルを共に考え、デジタル変革の実現に貢献します。

三井情報株式会社
クラウド・バイ・デフォルトの体現に
取り組んでいます！

吉野 知子氏
三井情報では、デジタル時代の
基幹システム、クラウドERP 

（SAP S/4HANA Cloud MTE）
を今年12月中本番稼働を目
指し、「クラウド・バイ・デフォル
ト」の体現とFit toStandard

（標準機能に業務を合わせる）
に先行的に取り組んでおりま
す。同 時 に、SAP S/4HANA

化への大規模移行PJも携わり、今後増加するマイグレーションに対し
て、インドIT大手テックマヒンドラ社とも技術協業、十分なリソースを
確保した上で、皆様のクラウド導入のご支援、移行とその先のデジタ
ル変革への最適解をご一緒に考えていきます。

日本ヒューレット·パッカード株式会社
SAPのインテリジェントエンタープライズを
支えるHPE のインフラテクノロジー

SAPアライアンスマネージャ　卯山 絵理氏

SAP ERP最大規模のユーザー
であるHPE は、デジタルトラ
ンスフォーメーションの取り
組みとして営業/業務プロセ
スの変革を推し進めてきまし
た。中核システムのERPの刷
新 を 行 い、SAP S/4HANA
へ移行、データベースのシン

グルインスタンス化を実現したHPE自身の事例をご紹介しながら、多
くのパートナー様と共に、SAP S/4 HANAに最適な最新HPE製品、
インフラノウハウ、オンプレ版従量課金でクラウドライクに使えるHPE 
GreenLake for HANAをご提供しています。
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アマゾン ウェブ サービス ジャパン株式会社
SAP S/4HANAへの道のりの簡略化と
イノベーションの加速

　南原 正樹氏

現在、SAPを利用している多く
のお客様は、SAP S/4HANA
へのロードマップをどう描くか
悩まれていることと存じます。
AWSとSAPは、2011年から
共同でSAPのアプリケーショ
ン、プラットフォーム、および
データベースの本番デプロイに

適したAWS環境を確立してまいりました。
AWSは、SAP S/4HANAへの移行を検討するお客様の悩みを解決す
ることに加えて、ビジネス価値創出のためのイノベーション領域につ
いてもサポートさせていただきます。

マーケティング本部
パートナーマーケティングマネージャー

富士通株式会社
お客様との共創により日本品質の
デジタルエンジニアリングチェーンを実現

内田 暢大氏

富士通は世界でも最先端とな
る、設計から生産準備（工程
管理）、製造管理、品質管理ま
でを一貫性を持って連携する
SAP S/4HANA PEOの適用
を推進しています。特に日本
の製造業が得意とする個別
受注生産の領域で、短サイク

ルの仕様変更や高度で緻密な品質管理の要件をSAP社との連携によ
り進化したソリューションを実現しています。
弊社のナレッジにより、設計・製造の新しい形の実現に向けたご支援
をお約束します。

株式会社BeeX
リフトアンドシフトで始める
デジタルトランスフォーメーション

SAPコンサルティング部 マネージャー　樋口 龍也氏

SAP社が「クラウドファース
ト」という方針を掲げて早6年
目、その黎明期からこの分野
に携わってきた「クラウド」と

「SAPシステム」に精通した技
術スペシャリストが一同に集
結して2016年に設立した会

社がBeeX（ビーエックス）です。
デジタルトランスフォーメーションへの取り組みのきっかけとなる既存
SAPシステムのクラウドマイグレーション（クラウド移行）の現実解と
して「リフトアンドシフト」手法が得意です。移行後の運用保守にも
対応していますので、お気軽にお声がけください。

株式会社アイ・ピー・エス
迫りくるSAPのリスクと機会に向けて

取締役　久下 直彦氏

経済環境が不透明さを増す
中、変化の兆しを捉え、見直し
が 迫られるSAP利用。“本当
に変わったSAP”とそれでも
なお減らない業務量や運用
負担、IPSは皆様のご意見や
ご相談を伺います。新規導入

は勿 論、技術情報の提供から運用－適応範囲の見直し、更新まで
SAPを実質的に評価する機会をご提供します。－MTE/STE/HEC、
SAC、SCP、BW、BO、RPA、AI コネクト、UnitedVARs、etc... －対
応していますので、お気軽にお声がけください。

株式会社シグマクシス
SAP S/4HANA Cloud マルチテナント版導入で企業のDXを支援　

コンサルタント　衣斐 桃花氏

シグマクシスは、業務スリム化やデータ活用を促進する『基幹システムの
クラウド化』が、DXを通じた企業競争力の向上において重要だと考えます。
クラウド化にあたっては、SAP S/4HANA Cloudマルチテナント版の短期
間での導入を目指し、徹底したプロジェクトマネージメント、クラウドの標準
業務プロセスに対応するための業務改革やチェンジマネージメントを行い
ます。当社では今後もお客様のDXを促進し、企業価値の向上を支援いたし
ます。
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日本マイクロソフト株式会社
Microsoft AzureでSAP S/4HANAを
動かしませんか？

クラウドソリューションアーキテクト　五十嵐 直樹氏

Microsoft はSAPのビッグ
カスタマーです。
現在、Microsoftシアトル本社
ではMicrosoft Azure上で
SAP S/4HANAへの移行プロ
ジェクトが始まっています。

グローバル規模の会計業務から皆さんにお馴染みのSurfaceなどの
デバイスのSCMに至るまでSAPのフルモジュールのSAP S/4HANA
化に取組んでいます。私たちは自らの経験とスキルを活かし、お客様
のSAP S/4HANA化を支援いたします。
Microsoftは、積極的に本社ツアーを通じてSAP S/4HANA化の
ナレッジをJSUG会員の皆様へ還元いたします。

株式会社レイヤーズ・コンサルティング
デジタルトランスフォーメーション（DX）戦略
実現に向けて

SAP 担当グループ　福澤 芳信氏

レイヤーズ・コンサルティング
は、「戦う創造集団」としてお
客様の事業戦略、IT戦略を踏
まえて、DX戦略の立案・実行
を支援しています。SAP導入
については、基本構想、要件定
義、PMOに関する実績を多数
有し、稼働、定着化まで含めた

コンサルティングサービスを提供しています。
今年の3月には、認定コンサルタント数の急伸によりSAP AWARD
の『特別賞』を受賞し、9月末で139名の認定コンサルタントを有して
います。

日本タタ・コンサルタンシー・サービシズ株式会社
ハイスキル・インド人材と最新技術で、
SAP S/4HANA化を多角的にご支援します

斎藤 大氏

一部の企業では再構築によ
るSAP S/4HANA化がスター
トし、SAP要員枯渇問題はす
でに現実のものです。
TCSは、世界各地のSAP要員
とマシンファースト・デリバリー

（AI 含めた自動化）の活用で
この課題を克服します。

また、Greenfield（再構築）、Brownfield（コンバージョン）に加え、
新たなアプローチであるSNP社の「BLUEFIELD」で、SAP S/4HANA
化のダウンタイム短縮を実現します。

日本アイ・ビー・エム株式会社　
SAPに関わるIT環境、コンサル、構築、
運用管理などのリソース不足に最適解を提供

　松田 憲太氏
日本IBMは、SAP認定クラウド・
サーバーを軸にSAPシステム
の安定稼働とIT リソースの不
足を解決します。群を抜く数の
SAP S/4HANAの認定コンサ
ルタントはSAP S/4HANAプ
ロジェクトをご支援します。業
務の自動化・RPAはお客様の人
員リソース不足を解決、IBMの

マルチベンダー保守はH/W、S/W、ネットワークなどマルチベンダーで
構成されたシステムの運用管理のリソース不足を解決します。
私たちは、お客様のさまざまなリソース不足に全方位で応える体制や
実績を備えています。

グーグル・クラウド・ジャパン合同会社
SAP on GCPで実現するデジタルトランスフォーメーション

パートナー マーケティング マネージャー　早田 豊彦氏

SAP基幹システムのクラウド移行をはじめとした、デジタルトランスフォー
メーション （DX）に向けた取り組みを全力でサポートいたします。Google 
BigQueryとSAPの連携、マルチクラウドプラットフォームのAnthosな
ど、GCPのクラウドを最大限利活用したエンタープライズITの世界を、パー
トナー各社と一体となって、お客様にご提案させていただきます。

グローバル・ビジネス・サービス事業本部
シニア・マネージング・コンサルタント
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JSUG Express vol.8

JSUGサポータープログラム（旧称:JSUG スポンサーシッププログラム）は、賛助会員が参加可能なJSUGが提供する年間有
償プログラムとして、2009年に発足しました。これにより、賛助会員の持つ有益な情報を、すべての会員と共有できるようにな
りました。ユーザー企業、サポーター企業の両者にとってプラスとなるよう年々創意工夫を重ねてきたサポータープログラムで
は、デジタル変革が本格化するなか、Win-Win の関係を強化する施策を今後も提供し続けます。

JSUGサポータープログラム10年の歩み。

ユーザー、サポーターともに発展できるプログラムづくり

JSUGでは、ユーザー企業、サポーター企業の両者がWin-Winの関係を
構築するために、さまざまな特典を企画してきました。
主催イベント （年2回開催）でのセッションや、会報誌 「JSUG INFO」の
誌面、会員サイト 「JSUGNET」上のコンテンツを通じて、ユーザーは課題
解決に必要な情報を入手することができる一方、サポーターはビジネス
チャンスを得ることが可能になります。
プログラムはダイヤモンド/プラチナ/ゴールド/シルバーと区分され、それ
ぞれ提供される特典が異なり、2019年4月現在、50社のサポーター企業
にご参画いただいております。また、立ち上げ当初の「スポンサー」という
マーケティング視点の名称から、仲間として一緒になって活動し支援して
もらいたいという想いを込めて、2013年に現在の 「JSUG サポータープ
ログラム」と改められました。

近年は新たな施策をとして、ソーシャルメディアの中でも発信力の高い
facebookを2016年より開始しました。イベントや部会の活動が生き生
きとシェアされる一方で、サポーターが提供する旬の情報が告知され、

特集③

サポーター企業数の推移
クラウドビジネスが本格化した2009年に、JSUGサポータープログラムがス
タート。以降、デジタルトランスフォーメーションの伸展とともにサポーター企
業数も右肩上がりで推移。デジタル変革の波に乗って飛躍したといえます。

参加企業数
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ユーザー企業、サポーター企業が一丸になれる
質量ともに充実したプログラムへ

サポーターの活動を認知してもらうためのツールとして、反響が大きく
なっています。
2017年 に スタートした「JSUG Express」
は、JSUGが注力する旬なテーマに対して、サ
ポーター企業の最新の知見が集約された臨
時メールマガジンとして有意義な情報を提供
しており、サポーター企業にとっても一押しの
ソリューションやサービスを訴求できる絶好
の場となっています。
イベント関 係では 、J S U G 主催の「JSUG
Conference」にブースを出展できる特典があります。実際に見て触った
りすることで理解が深まり、ユーザーとサポーターの接点が生まれるこ
とでも好評を博しています。
注目を集めている国際派遣では、米国パロアルトやシアトル、インド バ
ンガロールを訪問。現地のサポーター企業にも協力いただき、イノベー
ションがどのような背景・環境で行われているのかを聞き出して、ユー
ザー会でも共有することができました。
サポーター企業の認知度向上にも努めています。例えば、2016年JSUG 
20周年を記念して行われたプラチナサポーター座談会を皮切りに、毎年
プラチナサポーター企業の紹介をJSUG INFO とJSUG Conference
当日の動画メッセージとして紹介。動画メッセージは、年間を通じて
JSUGNETとSAPジャパンの３FにあるJSUG Communication Center 

（JCC）ブースで通年放映した結果、サポーター企業を身近に感じてもら
えるようになりました。

【「ベストサポーター賞」 歴代受賞企業】

2014年 2015年 2016年 2017年 2018年
株式会社
アイ・ピー・エス

三井情報株式会社 株式会社
NTT データ

日本マイクロソフト
株式会社

富士通株式会社

JSUG Awardベストサポーター賞
JSUGの活動へ多大な貢献のあった方々に感謝の意を表し、 JSUG Awardを
年1回発表しています。ベストサポーター賞は、JSUGに年間を通じて最も優秀
な活動をしたと判断されたサポーター1社に贈られます。また、5年間にわたっ
てプラチナに参画したサポーターを表彰する継続賞も設けています。
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■ JSUG Focus 2019 国際派遣報告SAPPHIRE NOW

JSUGではユーザー支援策の1つとして、海外で実施するSAPのイベントに参加してSAPのグローバル戦略を体感し、
国を越えたネットワークの形成を目指す「国際派遣プログラム」を実施している。目玉の1つが米国フロリダ州・オーラン
ドで開催されるSAP最大の国際イベント「SAPPHIRE NOW」だ。SAPがこれからどこに向かおうとしているのか。

「JSUG Focus 2019」において、今回参加したJSUG国際派遣メンバーが最新トレンドを解き明かした。

「Intelligent Enterpriseで
Experience Economyの勝者になろう」

SAPPHIRE NOW 2019で明かされた
SAPの新たなメッセージ

2019年のSAPPHIRE NOWは、従 来ど お
りのイベントに加え、今年初めての取り組
みとして、顧客体験にターゲットを絞った
Customer Experience（CX）Liveが開催
された。その結果、登録者数は過去最大の3
万人に上り、前年比で約36％の増加となっ
た。日本からはユーザーとパートナー合わせ
て577人が 参加した。プログラムは、キー
ノートが4本に、ブレイクアウトセッションが
1,700本。会 場 内の 各所に展 示ブースが
あり、いずれも賑わいを見せていたという。
SAPの今後を示すキーノートのテーマは、

「Winning in the Experience Economy」
と「Experience the Intelligent Enter-
prise」の2つ。アフラック生命保険 株 式会
社コーポレートIT室 室長・グローバルビ ジ
ネスアーキテクトの日下部淳氏は「社 会 が
Experience Economy （経験重視型経済）
に移行していく中、AI、機械学習、IoTなどのテク
ノロジーを用いたIntelligent Enterprise
になって勝者になろう、というのが2019年の
メッセージ」と説明する。
Experience the Intelligent Enterprise
とは、SAPが提唱するIntell igent Enter-
priseをExperience（経 験 ）と結び 付けて
考えること。顧客の体験や感情のデータを

「X-data」、SAPシステムに蓄積されている
運 用データを「O-data」とし、デジタルプ

ラットフォームを介してX-data とO-dataを
つなぐのがExperience Economyのコン
セプトだ。「2つのデータを融合することで
ビジネスを変革し、顧客の体験価値を高め
ていこうというのがSAPの新たな戦略」と
日下部氏。
その実現に向けてSA PはE xp e r i ence
Management（XM）の 先 駆 者 で あ る
Qualtrics社の買収に巨額の投資を行った。
同社のXMプラットフォームを用いること
で、「顧客」「従業員」 「製品」「ブランド」の4種
類の経 験 管 理 が 可能になる。一方でSAP
は、SAP HANAの技術的優 位性を活かし
たSAP Cloud Platformを軸 にさまざ ま
なサービスの統合を進め、インテリジェン
スなビジネスを支援していく。

X-dataとO-dataをつなぐのが
Experience Economy

特集④
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日下 部氏は「 過去のSAPPHIREで、SAP
HANA、SAP S/4HANA、SAP Leoardo、
SAP C/4HANA、Intelligent Enterpriseと
打ち出してきましたが、今回のExperience 
EconomyもすべてEnd-to-Endでシームレ
スにつながっていることが実感できました」
と語っている。

初参加の3名は、各自の業務・業 種に応じ
てセッションを回った。AIGビジネス・パー
トナーズ株式会社FSSDマネージャーの山
本晋吾氏は、保険業・ヘルスケア・スマート
シティに関連する領域を巡回。その感想を

「テレマティクスやスマートデバイスなどを
利用してビッグデータを蓄積し、SAPのソ
リューションを使って新たな価値を創出し
ていこうという取り組みが見られました。
Customer Experience、X-data、O-data
のワードも各所で強調されていましたが、
ITの担当者だけでなく、一般ユーザーにも
イメージしやすい 印 象を受けました 」と
語っている。
日本郵船グループの株式会社NYK Business 
Systemsバルク・エネルギー輸送システム部
プロジェクトマネージャーの小林豊氏は、運輸
業・製造業に関する領域を中心に回った。運
輸業のようなBtoB業界にとってExperience 

（顧客体験）をどう考えたらいいか？ たどり着
いた答えは、顧客目線での事業再定義。ヒント
になったのはBusiness Logistics Network
だったという。「Business Logistics Network
は異なる輸送モード間の情報共有ツールで、

単なるもの運びではなく、お客様からするとサ
プライチェーンの一環だと気付かされました。
どんな業態であっても顧客目線で事業を再定
義すればExperienceが見えてくると思いま
す」（小林氏）
大和ハウス工業株式会社 情報システム部
次長の福嶌健氏は、他の2名とは異なる目
的で参加した。大和ハウス工業は、海外の
グループ会社にSAP S/4HANA Cloudを
展開中だが、日本国内で実績が乏しいため
十分に情報が得られず、SAPにも要望が通
りにくいことを実感していた。そこで福嶌氏
を中心にJSUGで「SAP S/4HANAクラウ
ド部会」を2019年4月に立ち上げている。

「今回はSAPの最新の動向を把握するとい
う目的に加えて、部会の今後の活動のため
にSAPの要人と面談し、パイプを作ること
も狙いでした」と福嶌氏は語る。
会場内には100強のミーティングスペース
があり、ユーザーが希望するテーマで役員、
部長、課長、現場レベルの担当者などと個

別ミーティングが可能になっている。事前
予約により面談スケジュールを決定。1セッ
ション30分で対話ができる。日本語 通訳
も配置され、会話に苦労はないという。

「今回、SAP S/4HANA Cloudのグローバ
ルリーダー、インフラ、SLA保守、開発、営業、
ローカライズ、マーケティング担当者合わせ
て7名と今後の日本市場や連携について意
見を交換し、継続的な支援を約束してもらい
ました。最初は、どこまで本気で取り組んで
もらえるか半信半疑でしたが、会ってみる
と全員が好意的で予想以上の手応えを得
ることができました」（福嶌氏）
その後、参加者によるパネルディスカッショ
ンの最後に日下部氏は「日々のビジネスに
翻 弄 されてい る中、SAPPHIRE NOWで
はSAPが 進むべき道 が 明 確に示され、現
在地からの延長線上で考えることができま
した」と感 想を語り、参加したことがない
人はぜひ検討してみて欲しいと訴えた。

セミナーや展示見学に加え
SAPトップ層とも直接意見交換

日下部 淳氏
JSUG Ariba部会 オピニオンリーダー

アフラック生命保険株式会社
コーポレートIT室 室長・グローバルビジネス

アーキテクト

山本 晋吾氏
JSUG Next Leaders Exchange

オピニオンリーダー
AIG ビジネス・パートナーズ株式会社

FSSD マネージャー

小林 豊氏
株式会社NYK Business Systems
バルク・エネルギー輸送システム部

プロジェクトマネージャー

福嶌 健氏
JSUG SAP S/HANA クラウド部会 部会長

大和ハウス工業株式会社
情報システム部 次長
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2019国際派遣報告 

Seattle Washington,USA
今回の国際派遣の舞台はシアトルです。Microsoft、AmazonやBoeing、T-Mobileなどの巨大企業を擁するとともに、Concur、
AribaやQualtricsなどSAPのグループ各社があるシアトルは、シリコンバレーと並ぶイノベーションの聖地ともいうべき地域です。
その地を訪れて各社から直接お話を聞き・体感することで、常に最先端と最高を目指す熱気と創造の息吹を全身に浴びてきました。

参加メンバー（写真左から右に）
日本発条株式会社	 鈴木孝司氏（テクニカル部会長）
大和ハウス工業株式会社	 福嶌 健氏（SAP S/4HANAクラウド部会長、
	 JSUGアンバサダーオピニオンリーダー）
三井物産株式会社	 真野 雄司氏（JSUG常任理事）
日本航空株式会社	 今鷹 慎之介氏（Next Leaders Exchange
	 オピニオンリーダー）
SAPジャパン株式会社	 佐野 太郎氏（JSUG常任理事）
トラスコ中山株式会社	 数見 篤氏（JSUG会長）
株式会社NYK Business Systems	 照木 麻子氏（JSUG常任理事、運輸部会長）
アフラック生命保険株式会社	 日下部 淳氏（Ariba部会オピニオンリーダー）
伊藤忠商事株式会社	 浦上 善一郎氏
SAP ジャパン株式会社	 宮田 伸一氏
THK 株式会社	 寺岡 敏矢氏（JSUGアンバサダー）
三井物産株式会社	 原園 耕路氏
株式会社NYK Business Systems	 高橋 大樹氏（Next Leaders Exchange、	
	 運輸部会）
トラスコ中山株式会社	 和久利 智彦氏
近鉄グループホールディングス株式会社	 城阪 衣里氏（ウーマンズTalk    オピニオン	
	 リーダー、運輸部会）
アフラック生命保険株式会社	 佐々木 拓氏（Next Leaders Exchange
	 オピニオンリーダー）
CTCシステムマネジメント株式会社	 宮川 済氏（Next Leaders Exchange 、 		
	 Solution Manager WG）

世界最大規模 SAPユーザーの知見が生み出す
デジタルイノベーションの最前線を体験

Microsoft Karishma Sharma Business Program 
Managerによるホロレンズのデモ

寺岡 敏矢氏
THK 株式会社　
経営戦略統括本部
情報システム統括部
システム企画 課長

Microsoft 社はシアトル郊外のレドモンド
に位置し、非常に緑豊かな環境で、東京ドー
ム40個以上の広い敷地面積に100以上の建
物があるキャンパスを構成しています。まず
SAP関連で感動したのは、Microsoft社自身
がSAPの最大規模のユーザーであり、SAP
が提供するソリューション群を全方位で活
用、そのすべてがAzure上で稼働しており、自
社で得られたユーザーとしての知見を我々に
ご提供いただけたということです。SAP S/4 
HANAも来年を目標に移行を進めています。
そのほかにもAzureを基盤にAI、IoT、ARな

どの最新デジタル技術に積極的に投資してお
り、ARによる医療用教育支援、AI+IoTによる
家庭内での生活支援、職場における会議支援
などさまざまな革新的な研究開発を進めてい
ます。それらの革新的な技術を我々が実際に
体験できるまで活用が進んでおり、未来を実際
に触り感じることができた点が印象的でした。

日本マイクロソフト社 
パートナー事業本部 グローバルパートナービジネス本部 
プリンシパルビジネスデベロップメントマネージャー
森田益成氏による導入説明

JSUG プラチナ
サポーター

Microsoft

特集⑤
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顧客ファーストの時代を生き抜く
世界最先端のロボット物流システムを体感

Amazon Fulfillment Center 徹底的に効率性を追求した物
流オーケストレーションを実現

Amazon Fulfillment Centerでは、顧客の
オーダーを最 新 技 術（Kiva ロボット、画 像
認証、ビックデータ、機械学習）を駆使して
AWS上でリアルタイム処理し、在庫2,500
万SKUに及ぶ商品をプライム配送、通常配
送、他FC向けとカテゴリー別に見事にパッ
キング・分類されていく物流イノベーションを
体感しました。Amazon GOでは、無人店舗
での買い物を体験し、住環境をイメージした
AmazonのスマートホームではAlexaでAll

家電を実操作しました。世界中から4万本以上
の植物を集 めたAmazon Spheresでは、
Amazon·AWSの社員の新たなワークスペー
スを体験し、またAWS上でSAPを稼働させ
ることで連携可能なAPIやIoTについてデモ
を交えて知ることができました。これらの体

調達/購買業務改革につながる確かなヒントを発見

T-Mobile US Vice President Procurement Christopher 
Talbot 氏 とSAP Ariba Customer Engagement Director 
Dori Thomas-Dawson氏

T-Mobile US社は約8,300万人の加入者を
抱える、全米第3位の通信サービスを提供す
る会社です。同社はAribaの全モジュールを
広範な調達品目に利用し、取引を行う全サプ
ライヤーにAriba導入を求める購買戦略を

とっています。その効果やロードマップについ
てのお話を伺いました。導入により、中小のサ
プライヤーの効率化の手助けを行い、社内
外に良い影響を与えることができていると
のお話でした。ヴィジョンを持ち、強力な統
制方針の下サプライヤーとの関係性を企業
の戦略として最大限活用しようとする姿は
圧巻でした。

コーディネートに尽力いただいた、日本航空株式会社 米州技術
品質保証部長 髙橋 伸幸氏

浦上 善一郎氏
伊藤忠商事株式会社
IT企画部全社システム室長

城阪 衣里氏
近鉄グループホールディングス株式会社
総合企画部

T-Mobile

飛行機製造見学で圧倒されたスケール感と最新技術

IT産業とコーヒーで知られるシアトルは、ボー
イング社発祥の地 （シカゴ本社）でもあります。
世界最大容積 （東京ドーム約11個分!) の工
場では、最先端の飛行機の製造工程を見学。
6機同時組み立てが可能なU字状の移動式組
立ラインで安全と作業効率を改善する最新

技術を目の当たりに。
また、カーボン主体により大幅な軽量化と燃
費向上を実現したB787機体の製造中の胴体
に直に触れ、従来のアルミ合金との素材感や
技術の違いを実感。
圧倒的なスケールと最新技術、飛行機ができ
上がっていく様子のすべてに一同心躍る時間
でした。

城阪 衣里氏
近鉄グループホールディング株式会社
総合企画部

感・体験を通じて、「地球上で最もお客様を
大事にする企業」を使命とし、「失敗を恐れない」
Amazon Cultureの神髄を実感できました。

JSUG プラチナ
サポーター

Amazon

T-Mobile

Boeing

Amazon Spheresと呼ばれる、3つのガラスドームからなるワー
クスペース
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Concur Labsで現場開発者よりレクチャーを受けるアフラック/
日下部氏

Qualtrics Head of CX Enterprise & Industry 
Marketing Michael Brophy氏

パイオニア企業から学んだ飽くなきチャレンジ精神

旅費経費精算をSaaSにて提供、日本におい
ても旅費経費精算のデファクトスタンダード
として、SAP Business Network Groupの中
核を担うSAP Concur社。
25年の歴史を有し、創業から一貫して旅費経
費精算のサービスを提供する中で、近年では
AI、機械学習やBotといった最新のテクノロ
ジーの活用にも挑戦し、新たな価値の創出に
取り組まれている姿が印象的でした。オフィス
ツアーではConcur Labsの一部も見学し、

宮川 済氏
CTC システムマネジメント株式会社
デジタルビジネス本部SAP・
アプリケーションサービス部

VR(仮想現実)を活用した取り組みの様子に
とても刺激を受けました。

SAP Concur SVP A.G. Lambert 氏

トップランナーに聞いたXMが注目されている理由

宮川 済氏
CTC システムマネジメント株式会社
デジタルビジネス本部SAP・
アプリケーションサービス部

顧客、従業員、商品、ブランドに関連する経験
価値をX-Dataとして収集、O-Dataと併せて
分析の上、CX向上につなげるというサービス
をSaaSにて提供するQualtrics社。変化著し
いCXやEXをどのようにして収集、分析してい
るか。また、SAPとの統合(SAP C/4HANA他)
を踏まえたお話を伺う中で、なぜ「エクスペリ
エンスマネージメント」が注目を浴びているの
かをうかがい知ることができました。遊び心

溢れるオフィスでは仕事が楽しくなる工夫が
随所に感じられ、優秀な社員をリテンション
できる理由を垣間見ることができました。

Qualtrics 屋上からの風景

SAP Concur

SAP Qualtrics

SAP Concur

SAP Qualtrics

SAPが提唱する総支出マネージメントの躍進を予感

企業の物・外部人材などの戦略的調達購買
プ ラットフォ ームをSaaSに て 提 供、SAP 
Business Network Groupの 一 端 を担う
SAP Ariba社。昨 今 で は、Fieldglassや 前
述のConcurと合わせてトータルスペンドマ

ネージメントとしての考え方を提唱していま
す。SAP Concur社と同じビル内にオフィス
があるなど、統合に向けた動きを加速してい
るように感じました。統括責任者より直接説
明をいただき、「S/4HANA統合」「エコシステ
ムの更なるネットワーク拡張」といったお話に
今後の大いなる期待を感じました。

宮川 済氏
CTC システムマネジメント株式会社
デジタルビジネス本部SAP・
アプリケーションサービス部

SAP Ariba Chief Product Officer Darren Koch氏

SAP AribaSAP Ariba
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企業がASUGブラジルに参加する主な理由
としては、コミュニティの一員になれるとい
う点が挙げられます。メンバーは100％のサ
ポートのほか、非メンバーよりも優先されると
いうメリットを得られますが、これはASUG
ブラジルとSAPブラジルの協働関係に加え、
SUGEN （SAP User Group Executive 
Network）やSAPドイツとの相互関与が無限
の価値を生み出している証左といえるでしょ
う。さらにこの連携を通じた情報交換が、プロ
フェッショナルの皆さんはもちろん、会社全体
に対して付加価値をもたらしています。

ASUGブラジルにとって協働は大きな価値を
もたらすものであり、今後は一層緊密な協働
を図りたいと考えています。また、SUGENへ
の参加は数々のシナジー効果を生み出し、ほ
かのユーザーグループとのコミュニケーション
も実現してくれます。

電話会議や対面での会議でJSUGと協働でき
るのは喜びであると同時に、大きな付加価値
をもたらす機会でもあり、私たちはJSUGから
多くのことを学んでいます。その好例がJSUG
の会報誌で、これはユーザーグループが実践・
継続している優れたイニシアチブのまさにベン
チマークであると感じています。

ASUGブラジル国際部担当ディレクター

Paulo Moraes

ASUGブラジル理事会メンバーとSAPブラジル代表

ASUG ブラジル
Americas' SAP Users' Group Brazil

JSUGと協働できるのは喜びであると同時に、
大きな付加価値をもたらす絶好の機会

世界 の40を超 える国と地 域で 設 立されているSAPユーザーグル ープ。年2回 開 催されるSUGEN （SAP User Group 
Executive Network）への参加をはじめ、さまざまな情報の相互交換、各国での部会や各種イベント開催、SAP社とユーザー
企業をつなぐパイプ役として、日々活動を行っています。今回は、ASUG Brazil（SAP ユーザーグループブラジル）、SAPience.
be（ベルギーSAPユーザーグループ）、SBN（SAP ユーザーグループノルウェー）、からJSUGに届いたメッセージを紹介します。

国境を越えたホットなメッセージ
世界のSAPユーザーグループからJSUGへ
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ベルギー SAPユーザーグループ
Belgian SAP User Group

「学ぶ、共有する、つながる」を合言葉に活動。
世界各国のユーザーグループとの結びつきも大切に

SAPユーザーグループノルウェー
SAP USER GROUP NORWAY

尊重し合い協働関係を築いたSBNとSAPノルウェー。
ソートリーダーシップも成功要因の1つ

SBNのボードメンバー

SAPience.be(Belgian SAP User Group)
はベルギーのSAPコミュニティとして2002
年に設立されました。現在、約140名のユー
ザーおよびパートナーの会員が登録してい
るほか、2,000名の関係者が参画しており、
それぞれが各種イベントに参加しています。

SAPienceのミッションは「学ぶ、共有する、
つながる」を3本柱としています。1つのプラッ
トフォームを介して1つひとつの声をきちん
と伝え、質問に回答を提示することにより、
SAPの実装やSAPプロジェクトに着手する
際にはきちんとサポートが得られるという安
心感をもたらしています。
SAPience.be はSUGENメンバーとして誇
りを持って支援を提供しており、SAPの経営
幹部や世界各国のユーザーグループとの結び
つきも大切にしています。
SAPience.beは、ユーザーグループとして

の概要ならびに成長目標やビジョン、将来的
な方向性について共有する機会をくださっ
たJSUGに心より感謝しています。JSUGが
本稿を興味深く読んでくだされば幸いです。
最後になりましたが、その他の詳しい情報も
JSUGに喜んでご提供いたしますので、ご要望
があればお知らせください。今後もJSUGと
の関係を深めていけることを願っております。

マネージングディレクター

Tracy Greig

SBN(SAP Brukerforening Norge)は、772
社の会員企業と4,579名の個人が参加してお
り、ニュースレターを毎週発行・配布していま
す。ノルウェーの首都オスロで開催された前回
のSBN年次カンファレンスには、さまざまな業
界から400名の会員企業とパートナーが参加
しました。SBNとSAPノルウェーは、互いを尊重
し合い、協働関係を築いています。例えばSBN
チームとメンバーは、SAPカントリーマネー
ジャーとそのチームにさまざまなご支援をい
ただいています。SAPグローバルカスタマー

バリューサービスチーム（SAP 本社ユーザー
会支援組織）によるソートリーダーシップも、
SBNに成功をもたらしている要因の1つです。
SUGENへの参画を通じ、JSUGと協働でき
ることを光栄に思っています。長年にわたり
SUGENとの仲立ちをしてくださった前会長の

鈴鹿靖史氏に深く感謝するとともに、5月に理
事になられた照木麻子氏にお会いできること
を楽しみにしております。また、JSUGの新会長
に就任された数見篤氏に心からのお祝いの言
葉を申し上げます。
JSUGとSBNで協働し、SUGENのさまざま
な戦略的分野において変革をもたらしてま
いりましょう。再会の日を楽しみにしており
ます。

SBNチーフエグゼクティブオフィサー

Eva-Maria Fahrer

USERday 2017の様子
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ユーザーが成功体験を共有し
ビジネス効果の拡大と企業価値への
貢献を目指すJSUGアンバサダー

JSUGは2019年4月、新たに「JSUGアンバサダープログラム」を立ち上げた。次世
代リーダーの育成を目指す「Next Leaders Exchange」、女性だけのコミュニティ

「ウーマンズ Talk   」に続く3つ目の戦略プログラムとなる。プログラムでは、SAP製
品やサービスの導入経験やビジネス効果などを情報発信していくという。設立の目的
や活動内容について、初代代表者でJSUG常任理事の新田哲氏（JFE スチール株式
会社 常務執行役員 兼 JFE ホールディングス株式会社 企画部）に聞いた。

ユーザー企業を代表するオピニオンリーダーが終結した会議にて
（写真左から右に）

THK株式会社	 執行役員 経営戦略統括本部 副統括本部長
	 グローバル人事戦略特命担当　星野 恭敏氏
JFEスチール株式会社	 常務執行役員 兼 JFEホールディングス株式会社
	 企画部　新田 哲氏 （アンバサダープログラム代表）
ヒロセ電機株式会社	 執行役員 管理本部 経営企画部長 兼 IT統括部長　鎌形 伸氏
大和ハウス工業株式会社	 情報システム部グループ長　加藤 純氏※

SAPジャパン株式会社	 カスタマーサクセス本部 ディレクター （当時）　吉田 茂氏

※ 大和ハウス工業株式会社 情報システム部 次長 福嶌 健氏の代理として出席

アンバサダー（Ambassador）とは一般的に「大使」「使節」などと訳されるが、ビジネスシーンでは

「応援者」や 「ファン」の意味で使われるケースが多い。特定の商品やサービスについて愛情を持って

自発的に情報発信し、自分の経験を他者に伝達していく役割を担う人、といったニュアンスだ。

JSUGアンバサダープログラムも同様で、JSUGの基本理念である「日本のSAPユーザー企業、SAP

パートナー企業、SAPが一丸となって活動に取り組むことにより、SAPユーザー企業の価値最大化

を目的とする」をベースに、成功体験を参考にしてもらうことで、同じように成功するユーザーを増

やしていくことを目的としている。新田氏は「システムを導入して終わりではなく、企業の中でどのよ

うな価値を生み出し、課題解決に貢献しているか、日本独特の要素を取り込みながら、長期的な視

点でSAPのソリューションに関わる取り組みを共有していくために立ち上げました」と話す。

具体的には、手段（How to）だけでなく、課題解決や価値創出のプロセスや効果も含めて情報共

有したいメンバーが集まり、議論するというものだ。その中から発信可能な内容をJSUG全体で共

有しながら、コミュニティの活性化を図っていく。「それはユーザー会にランクを付けるものではな

い」と新田氏は語る。SAP製品やソリューショ

ンを利用して得た成功体験を積極的に発信

し、ユーザーに対して示唆を与えられる企業

であることがアンバサダーの条件だ。一般の

ユーザーは、各製品の先駆者が得た成功体験

を参考にし、近道で同様の果実を得ることが

できる。

「アンバサダーとはいえ企業である以上、ビジ

ネス的な価値の創出や効果をすべてオープン

にしていくことは難しい側面もあります。それ

でも可能な範囲で垣根を取り払い、JSUGの

会員と広く情報を共有しあうことこそが、アン

ユーザー間の情報交換を基に製品への要望をSAPにフィードバック

特集⑦
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ユーザーが成功体験を共有し
ビジネス効果の拡大と企業価値への
貢献を目指すJSUGアンバサダー

JSUG常任理事 アンバサダープログラム代表
JFE スチール株式会社

常務執行役員 兼 
JFE ホールディングス株式会社  企画部

新田 哲氏

Voice of User Group
Request feedback

SAP 製品開発へのフィードバック
「Co-Developmentの機会」
● 他国ユーザー会や海外イベント視察などへの参加権利
● 該当製品に対するユーザー意見やエンハンスリクエストの機会

Increase Awareness
Social media

協同プロモーション「Co-Marketing の機会」
● SAPイベントなどでの販促開催、ロゴマークやパンフレットなどの
　 掲載機会
● JSUG Blog掲載など共同情報発信によるWebマーケティング効果

Innovation chance
Design thinking

新規事業/サービス支援「Co-Innovationの機会」
● 新規事業やパイロットユーザーリサーチなどの企画支援
● SAPイノベーションLab活用のご支援

What is Advantages?　JSUG アンバサダー 参加メリット

バサダープログラムの最大の価値です」（新田氏）

プログラムへの参加メリットとしては、SAP製品へのフィードバックやリクエストの機会が得られ

ること、活動を通じて企業自体がアピールできること、イノベーションに関わるSAPジャパンの知

見が活用できることなどがある。

「価値の創出プロセスまで共有するからには、SAPに対して言いたいことは言わせてもらうとい

うスタンスですが、これはJSUGの理念にも合致しています。また、IT活用の成果を投資家やス

テークホルダーに発信できる点でもメリットが大きく、JSUGの広報誌やブログなどを通して自

社の取り組みが発信できます。さらに、2019年にSAPが大手町に開設した共創イノベーション施

設 『SAP Leonardo Experience Center 

Tokyo』なども利用して新規ビジネスの検討も

可能です」（新田氏）

初代アンバサダーとして参加した企業は、コネクター業界大手のヒロセ電機株式会社、大手機械

要素部品メーカーのTHK株式会社、大手ハウスメーカーの大和ハウス工業株式会社に、新田氏が

所属する大手鉄鋼メーカーのJFEスチール株式会社を合わせた4社。プログラム発足に合わせて

声をかけた中から参加を表明したというユーザー企業が集まった。営業力強化に向けてCRM基

盤の強化に取り組んでいたヒロセ電機、人財の計画的育成を進めていたTHK、海外のガバナンス

強化を推進した大和ハウス工業、SAP S/4HANAへの移行を実現したJFE スチールと、ビジネス

課題や解決法は異なっており、さまざまな観点から議論が進められる環境が整った。

アンバサダープログラムは、メンバーを固定したものではなく、誰でもオープンに参加が可能なも

のだという。今後は効率的な調達、経費精算の自動化、調和の取れたサプライチェーン管理の実現

など、さまざまなビジネス課題を克服した企業が参加し、メンバーが多様化していくことで、さらに

プログラムの価値も高まっていく。2019年度の活動としては、4社が集まるオピニオンリーダー会

を7月に開催し、各社の悩みを本音で語り合いながら、情報を共有した。また、JSUG主催のイベン

ト「JSUG Focus 2019」において4社が事例を発表しているほか、海外視察プログラムへの参加

などが予定されている。

スタートしたばかりのアンバサダープログラ

ムだが、今後も各社に参加を呼びかけなが

ら、広い範囲で情報発信ができる環境を整

えていく計画だ。新田氏は「システムを導入

した直後の話だけでなく、継続的に運用を

続けていく中で直面した壁やその克服方法

を共有しながら価値を高めていきたい」と話

す。また、参加企業の若手を集めたオープン

イノベーションも検討中で、「Next Leaders 

Exchange」との連携も視野に入れている。

新たなエコシステムのあり方を模 索する

JSUGアンバサダープログラムにぜひ注目し

て欲しい。

さまざまなメンバーを集めプログラムの価値を高めていく
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変革のロードマップを自ら描き
世界に羽ばたいていきたい
JSUG常任理事
株式会社NYK Business Systems
バルク・エネルギー輸送システム部 部長

照木 麻子氏
560社を超える企業が参加するJSUGですが、多くのユーザー
企業は目の前のオペレーションに追われ、必要なイノベーションが
自らのテーマになりにくい現状があります。今回、より多くのメン
バーが変革の可能性を身近に感じることができる施設を開設して
いただけたことはありがたく思っています。今後日本のユーザー
企業が大きな変革を遂げ、世界に羽ばたいていけることを期待して
います。

バーチャル体験スペースを併設した世界初の施設
東京メトロ・大手町駅直結の「大手町ビル」9階に開設。デザインシンキング
を実施するための「ヒューマン・インタラクション・スペース」と、変革後の
姿が360度バーチャルで体験できる「デジタル・インタラクション・スペー
ス」の2つを備える。施設には資格検定を取得したデザインシンキング認定
アソシエイトも常駐する。

日本企業の性格と要望に合わせ
たイノベーション手法を提供する
SAP ジャパン株式会社
SAP Leonardo Experience Center 
Tokyo センター長

川中 健氏
世界で展開しているSAP Leonardo Experience Centerの中
でも、日本は定型化されたテンプレートではなく、お客様に応じ
た形でその都度イノベーションが起こしやすい仕組みをカスタマ
イズしながら提供していきます。ユーザー企業だけでなく、パート
ナー企業も含めて活用いただければと思います。施設に空きがあ
ればいつでも利用できるので、JSUGの部会やイベントなどでもお
使いください。

技術革新のスピードが加速し、プロダクトライフサイクルの短期化が進む現在、1社でイノベーションを成し遂げるのは難しい。
そこで重要になるのが、複数の企業が連携して新たな価値を生み出すオープンイノベーションだ。今回JSUGでは、企業同士が
共創して新たなデジタル変革を推進する場を開設し、デジタルエコシステム構想を打ち出すSAPジャパンの最新動向に迫った。

イノベーションの本山は 「大手町」にあり
共創を加速するデジタルエコシステム構想
SAP Leonardo Experience Center / SAP Labs Japan、Inspired.Lab

■ イノベーション施設紹介

特集⑧

■ ユーザー、パートナー、SAPの三者でデジタル変革を推進する
　 「SAP Leonardo Experience Center」
JSUG会員企業のデジタル変革を、一気に加速させる可能性を持つ施設が、2019年8月東京・大手町に誕生した。
それが「SAP Leonardo Experience Center Tokyo」である。デジタル変革とイノベーションを推進する共創施設として、世界で6番目に開設。
ここでは、顧客に場所、ツール、デザインシンキングの手法を提供し、革新的なビジネスアイデアの醸成を支援している。
日本でもデザインシンキングを採用している企業は増えているが、アイデア出しだけで終わっていることも多い。
SAP Leonardo Experience Centerでは、SAPの最新テクノロジーを活用してアイデアを実行に移し、失敗や改善を繰り返しながら
イノベーションを推進し、ユーザー企業のデジタル変革が成功できるように導いていくという。1人でも多くの会員に足を運んでもらいたい。
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SAPソリューションの開発と継
続的な改善、イノベーションの創
出に取り組むグローバル研究開
発組織

1週間のシリコンバレー研修と
事後のコミュニティ活動から成
る日本企業の次世代リーダーコ
ミュニティ

SAP
Labs Japan

新規ビジネスの創出を目的とし
た、企業の新規事業担当者＆ス
タートアップのビジネス・イノ
ベーション・スペース

変革を志す日本企業のリーダーと多様な
ステークホルダーを有機的に結合する、
日本最大級の変革者コミュニティ

顧客、パートナーと共にデジタ
ル変革、イノベーション推進を
実現するための共創イノベー
ション施設

SAP Leonardo 
Experience Center Tokyo

オープンなコミュニティでビジネスをつなぎイノベーションを創出
BINでは、日本型デジタル変革のフレームワークにより、協働イノベーションを加速させる取り組み
を日々行っております。（入会無償）

変革を志向するJSUG会員達が、SAPデジタルエコシステムに参画
世界にERPのエコシステムを作り上げたSAPは、日本型のデジタル変革に向けて、イノベーションのエコシステムを構想している。

すでにいくつかのプログラムが立ち上がり、変革を志向するJSUG会員達が活発な活動を開始している。

ご入会はこちらから▶︎

SAP Labs Japan
JSUGとしては個社で保有せずとも、こうしたイノベーションラボ施設やデジタル人材育成のプログラム、また中心
となるビジネスネットワークを活用する機会が身近にあることは、SAPユーザーとして大きなアドバンテージだ
と思います。
今回、SAP Labs Japanが日本に設置されたことは、業界やサプライチェーンという枠組みで課題解決に取り組む
機会となり、このソリューションが世界に飛び出していくことが日本の競争力向上にもつながるものと考えています。
JSUGではすでにいくつかの部会をSAP Leonardo Experience Centerで開催しています。
近い将来、JSUG部会からデザイン思考を用いたアイデアが、プロトタイプになり、アジャイルな改善を重ねて、
SAP Labs Japanと共創でグローバルスタンダードな課題解決ソリューションとして世界に展開されることを
目標に、積極的な参画を図りたいと思います。

Inspirerd.Lab
JXTG ホールディングス株式会社
未来事業推進部 事業推進1Gr

筒木 壮太氏
当社では既存事業にとらわれない新規事業創
出を目指し、アクセラレータープログラムや交
流会などを通じ、スタートアップ企業との交流
を深めています。

Inspirerd.Lab
トラスコ中山株式会社
マーケティング部 販売企画課
新ビジネス事業担当

上園 宏一氏
MROストッカーという、製造業向け“置き工具”
の新サービスの開発を行っています。ダイバーシ
ティ溢れる入居メンバーたちと熱く新規事業へ
挑戦中です！

Inspirerd.Lab
旭化成株式会社
MY Lab （山下昌哉研究室）
Innovation Architect

鈴木 翔氏
ここに入居しているさまざまな目的を持った社
外のメンバーとの情報交換を通じて自社が持っ
ているバイアスを崩し、新しい社会価値を提供
するビジネスを生み出します！

RELAY
株式会社JERA
経営企画本部 ICT戦略室 担当

千葉 剣之介氏
自社ないしは社会にイノベーションを起こそうと
している高いマインドセットを持った仲間と出会
え、本プログラムの域を越えたネットワークを築
けた。

RELAY
三菱地所株式会社
ＤＸ推進部 主事

春日 慶一氏
業界変革のヒントを得たくて、飛び込み参加しま
した。熱いダイバースな仲間との議論は得難い
体験です。新設部署に配属され、参加メンバーと
色々企み中！

ジャパンSAP ユーザーグループ 会長
トラスコ中山株式会社 取締役　
情報システム本部 本部長

数見 篤氏

SAPジャパンの
デジタルエコシステム構想
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日本企業は2025年の崖をどうすれ
ば乗り越えられるか？ “ERPの再定
義”から見えてきたデジタルトランス
フォーメーションのリアル

■ 「2025年の崖」を乗り越えるための座談会

JSUGでは2018年に日本企業のERPのあるべき姿を議論する「ニッポンのERP再定義委員会」
を立ち上げた。その成果は冊子「日本企業のためのERP導入の羅針盤 ～ニッポンのERPを再定
義する～」として発行され、多くの読者に高い評価をいただいている。経済産業省では、日本企業に
おけるデジタル経営改革を推進するための「DX（デジタルトランスフォーメーション）レポート」を
発表し、2019年7月には自己診断するための「DX推進指標」を発表している。これらの議論から、
ERPのデジタル化を含め、DXの推進に向けて日本企業が克服すべき課題がまだまだ多いという
ことがあらためて浮き彫りとなった。そこで各界から有識者に再度お集まりいただき、「2025年の
崖」を日本企業が乗り越えるための取り組みについて、さまざまな角度から議論することとした。

特集⑨
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鈴鹿氏: まずは、簡単に自己紹介をお願いし
ます。

土佐氏: 私は住友化学に入社して、計数部に
配属され、経理システム担当のSEを経て財務
部に異動し、その後、経営情報システムGに戻
りeビジネスやSAP ERPの導入プロジェクト
に参画しました。2015年秋に社内で 「IoT プ
ロジェクト」を立ち上げ、さまざまなPoCを実
施するとともに、SAP S/4HANAをデジタル
化の必須の基盤として位置付け、現在は住友
化学本体への導入プロジェクトを進めていま
す。本年度から始まった中期経営計画におい
てDXを本格的に展開していく方針を掲げ、そ
の１つの取り組みとして2019年4月には大規
模データ解析などを担当するデジタル革新部
を立ち上げました。

中江氏: 富士通入社後、製造業・流通業のお
客様を担当して、2002年から大規模なSAP 
ERPのデリバリーを複数経験、現在は富士通 
とSAPの強みを活かして、お客様に富士通な
らではの高い付加価値を提供するための戦
略を企画する仕事を担当しています。労働人
口が減少し、資源が少ない日本がグローバル
で戦うためにはテクノロジーを活用するしか
ありません。その目的達成に向けて、お客様
のERPとDXの相乗効果をどう創出するのか
を考えるのが私のミッションです。

神沢氏: SAPジャパンのデジタルコアクラウ
ド事業本部の本部長として、SAP S/4HANA
およびSAP S/4HANA Cloudのソリューショ
ンを担当しています。営業部門出身で、2010
年には食品、消費財、製薬を担当する営業部
長でした。リーマンショックの余波が残る当
時、高価なSAP ERPはIT部門からは目の敵
にされていました。そのため、2015年にSAP 
S/4HANAをリリースした時は、「今度こそ
ハッピーカスタマーになって欲しい」と願い、
ドイツ本社に日本企業の要望を伝えて、ロー
カル要件を標準機能として実装する活動もし
てきました。DXでも日本のお客様に価値を提
供したいと思っています。

寄藤氏: IDCジャパンの調査責任者として、最
近はDXをテーマに扱う機会が増えています。
10数年前の日本企業は、攻めの領域にITを使
う意識が少なかった。現在もCIOや情報システ
ム部長に話を聞いても 「IT部門の地位が低い」
という話を聞きます。状況は10数年前と変わら
ず、その間にアジア諸国を中心とした新興国に
追い上げ、追い越される状況まできています。
危機が迫っている今はチャンスでもあります。
私たちとしても日本におけるDXを支援し、市
場全体を盛り上げたいと思っています。

和泉氏: 経産省でDXレポートの執筆に携わ
りましたが、最初はレガシーシステムの刷新
がテーマでした。日本のIT業界の成長率は海
外と比べて圧倒的に低い。日本企業のために
は、変革し成長に資する政策に舵を切るべき
ではないか。そう考えてDXレポートを書きま
した。発表当初から、第2弾、第3弾の政策を
打ち出していく考えでした。その中で「DX推
進指標」を出すに至りました。

鈴鹿氏: 私は日本航空で整備本部にいた時
代、2004年から2008年までSAP導入のプ
ロジェクトマネージャーを務めました。その後、
2013年度からJSUG理事 、2015年度から
JSUG 会長 、2019年 6月 からはJSUGの

相談役を務めています。JSUGに関わるよう
になって、会員企業のIT部門の方から 「SAP
は金がかかる」と経営からよく言われると
こぼす声をよく聞きました。その結果、SAP 
S/4HANAに移行したいがメリットを経営に
説明できないといいます。しかしよく聞いてみ
ると、ERP自体が使いこなせていない企業が
多く、これは何とかしなければという危機感
から「日本企業のためのERP導入の羅針盤」
を発行しました。今回は一歩先のDXを見据え
て、日本の多くの企業の悩みを解決するため
に皆様の知見を活かしたいという思いから、
この座談会をセッティングしたわけです。DX
推進について議論するのに最もふさわしい場
所として、SAP Inspired Labをご提供いただ
いたSAPジャパンに感謝したいと思います。

鈴鹿氏: 最初に現状の課題認識から始めた
いと思います。DXレポートを発行し、DX推進
指標をまとめられた経産省の和泉さんから
DX研究会の議論も交えてご紹介ください。

和泉氏: 現行ビジネスの維持・運営 （ランザ
ビジネス）と、ビジネスの新しい施策展開 （バ
リューアップ）に分けた時、日本企業はIT予算
の8割がランザビジネスに使われている現実

があります。経営のスピード感が重要である
にもかかわらず、ITが足を引っ張っているのが
大きな問題です。

経験豊富な6人の有識者が
日本企業のDXを本気で考える

日本の課題は 「経営者の
リアリティ」
データの有効活用を意識する

「経営トップがディスラプターを意識したビジョンが
出せるか。IT部門はそれに資する存在になっているのか」

鈴鹿氏

和泉氏
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寄藤氏: 私たちが調査をすると「DXに取り組
んでいる」と回答する日本企業は確実に増え
ていますが、実際は「情報システム/基幹シス

テム」と「デジタル」の2つのITが生まれてい
る状況です。2つのITが進むとどうなるか。DX
を全社戦略テーマで実践している企業につい
て調査して全体の傾向と比べてみました。DX
の先進的な企業ほど、データの社内散在によ
る非有効活用が大きな課題として出てきま
す。まさにDXレポートにあったデータをいか

にうまく使うかということを、先進的な企業ほ
ど意識をしている現実があります。
次にDXを実践している企業に対して、「デジ
タルKPI」からみたデジタルと日々のビジネス
の違いを日本と海外で調査してみました。す
ると、日本企業はデジタルKPIを従業員の動
機付けで使う、投資家に公開するといった、
コミュニケーションツールとして位置付けて
いることが分かりました。一方、世界の傾向は
毎日または毎週の活動の管理や方向付けに
使う、業務レビューで使うなど、日々のビジネ
ス活動と結びついています。このことから分
かるのは、日本企業は経営者またはビジネス
リーダーの多くがDXをリアルに感じていな
いということです。ある講演で私は「DXは遠
きにありて思ふもの」と言いましたが、日本企
業はまだまだの状況です。
次に45ページの図をご覧ください。これはDX
に取り組む国内企業を、Digitally Determined 

（ビジネス戦略とデジタル戦略が長期的に

DX研究会の大きなテーマに「経営者のリア
リティ」がありました。2019年にもなると経
営トップはAIやIoTの大枠は理解しています。

「日経ビジネスは読んでいる、もっと新しい情
報を出して欲しい」と言われたらIT部門も通
り一遍の情報を出すのが精一杯でしょう。経
営トップが求めているのは、よりリアリティの
ある情報です。しかし、DXの先進事例を提示
したとしても、それを実行するかどうかは別
の話。経営トップがディスラプター（破壊者）
を意識したビジョンが出せるのか。IT部門は
それに資する存在になっているのか。現在、
政府の政策立案においてはどのようにリアリ
ティを感じてもらうかを議論しています。

鈴鹿氏: 変革の速さにシステムが追いついて
いない、経営者に危機感がないという議論は
これまでにもしてきました。次に寄藤さんから
IDCの調査結果を基に日本のITの課題を紹
介していただき、議論をしてみたいと思います。

寄藤氏
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一致している企業）とDigitally Distraught 
（一致していない企業）の2つのグループに分
け、調査したものです。前者の方が「人材な
ど幅広い目的でデジタルを活用していこうと
していることが分かります。つまり、データを
使って利益を得ることを重視しながらも、ビ
ジネスプロセスを変革していくことにも使お
うとしている傾向にあることが読み取れま
す。なお、この傾向は国内企業と世界の企業
を比較した際にも表れます。つまり、世界の企
業はより広い目的でDXを実践する傾向にあ
ることが判明しました。 

和泉氏: 日本と世界の違いがユニークです
ね。経営者のリアリティの観点だと、その差を
どう意識するかどうか。例えば、ID野球のよう
にデータを重視している野球チームと、気合
いと根性で乗り切る野球チームのどちらがい
いか。当たり前の指標を使うのが経営の基本
ですが、おみくじを引くようにデータをただ集
めればいいことがあるだろうから「とにかく
やってみろ」いう経営者がいたら大きな勘違
いだと思います。

鈴鹿氏: ほとんどの日本の経営者はデジタル
が日々の企業活動とは別モノで、遠いところ
にあるものだと思っているかもしれませんね。

神沢氏: それは歴史も証明しています。現在、
グローバルで存在感を発揮している企業は、
2000年代に経営者がTCOを半分に、生産
性を2倍に、変化のスピード対応を2倍にと大
きな声で指示を出し、その解としてERP のシ
ンプル化を導きました。そうした企業は1階 

（ERP）の土台ができて、現在は2階 （DX）に
取り組んでいます。ところが多くの日本企業
は、一部を除いてはサイロ型システムの延長
線上でDXに取り組まざるを得ない状況です。

土佐氏: 2015年秋に社内の役員研修会で
「IoT時代における業務革新およびワークス
タイル変革について」というプレゼンをしまし
た。当時は社内の事例は当然なく、社外のさ
まざまな事例を紹介したものの、これといっ
た反応は全くありませんでした。それはリアリ

ティがないから当たり前のことです。そこで、
自分のビジネスに近づけて考えてもらうた
め、PoCを実施して「自社事例」を作ることに
取り組みました。その際、いきなり新しいビジ
ネスモデルやイノベーションだといっても、簡
単にできるわけもなく上滑りするだけですの
で、まず、当社のDXは 「データを活用して仕事
を抜本的に良くすること」と定義しました。社
内でアクションを取る時も、過去の経験や直
観は否定しないが、少なくともそのベースに必
ずデータがあるようにしましょう、さらに「社
外とデータでつながる」「完全自動化して人が
関わらなくなった」など目で見て分かる程度
まで抜本的に仕事を変えましょう、業務改善
から地道にスタートすることで構わないが、
導入したシステムが自動的に蓄積したデータ
を活用することを忘れず実行しようというコ
ンセプトです。

中江氏: 富士通もお客様のDXを支援する立
場でビジネスを進めていますが、結局は PoC
の数をこなすものの、実現につながった事例

はそれほど多くありません。失敗の多くはテ
クノロジーを評価したり、それをどう使えるの
かを優先した結果、本来のPoCの目的をしっ
かりと定義できていなかったのではないかと
思います。ITはあくまでも目的を達 成する

外部の成功事例を集めても無駄
目的を持って自社のPoCを実施せよ

出典: IDC Directions Tokyo 2019「顧客のデジタル先進企業化をどう支援するか : Co innovationに向けた道」（2019年6月）

Digitally Determined
（n=63）

データの資本家、
収益化

28.625.415.915.912.7

13.839.139.1

54.0
51.7

業務の卓越性
(製造やサービス開発)

42.9
41.4

卓越した顧客体験
（エンゲージメント)

34.9
41.4

1.6

2.3

Digitally Distraught
（n=87）

Digitally Determined（n=63）

Digitally Determined企業*は、長期的なDXのビジョンに基づき、
既存業務の変革も含めた幅広い実施目的を有する

DXのロードマップを策定する計画はない
今後12ヵ月以内にDXのロードマップを策定する計画がある
今後12ヵ月から24ヵ月以内にDXのロードマップを策定する計画がある

*Digitally Determined企業： ビジネス戦略とデジタル戦略が長期的に一致している企業

■DXロードマップの有無

■DX目的/優先順位

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1.1

4.6

Digitally Distraught（n=87）

DXのロードマップは策定済みで、それを拡張する計画はない
DX向けとビジネス向けの二つのロードマップがある
DXのロードマップがあり、ビジネスのロードマップと一致している

(%) 業務の卓越性
(サプライチェーンや流通)

44.4
25.3

卓越した顧客体験
（製品やサービス)

44.4
24.1

人材の卓越性 36.5
10.3

土佐氏

中江氏
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道具 （手段）なので、目的がはっきりしない
ままPoCに着手するとたちまち混乱に陥り、
それが『PoC貧乏』につながっていきます。一
方で、PoCの結果を実ビジネスに展開してい
るお客様もいます。その企業はPoCの目的が
はっきりしていました。

和泉氏： 土佐さんのPoCの話も、中江さんの成
功企業の事例も、目的を明確にしているところ
が印象的でした。社内事例を積み重ねなければ
意味がないというのは説得力あるお話です。

鈴鹿氏: SAPから見ていかがですか。

神沢氏: ERPを通じてDXを見るケースがあ
りますが、私たちが感じている課題もほぼ同
じです。1つ目はリーダーシップです。SAPや

パートナーがいてもお客様が本当にやりたい
といって旗を振らない限り前に進みません。
社内の暗黙知を理解してリードする人材も必
要です。2つ目はチャレンジを許容することで
す。新しいことをする時、リソースもお金も使
わず、短時間で何らかの結果を得たいという
発想になりがちです。今までにないものを作
るのであれば、まずはリスクを恐れないこと
です。3つ目はグローバルを意識して、グロー

バルの事例やトレンドを視野に入れて推進し
ていくことが必要です。

鈴鹿氏: やはり根本にあるのは経営者のリア
リティのような気がします。DXに踏み込めな
い企業にリアリティをもって経営してもらうよ
うにするにはどうすればいいでしょう。

中江氏: DXを推進する際、多くのお客様は 
「変えるメリットとデメリット」についてよく調
査して議論されます。そこで、私たちがよく話
をしているのは「変えないメリットとデメリッ
ト」も考えましょうということです。変えるメ
リットとデメリットは、それぞれ具体的な考
察ができますが、変えないデメリットは目に
見えませんのでイメージしにくいのだと思い
ます。見えないものを見えるようにするアプ
ローチを取ると、多くのお客様は今何をすべ
きなのかを納得してくれます。

鈴鹿氏: 目の前にあるもの、メリットがあると
分かっていることを判断するのは誰にでもで
きることであって、経営判断でもなんでもあり
ません。目に見えない、将来起こるかもしれな
いものに対してイマジネーションを働かせて
判断ができるか。それが本当の経営者だと思
います。

土佐氏: 化学・素材産業の場合はかなり違っ
たアプロ―チになると思います。素材そのも
のをサービスに置き換えることは考えにく
いですし、ここにGAFA （Google、Amazon、
Facebook、Apple）が直接入ってくることも
想像がつきません。ただ、私どものお客様の
ビジネスが根本的に変わる可能性がありま
す。日本の製造メーカーに売っていたものを、
Googleに売ることになるかもしれません。
シェアリングが広がってお客様の売り上げが

減ると部材を売る私たちの売上げも当然減り
ます。このような間接的な影響の大きさはリ
アルに意識せざるを得ません。

鈴鹿氏: 神沢さんからも指摘があったよう
に、DXを牽引するリーダーやIT人材がいない
という問題に対して、企業はどう対処していく
べきでしょうか。

寄藤氏: 私どもが企業にDXの阻害要因は何
かと聞いてみると、一番多く出てくる答えが
リーダーシップです。トップが変わらないと
いけない部分もありますが、DXを現実化して
いくならミドルマネジメントの力が必要では
ないでしょうか。日本企業はもともとミドルマ
ネジメントが支えてきました。デジタルに関し
て、経営トップと若手社員の意識が、今ほどか
け離れている時代はありません。間をつなぐ
のはミドルマネジメントの役割で、部課長クラ
スが現場でどれだけリーダーシップを発揮で
きるかにかかっています。

神沢氏: かつてのERPも日本は経営トップが
リーダーシップを取って導入したわけではあ
りません。重視したのはミドルマネジメントを
中心としたチーミングでした。DXにおいても
チームとしてプロジェクトを進めていくこと
が大切です。

土佐氏: 人材の面では、業務とITを 「つなぐ」
ためにIT/業務どちらから寄るべきかという
議論が以前からありました。どちらも間違い
ではありませんが、必要とされることは圧倒
的多数の業務側の人材のIT武装だと思いま
す。ITはもはや昔のようにIT部門の独占物で

世代間のギャップを埋めるには
ミドルマネジメントの活躍が
不可欠

「目の前にあるものを決断するのは経営判断でもなんでも
ありません。目に見えない、将来起こるかもしれないことに
対してイマジネーションを働かせて判断できるか。
それが本当の経営者です」

DXのリアリティを感じたいなら
「変えないデメリット」を考えるべき

神沢氏
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失敗を恐れないで、まずチャレンジ
足元を固めて次のステップへ

経済産業省
商務情報政策局 情報産業課 
ソフトウェア産業企画官

和泉 憲明氏

IDC Japan 株式会社
リサーチバイスプレジデント

寄藤 幸治氏

SAP ジャパン株式会社
デジタルコアクラウド事業本部 
本部長

神沢 正氏

富士通株式会社
ERP ソリューション事業本部 
戦略企画統括部 統括部長

中江 功氏

日本航空株式会社
常勤監査役
JSUG相談役

鈴鹿 靖史氏 （司会）

住友化学株式会社
理事 IT 推進部

（兼）住友化学システムサービス株式会社
代表取締役社長

土佐 泰夫氏

出席者 左から （SAP Inspired Lab にて）

はありません。IT部門は先生役、動機付け役
として、業務側の人材がITツールを活用して
自らの業務をどう変えていくかを考える方向
に導かなければ、DXの次のステージにいくこ
とはできないと思います。

中江氏: 生まれた時からPCがあるミレニアル
世代が社会人になり、次にスマホネイティブな
世代が社会に出てきます。スマホ世代はもう
少し時間はありますが、日本はそこまで待っ
ていられません。彼らが企業に入るとテクノ
ロジーに対する考え方は大きく変わるはずで
す。しかし、彼らはビジネスも業務も知りませ
ん。彼らの常識、文化、才能とビジネスをつなぐ
リーダーシップは間違いなく必要です。

鈴鹿氏: 貴重なお話を聞くことができました。
最後に日本企業に対してエールをお願いします。

土佐氏: IT部門の人たちにとって、DXの大き
なうねりが来ている今は非常に面白い時代で
す。今までよりも経営に近づくことができ、自
分たちの仕事を経営に直接反映することがで

きます。新しい時代の最先端のテーマに携わ
れるチャンスですから、ぜひ前向きにチャレ
ジして欲しいと思います。

中江氏: DXの先に何があるかを考えた時、 富
士通は社会や世の中に好循環を与える提供者
になりたいと思っています。日本企業が元気に
なって好循環を生み、お客様の夢をかたちにす
るトランスフォーメーションを社会と世の中に
与えていく企業になりたいと考えています。

神沢氏: ERPを通じて企業のDXに貢献する
SAPの立場で考えると、2000年代にグローバ
ル企業が徹底した標準化に取り組んだ成功事
例を参考にして欲しいと思います。もう1つは

「インテリジェントエンタープライズ」です。イ
ンテリジェントエンタープライズの考え方が実
現されていくとERPそのものがAIを活用して
学び、自ら予測するインテリジェントなERPに
育っていきます。その世界が実現できていけば
シンプルなデータが集まり、そこからDXを支
援する基盤になっていきます。そのためにSAP
でも新しい機能を積極的に提供していきます。

寄藤氏: チャレンジの重要性を認識して欲し

いと思います。DXではいかに失敗するかが重
要と言われますが、さすがに失敗だけだと疲れ
てしまいます。失敗だけではなく小さくてもい
いので成功体験をうまく組み合わせてやって
いくことが必要です。そこから学びながら目的
を定め、最終段階につなげていってください。

和泉氏: イノベーションのパターンはほとんど
が既存の発明の足し算です。何もないところ
から発明の特許が生まれることはほとんどあ
りません。今回、足元というキーワードがあり
ましたが、データの活用と共有を通して足元
を固めていって欲しいと思います。

鈴鹿氏: 今回の議論で改めて感じたことは、
DXが特別なものでないということです。デー
タを使って日々のビジネスを回し、自らの強
みを活かしながら競争力を高めていくことが
DXであるということが伝わってきました。そ
のためには経営者だけでなく、ミドルマネジメ
ントや現場が一体となって頑張っていく必要
がある。総合力によって日本企業は2025年
だけでなく、2030年、2035年と輝いていけ
ると信じています。
本日はありがとうございました。
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あべのハルカスにオフィスを構える近鉄百
貨店の会議室に集まったメンバーは、ウー
マンズ Talk   の 代 表 者、オピニオンリー
ダーなども含めて22 名。部長職や事業 所
長を務める管理職から、入社数年の若手社
員までキャリアも多岐にわたりました。午
前中に行った自己紹介＆座談会では、1チー
ム7 ～8名に分かれ、3つのテーブルで「ダ
イバーシティの取り組み」をテーマに話し合い
ました。
IT企業や企業のIT部門は、圧倒的に女性が

少ない男性社会です。女性活躍の推進が叫
ばれ、働き方改革への取り組みが進んでい
るとはいえ、現場で 働く女性たちにとって
悩みは尽きないようです。座談会でも働き
方、待遇・処遇面、キャリア形成などに関す
る悩みが聞かれました。
分かりやすいものでは、「周りに相談でき
る人がいない」という意見。頼れる男性上
司は多いものの、本音で相談できるのはや
はり女性の先輩や上司。IT部門は女性の配
属自体が少ないというのがネックのようで
す。社内にロールモデルとなる人がいない
ため、将来像がイメージしづらいという声
も聞こえてきました。特に気になるのが、
結婚や出産後の働き方です。家事も育児も
完璧にこなし、会社でも仕事をバリバリこな
す完璧な先輩だと、見習うにはハードルが高
いようです。ごく普通の生活を送りながら、仕

事も無理なくこなしている先輩がいたらぜひ
参考にしたいという声がありました。働きやす
さに配慮した社内制度については、時短勤務
制度、在宅勤務制度を導入している企業も多
いようです。中には、配偶者が転勤になっても
近くの支店に転勤先が選べる「おしどり転勤
制度」を採用している会社もありました。
キャリア形成についても悩みは尽きません。
女性の管理職を増やそうとしている傾向は
どこの企業でも見られます。しかし、参加者の
1人からは「女性だからというだけで特別な
目線で見られやすい」という意見も出ました。

「管理職になった後のキャリアパスが描きにく
い」、「管理職自体になりたくない女性も多い」
という声もあり、現実的な壁があるようです。
管理職になってマネジメント業務にシフトす
るより、技術を極めて専門職として働きたいと
いう意見もありました。出世自体をステータス

女性活躍の推進が叫ばれる中
IT 業界で働く女性の本音とは？

女性だけのコミュニティ「ウーマンズ Talk  」。2018年の立ち上げ以来、東京を中心
に活動してきましたが、ついに関西支部を立ち上げました。2019年5月27日には第
1回目のウーマンズ Talk in大阪を、日本一高いビル「あべのハルカス」で開催。各社
の「ダイバーシティの取り組み」と題した座談会や、近鉄不動産様によるあべのハルカス
の紹介＆バックヤードツアーなどを実施しました。今後も大阪だけでなく名古屋などにも
拡大し、IT業界や企業のIT部門で働く女性たちのネットワークを全国に広げていきます。

プライベートや休日の使い方に
ついても活発な意見が

働き方、待遇・処遇面、キャリア形成
などをチームで議論

特集⑩
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と考える傾向が強い男性と比べて、女性は生
きがいややりがいを追求する考えが多いのも
特徴です。
管理する男性上司も、どうしていいか分から
ないのではないかという声も聞こえました。
女性と一緒に働くことに慣れていないため、
部下の年齢、結婚などにどこまで踏み込んで
いいか分からず、不安を抱いている。上司から

「どうしたいか言ってくれればやるのに」と言
われた参加者もいて、男性上司の受け身の姿
勢にも課題はあるようです。
プライベートや休日の使い方についても話
が及び、社会人向けの大学院に通って人脈や
ネットワークを広げている人や、コーチングス
クールに通って資格取得を目指している人な
ど、アクティブに人生を送っている参加者も
注目を集めました。
1時間足らずでしたが、キャリアや働き方に
関して多くの意見が飛び交った座談会。話
が尽きない中、延 長戦はランチに引き継が
れました。

ランチは大阪マリオット都ホテル19階のライ
ブキッチンCOOKAで、大阪の街並みを見下
ろしながらブッフェを堪能。午後は、近鉄不動
産株式会社 アセット事業本部 ハルカス運営
部 部長の西畑宏昭氏より、あべのハルカス誕
生の経緯やビルを支える最先端の技術を紹
介していただきました。さらに、近鉄グループ
の志摩観光ホテルが会場となった伊勢志摩
サミットの裏話、2025年の大阪万博で注目
を集める近鉄けいはんな線の建設秘話など
興味深いお話を伺いました。
その後、西畑氏の案内であべのハルカスの
バックヤードツアーを敢行。地下5階の機械
ルームで、排熱エネルギーの有効利用や、生
ゴミなどを使ったバイオガス発電の仕組みを
見学しました。撮影が許可されたエリアでは
スマホを取り出して写真に収める参加者も多

数。最後は最上階のハルカス300展望台を見
学してお開きです。その後、有志がビルの最
頂部を歩く断崖絶壁スリル体験アトラクショ
ン「エッジ・ザ・ハルカス」や、ハルカス300ヘ
リポートツアーに参加して1日を終えました。
短い時間ながら、女性会員同士の親睦が深ま
り、働き方の視野を広げることができたウー
マンズ Talk   。ぜひ皆さんの参加をお待ちし
ています!!!

バックヤードツアーや
ランチブッフェで

会員同士がコミュニケーション

大阪の新たなランドマーク「あべのハルカス」とは
近畿日本鉄道が大阪市阿倍野区に新設
した地上60階、地下5階の複合ビル。
阿部野橋ターミナルビル旧本館の跡地
に2010年より着工を開始して2014年
3月にオープン。高さ300mは2019年
時点で日本一。あべのハルカス近鉄本
店、あべのハルカス美 術 館、大阪マリ
オット都ホテル、展望台などが入居す
る。来場者は年間4,232万人（2018年）
で、インバウンド需要で増加傾向にある。
ビルは西風を受けない縦型で、3段階に
セットバックする立体構造を採用。屋上
には緑地空間を設け、周辺の公園施設

と協調して緑のネットワークを形成す
る。建物は、自然エネルギーを効率よく
利用する「ボイド（吹き抜け）」を設け、四
季と時刻に応じて屋外と緩やかにつな
ぐことで自然を感じさせる。
超高層建築として南海トラフ級の震度7ク
ラスの地震も想定して最新の耐震技術と
制震技術を利用して安全性を確保。環
境にも配慮し、百貨店の冷房で発生した
排熱エネルギーをホテルの給湯などに
利用しているほか、レストランの厨房から
出る生ゴミを使ってバイオガス発電を実
施している。

地上300mの屋上に
位置するヘリポートで
360°の絶景を満喫

伊勢志摩サミットの裏話ではオバマ
大統領（当時）のお弁当の目撃談も

地下5階の機械
ルームを探検する

ハルカスの耐震性能
を支える巨大な制振
振り子に興味津々 生ゴミを使ったバイオガス発電。

ちょっと臭いが・・・

あべのハルカス誕生の経緯を
近鉄不動産の西畑宏昭氏が紹介

大阪マリオット都ホテル19階のライブ
キッチンCOOKAでブッフェを堪能
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SAP S/4HANAへのマイグレーションが急増する「2025年問題」に向け、ITリソース不足が懸念されている。その解決策として期待が
集まるのがインド系サポーターの活用だ。JSUGでは2018年10月に国際派遣プログラムとしてインドのシリコンバレーと呼ばれるバン
ガロールを訪問し、SAP Indiaとインド系サポーターを視察した。2019年6月には、より多くのJSUG会員企業がインド系サポーターの
ケーパビリティーを実感できるよう、「JSUG India Day 2019」を開催。バンガロール訪問の成果報告とSAP India、サポーター4社に
よるセッションを実施した。

■ JSUG India Day 2019 イベントレポート

インド系サポーターに対する理解を深め
迫り来る「2025年問題」とITリソース不足に対応

SAPジャパンの半蔵門オフィスに約120名
のJSUG会員が集まった「JSUG India Day 
2019」。SAPジャパン株式会社 常務執行
役員 デジタルビジネスサービス事業本部長
工藤晶氏のあいさつに続き、JSUG前常任
理事 三井物産株式会社の植田勲氏がバン
ガロールへの国際派遣について報告した。
IT人材のリソース不足を解決する手段とし
ては、国内の人員を増やすことが考えられ
るが、国内での人材育成やスキルチェンジ
には限界がある。そこで潤沢なITリソース
を持ち、SAP に関する高い知見と豊富な経験

を持つインド企業の活用も考える必要がある
という仮説に基づき、JSUGはバンガロール
への国際派遣を決めた。
植田氏はインド企業を採用するメリットにつ
いて、「コスト」「品質」「スピード」「拡張性」の4
つを挙げる。特に大量の人材を採用し、短期
間で教育する仕組みが整っていることと、そ
のスピード感と人材がもたらす規模に対する
柔軟性は大きな魅力だという。
インドの大手IT企業は欧米との取引が約8割
で、残りの2 割がそれ以外であるため、各社は
ポテンシャルのある日本市場に大きな関心を
寄せており、日本企業の特色や企業文化に精
通している。一方、受け入れる日本企業の意識
レベルや対応能力はまだまだの面があり、期
待通りにビジネスが動いてないのが現実だ。
両者がWin-Winの関係を築くためにも「日本
企業側も言語や文化の違いを乗り越えるため
の努力が必要」と植田氏は指摘した。

続いて、SAP Solution Delivery Center（SAP 
SDC）の担当者が講演した。
SAP Indiaのラボは8,500名の研究者を擁

し、世界ではパロアルトに次ぐ大きな開発拠
点だ。顧客との契約領域を担い、各業種のリ
ファレンスを作成するSAP SDCは世界に17
あり、インドのSAP SDCは世界のラボと連携
しながらプロダクトの開発やソリューション
の提案を行っている。
日本においては完全なワークパッケージをデ
リバリーし、ブリッジチームが言語や文化の
課題を解決しながら、ニアショア、オフショア
でサービスを提供。日本におけるエンゲージ
メントは過去2年で58件、消費財、製造、サー
ビス、金融、エンジニアリングと主要業界をカ
バーしている。中でもSAP S/4HANAへの適
応を加速させており、プロジェクトは6,000
件以上、稼働している顧客数は3,000以上を
数える。ユーザーは移行プログラムに参加す
ることでさまざまなツールやオファーリング

日本企業は言語や文化の違いを
乗り越えるための努力が必要

オフショア専門部隊である
SAP SDCがSAP S/4HANAへの

移行を強力に支援
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の利用が可能になる。
SAP SDCではベストプラクティスのビジ
ネスプロセスやシナリオを組み込んだSAP 
Model Companyを提供している。これを採
用することで、SAP S/4HANAへの移行を一

気に加速させることが可能だ。
2018年からはイノベーションに着手してお
り、予算自動化ツールやコーディング自動化
ツールなどの開発に取り組んできた。今後も
IoT、機械学習、ビッグデータ＆アナリティク

ス、ブロックチェーンの技術を活用した次世
代のプラクティスをさまざまなポートフォリオ
や業種別ソリューションに展開し、日本企業
の要望に応えていく考えだ。

日本TCSは、インドを代表するタタ・グルー
プに属するITサービス大手であるタタ・コン
サルタンシー・サービシズ （TCS）と、三菱商
事の合弁企業として2014年に誕生。日本市
場に関する知見をベースに、国内外合わせて
8,000人以上のプロフェッショナルが日本企
業を支援している。
インドから日本企業を見た場合、チームとして
の成功を重視し、意思決定の合意に時間をか
ける。その他にも仕事のやり方自体が異なる
ことが多い。TCSはこうした日本企業の特性
を”ABCD”―A=Approach、B=Business、
C=Communication、D=Deliver―の4つの
視点からしっかりと理解して取り組んでいる。
具体的には、日本企業の特徴を踏まえた専
用のデリバリーモデルを日本とグローバルの
ハイブリッドな体制で提供している。またエ

ンジニアは同社の研修プログラム「光アカデ
ミー」で言語や文化を含めた日本のビジネス
慣習を学んでいる。
日本顧客向けSAPプロジェクトにおけるイン
ドリソース活用では、日本TCSは2016年4月
より段階的に取り組みを進化させている。当
初は海外向けSAPシステムのコーディング作
業のみであったが、現在は国内SAPシステム
の基本設計段階からの参画にまで拡大して
おり、これらプロジェクトの経験を通じ数々
の知見を得たという。例えばコミュニケーショ
ンの点では、インドでは上司の指示は絶対と
いう傾向が強いため、インド側上司に対して
直接働きかけることで指示の徹底を図ること
ができた。また変更管理については、商習慣
の違いについて理解を得ることで柔軟なプロ
ジェクト運営ができたという。

このように日本とインドの考え方や行動の違
いはそれぞれの異なる慣習・文化により生じ
るものも多く、この違いを理解した上でプロ
ジェクトを遂行することがカギとなる。
日本TCSは数多くのプロジェクトで得た経験
を活かしながら、TCSのインドリソースの活
用範囲を多角的に広げていく予定だ。

テックマヒンドラは、自動車や農業機器を中
心に22の事業を展開する財閥、マヒンドラ＆
マヒンドラグループのIT事業会社。グローバ
ルで90カ国をサポートし、提供ソリューショ
ンは、製造系、ビジネスプロセスサービス、
次世代エンタープライズソリューション、サイ
バーセキュリティー、AI、RPAなどのデジタル
ソリューションなど多岐にわたる。
日本では1995年から東京と名古屋で業務を

開始。オンサイトで300名の従業員を確保し、
うち約50％が日本人、90％が日英のバイリン
ガル。日本向けのオフショアでは1,800名以
上を擁し、自動車、製造、商社、製薬業に多く
の得意先を持つ。
SAP S/4HANAはグローバルで40以上の実
績があり、1,000以上のプロジェクトを実施
済みだ。アセスメントサービスは、ビジネスシナ
リオの有効化とSAP Fioriアプリケーション
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の対応レポートを皮切りに、独自分析ツー
ルとSAPツールの展開、関係者間のワーク
ショップ、SAP S/4HANA移 行へのロード
マップ作成の4ステップで実施する。
他社との差別化は、独自分析ツール「Tech M 
Epselon」の活用にある。ベストプラクティ

スを用いてプロセス上の差分を特定し、実装
コンポーネントの情報によって詳細なシス
テム構成を分析するというものだ。TechM 
Epselonによる調査終了後も、実現から展
開、実行までを一貫して支援する。
日本におけるSAP S/4HANA向けの戦略と

しては、2019年5月に三井情報（MKI）とパー
トナーシップを締結。両社で600名の人員を
確保して、共同で開発や導入プロジェクトを
進めていく。

SAP事業はグローバルで400社以上の顧客
を持ち、グローバルデリバリーセンターを世
界54カ国に70カ所以上設置している。SAP 
S/4HANAおよびSAP HANAの案件数は
全 部で90以 上、直近12カ月でも15件と急
ピッチで伸びている。
日本向けにはSAP S/4HANA専用のデリ
バリーモデル「APEX」を用意し、オープンイ
ノベーション、デジタル化、自動化、サービス
モデル化を支援。日本向けのデリバリーで
は、オンサイトでネイティブな日本語対応ス
キルを持ち、かつSAP S/4HANAのコンサ
ルティング能力を持つマネージャーをアサ
イン。オフショアではSAP S/4HANAのス
キルを持つコンサルタントやエンジニアをア
サインし、チーム体制で支援する。オフショ
アのエンジニアには並行して日本語の学習

機会を与え、日本向けのプロジェクトに対応
させる。これらのフレームワークをWiproで
は顧客、評価、適正スキル、ジャパンPMO、
品質、チーム、言語と文化の融合を組み合わ
せた「信頼フレームワーク」と定義し、「信頼」
によるグローバル化と利益性向上を顧客に
提供する。
SAP S/4HANA移 行 サービスで は、独自
のアセスメントツール群「Safe Passage」
を用いて各フェーズの標準プロセスを整理
する。テストサービスにも注力しており、大
量のテスト項目を整理しながらテストの要
不要を判断。テストが必要なものについては
ツールを使って自動化し、作業の軽減を図
る。テストエンジニアは全世界で2万8,000
名以上を確保し、テストサービスだけに特化
した案件は全体の55％以上。テストプラット

フォームは、SAPを含めて150以上のテクノ
ロジーをサポートし、エンドツーエンドで自
動化をサポートする。

インフォシスは、世界50カ国以上にサービ
スを提供するグローバルITリーダーだ。社員
数は20万人以上で、マイソールにあるキャ
ンパスは企業大学としては世界最大 規模
を誇る。インフォシス・ジャパンは1997年に
日本ブランチとして設立。日本常駐社員は
350名、オフショアを含めて約1,000名の
リソースを確保している。SAPビジネスで
は450以上の顧客にサービスを提供。SAP 
S/4HANAについても世界各地で新規導入
やマイグレーションを手がける。

インフォシスではグローバルのデリバリーモ
デルを日本向けにカスタマイズして提供。日
本に対しては、インドのデリバリーチームか
らクラス最高の人材を手配する。
インフォシス・ジャパンでも、適切な人材を
選抜してインドでトレーニングを実 施し、
OJTで実践的なスキルを磨いている。

46 Japan SAP User’s Group Information Magazine Vol.11



IT人材不足の中、どの企業も海 外リソースの
活用を検討している一方、どう対応してい
いか分からないのも事実です。こうした中、
JSUGがバンガロールへの国際派遣を企画
し、メンバーが自分の目で見てきたことは大
きな一歩。体験談が直接聞ける今回のイベン
トは、会員企業にとって意義のあるものでし
た。

セッションでは、インド系サポーター各社が日
本の文化を受け止め、理解しようと努力して
いることを改めて実感しました。日本企業も
その想いに応えるため、業務の標準化に努め
ることが重要であることを認識しました。
今後もJSUG会員に正しい選択をしていただ
くため、インド系サポーターの支援を受けな
がら、部会やフォーラムに展開していきます。

今回のイベントに参加してみて、どのサポー
ターも言語と文化のギャップを埋めるために
努力されていることが理解でき、有意義な一
日となりました。特に「CAN」の言葉1つとっ
ても、日本人とインド人とで受け止め方に違
いがあるという話は「なるほど」と納得しま
した。海外オフショアの成功は、日本の中で
グレーゾーンに近い形で対応してきたスコー

プ定義を、グローバル標準に合わせた形で
実施することがポイントになります。今回の
セッションを通して、日本企業はインド企業
との文化のギャップなどを踏まえてグローバ
ル標準の重要性が理解できたのではないで
しょうか。インド系サポーターの窓口として
弊社も皆様のお役に立てればと思っていま
す。

私自身も今後はインド系サポーターと仕事を
する機 会 が増えると思い、Next Leaders 
Exchangeの一員として国際派遣プログラム
に参加しました。その際は、日本側が国際基
準に合わせるべきという押し出しの強さを感
じていましたが、今回のセッションを聞いて
インド側も歩み寄りの姿勢を見せてくれてい
ることを実感しました。

今回のイベントで学んだことは、日本とインドで
は、仕事上も慣習や文化の違いがあることを認
識することが大切だということです。例えば、同
じ役割でも責任範囲が異なる場合もあり、日本
企業はまずそれを理解する必要があります。現
地に実際に赴き、実際にインド系サポーターの
SEが働いている現場を見てきた経験を、自社
のメンバーにも伝えていきたいと思います。

インド系サポーターの話をお聞きし、改めて
日本市場に合わせた支援を真摯に考えてい
ることが理解できました。セッションでは、
インドと日本の文化・慣習の違いを理解しな
がら、オフショアを前提としたオンサイトの開
発体制のあり方が印象的でした。
特に、SAP S/4HANAへのバージョンアップ
のすべての工程をオフショアに頼ることは難

しいということです。複雑な上流工程には日
本のリソースを投入し、ABAPプログラムやカ
スタムオブジェクトの変更など、単純化できる
ところはインドのリソースをフル活用すると
いった使い分けを考えていく必要があります。
サポーター企業によって得意不得意な領域も
あるので、そのあたりを見極めることも大切
になると感じました。

アフラック生命保険は2012年からインド系サ
ポーターのAMSを採用しているため、他のサ
ポーターの実態も知りたいと思い、国際派遣
プログラムにも社費で参加しました。経験す
る中で感じたのは、いくらインド側が歩み寄っ
てきても、日本側が頑なな姿勢のままでは成
功しないということです。どのようなサポー
ターが相手でも、互いのギャップを埋めるた
めの態勢や努力が必要です。その意味では日

本側にオペレーション拠点があったり、日本と
インドの両方の拠点にそれぞれの違いを理解
してリソースをコントロールできる人材がいた
りすることが重要だと思います。
インドも日本と同様、言語外のコミュニケー
ションが得意な国ですが、阿吽の呼吸という
わけではありません。相手にやって欲しいこ
とをいかに明確に伝えることができるかが、
成功のポイントになります。
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フォーラム3部会1、WG4部会9、WG2

産業領域

医薬品部会 総合商社部会

自動車部会 素材産業部会

電力部会 食品部会

運輸部会

機能領域 テクニカル領域 地域フォーラム

西日本フォーラム

中部フォーラム

北陸フォーラム

部会7

戦略プログラム3

Next Leaders Exchange

JSUGアンバサダープログラム

人事部会

人事
機能要求分科会

設備保全部会 Global 
Implementation部会

経営管理部会 データ活用部会

Ariba部会 EHS部会

SAP Business One
ユーザー部会

S/4HANA
クラウド部会

タレントマネジメ
ント分科会

テクニカル部会

SAP Cloud
Platform WG

S/4HANAWG

Solution 
Manager 研究WG

関西分科会

Diversity Program

ウーマンズTalk

JSUGの中でも熱量が高く、活動の醍醐味を味わえるのが部会。年々領域を広げて、現在WG、分科会も含めて29。ここで得
た、「アイデア」「気づき」「刺激」をそれぞれの職場に持ち帰って、仕事のモチベーションに変えられるのも魅力の1つ。今回は、

「データ活用部会」「SAP S/4HANAクラウド部会」「総合商社部会」「自動車部会」の4つの部会にフォーカスし、日々の活動
内容や注力ポイントを紹介する。

データ活用部会

総合商社部会

SAP S/4HANAクラウド部会

自動車部会

ここで紹介した4部会含め、現在WG、分科会も含めて29の会合が活動しています。

特集 12

JSUGの部会活動紹介
領域の広がりとともに活動内容も充実！
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データ活用部会

データ活用部会は昨年度までの部会名を「BI部会」から「データ活用
部会」に改め、SAP－ERPを中心としたデータ活用を推進している、ま
たは検討されているJSUGメンバー会員が、情報交換や課題を共有し
ディスカッションできる場を目指して活動しております。また今年度より
SAPパートナーにも参加いただけるオープンな部会です。
先日は東京の会場にSAP Leonardo Experience Center Tokyoをお
借りして、業種や業態が異なる19社に参加いただきました。具体的な取
り組み事例や課題の紹介があり、大変参考になったと感じております。
またほかでは聞くことができない情報を得られるのもユーザー会なら
ではですし、SAPサポーターより最新の情報を得られるのも魅力です。

皆様のご参加を
お待ちしており
ます。

「BIツールも包含したデータ活用について業種を
超えて情報交換しましょう」

SAP S/4HANAクラウド部会

SAP S/4HANAクラウド （MTE）は、海外を含めた各拠点の会計基盤
システムをスピーディーに展開できる仕組みとして有効であると考えて
います。ですが、サービスとしてはまだ新しく、ERPに比べて標準機能が
十分でないのが実状です。SAP社の開発側としてもユーザーの声を吸
い上げて機能拡張していく方針であり、当部会では「日本企業」として
の要望をまとめてドイツ本社へ届け、機能拡張を図り、より使いやすい、
より導入しやすいシステムへと進化させていくことを狙いとしています。
また各社の情報交換やSAP社からの最新情報も積極的に収集できる
場を作っていきたいと考えています。 SAP S/4HANAクラウドをすで
に導入されている方、これから導入を検討されている方、単に情報を収

集したい方、ぜひ
皆さんのご参加
をお待ちしてお
ります。

「SAP S/4HANAクラウドの活用・展開を促進」

総合商社部会

総合商社部会では、主に2025年のSAP Business Suiteの保守期限
到来に伴うSAP S/4HANAへの移行や新しい機能（AI、RPA など）の
活用について、各社の取り組み状況や業界特有の課題を共有し、議論
を行っています。本年度1回目の部会では、他業種のSAP S/4HANA導
入の先進事例をご紹介いただき、多様な事業を展開するグローバル企
業ならではの課題について議論しました。また、もう一歩進めて、AIや
RPA といった新しいデジタル技術の活用についても議論を始めていま
す。JSUGは、ほかのユーザー企業やSAP社の方々と意見交換や交流が

できる貴重な場
であり、今後も有
意義な活動がで
きるよう、部会メ
ンバーと協力し
ながら活動して
参ります。

SAP S/4HANA活用に向け業界の課題を議論

自動車部会

自動車部会は、自動車および自動車部品メーカー7社の情報システム部
門を中心としたメンバーが参加しており、今年はSAPに関連する業界固
有課題の共有・SAP社へのフィードバック、相互の事例紹介などを行っ
てきました。今後は、自動車業界を取り巻く環境変化や各企業の課題の
多様化を背景に、他部会と業界横断での交流・情報交換、JSUGサポー
ター企業からの最新技術動向・事例紹介などを実施し、広く課題解決
に向けた意見交換、活動の活性化を図っていく予定です。また、新規に
SAPを導入・検討している企業にも参加をしていただき、各社のノウハ

ウや経験の共有
を行いたいと考
えていますので、
ぜひお気軽にご
参加ください。

業界変化に合わせた幅広い意見交換の場

助川 真美氏 福嶌 健氏

福山 恵大氏 金山 昌弘氏

森永ビジネスパートナー株式会社　
ITグループ

大和ハウス工業株式会社
情報システム部・次長

双日株式会社
ERP刷新推進室 室長

いすゞ自動車株式会社 
システム企画部 グローバルアプリケーショングループ 
グループリーダー
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橋本 江津子氏
①あなたのおかげで今の私がいる
②テルモ株式会社 調達部 課長代理　

③Ariba部会　　　　　　　　　　　　 
④東京都だよ　　　　　　　　　　　　　
⑤天使と悪魔、インフェルノ
⑥Celine Dion

⑦最近、出汁を取って料理をしています。レシピ本を参考に、和食だけでなく中華
や洋食に使うなど、“うまみ”を楽しんでいます。お勧めは和出汁で作るミルクリ
ゾットです!

永野 義昭氏
①随処作主　立処皆真！
②総合メディカル株式会社 経営戦略本部
　経営戦略部 部長
③西日本フォーラム　　　　　　　　 
④宮崎県、高千穂じゃが！　　　　　　
⑤経営の教科書（新 将命）
⑥Sting、Don Henley(Eagles)

⑦趣味は車のドライブとメンテナンス。古いＢＭＷが好き。今は740 （F01）に
乗っています。変な改造はせずに、できるだけ純正のまま綺麗に長く乗りたいです
ね。目指せ！ 20万Km！

佐藤 日出夫氏
①千里の道も一歩から
②住友化学株式会社 レスポンシブル ケア部 主席

③EHS部会　　　　　　　　　　　
④埼玉県です
⑤逆説の日本史
⑥クラッシック（バッハのバイオリン曲）

⑦東京都の庭園を歩くことです。運動不足解消を兼ねて東京都の庭園の四季を
写真に収めています。写真のために何度か通い、時期・時間帯・撮影場所を探すの
も楽しい作業です。

川井 幹郎氏
①チャレンジして失敗を恐れるよりも、
　何もしないことを恐れろ
②大塚製薬株式会社 IT推進室 課長　
③医薬品部会　　　　　　　　　　　
④大分県佐伯市出身、神奈川県横浜市育ちじゃん！
⑤最近はNHKラジオ英語のテキストを愛読中！
⑥メロコア邦楽バンドたくさん!!（ハイスタとか）

⑦No Music No Life！ 若者に交じって来月ライブ2本行ってきます、No 
Mosh No Diveで怪我しないように楽しんできます。やめよう迷惑行為!! 趣味
が合いそうな方、ぜひご連絡ください。一緒に楽しみましょう！！

岩田 誠氏
①我が生涯に一片の悔いなし
②森永ビジネスパートナー株式会社
　ITグループ　
③食品部会　　　　　　　　　　　　　 
④宮崎県 日南やが　　　　　　　　　　　
⑤和田 竜
⑥サザンオールスターズ　　　

⑦ジョギング。トレーニングやダイエットではなく、デトックスに近いストレス発
散が目的です。特技は三冠王（高コレステロール、高中性脂肪、高尿酸値）です。

石本 信也氏
①善く生きる
②株式会社神戸製鋼所 エンジニアリング事業部門 
　企画管理部 
③経営管理部会　
④うどん県。 それだけじゃない香川県　
⑤鬼平犯科帳
⑥LSD　

⑦機械式腕時計を自分好みにMODすることにハマってます。分解して世界のあ
ちこちから部品を取り寄せ再び組み上げる。アナログに惹かれるのは仕事でデジ
タルにハマっているからでしょうか。

名鑑の見方
① モットー/ 好きな言葉/ 座右の銘 ③ JSUGの所属グループ ⑤ 愛読書 ⑦ 趣味、得意なこと、はまっていること
② 会社部署名 ④ 出身地 （方言で） ⑥ 好きな音楽

JSUG人物名鑑

陰になり日向になりJSUGを支える次世代リーダーの素顔を紹介。モットーや出身地、趣味などを知れば身近に感じることがで
きるはず。部活動やイベントで見かけたら話しかけてみてはいかがでしょう。

JSUG明日のリーダーたち

特集 13
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会員事例

グループの売上のほとんどは国内で、海外の
売上は全体の7％以下しかありません。10兆
円企業を目指すためには海外事業を伸ばす
必要があり、管理業務に追われるのではなく
しっかりとビジネスを行うためには、バックオ
フィスの業務をシステムでカバーし、ビジネス
にリソースを投入できる体制を整える必要が
あります。海外に会社を設立したその日から
会計システムが稼動し、ガバナンスを効かせ
ることが重要でした」。（福嶌氏）
しかし、200社を超えてなお拡大を続ける海
外グループ会社に、現在のSAP ECC6.0をそ
のまま展開するのには無理があり、時間やコ
ストもかかってしまう。そこで、迅速な現場サ
ポートとグローバルガバナンスの両立のため
採用したのがSAP S/4HANA Cloudだ。「ク
ラウドであれば、サーバーの調達や構築など
の手間がなく、ネットワークさえつながれば
業務を行うことができ、俊敏さとアジリティの
メリットを活かすことができます。クラウドは
作り込めなくて使いにくいという印象もあり
ますが、作り込めないからこそ、どこでも同じ
仕組みを使って標準化でき、教育も最低限に
抑えることができて、監査プロセスも共通化
できると考えました。また、AIなどの最新のソ
リューションや機能が将来的に提供されると
いう期待も持つことができます」と福嶌氏は
語る。

大和ハウス工業では、国内のSAP S/4HANA 
Cloud導入実績が極めて少なかった2017年
10～12月に無償のデモ環境でPoCを実施し
ていった。しかし、デモ環境ではできることが
限られ、初期設定も十分とは言えなかったた
め、Q-system （検証環境）を用意して2018
年1～4月に2回目のPoCを実施することに
なった。「業務に合わせてシステムを変える
のではなく、システムが動くように業務を変
える必要があったため、標準的なグローバル
テンプレートを構築していきました。しかし、
バージョンアップの検証ができない、重要課
題の解決ができないなどのさまざまな問題
が発生し、グローバルテンプレートの構築に
は非常に苦労しました」と福嶌氏は当時を振
り返る。
大和ハウス工業は、最初のターゲットとし
てマレーシアのグル ープ会 社3社にSAP 
S/4HANA Cloudを導入していった。マレー
シアが選ばれた理由は、会社の規模が試験
的に稼動させるのに適していたことや、現地
で雇ったスタッフがSAPに精通していたこと
だと福嶌氏は説明する。標準機能を活用し、
アドオンや追加開発などは一切実施せず、な
るべくBest Practicesテンプレートを使っ

大阪市に本社を置き、国内156社と海外231
社を合わせてグループ387社 （2019年3月現
在）を有す大和ハウス工業は、住宅分野 （戸
建・賃貸住宅・マンション）だけでなく、病院・
商業施設・物流施設の建設やエネルギー関
連、ホテル・高齢者福祉関連事業など総合住
宅産業として多角的に事業を展開し、積極的
なM＆Aを行って事業規模を拡大してきた。
2012年には、レガシーの会計システムをSAP 
ERPへ移行。大和ハウスグループのコアとな
るシステムとして「DG-CORE」と名付けられ、
現在は国内の会計領域で総売上高の80%
強、人事領域で全従業員数の70%強をSAP 
ERPでカバーしている。

「3年ごとに1兆円規模で売上を伸ばしてきた
我々は、創業100周年に売上高10兆円の企
業群となる夢を創業者から託されており、そ
の夢に向かって進んでいます」と話す大和ハ
ウス工業株式会社 情報システム部 次長の
福嶌健氏は、そのためには海外展開が重要と
なってくると説明する。「米国、中国、豪州、東
南アジアにグループ会社を広げていますが、

2層型ERPで会計システムをグローバルに迅速導入し、
海外展開の加速化に対応する

国内の住宅総合メーカーとして着実に業績を伸ばし続けている大和ハウス工業株式会社では、さらなる成長と業績向上を目指
してグローバル展開を強く推し進めている。本社や国内グループ会社でSAP ECC6.0を利用している同社では、海外グループ
会社の会計システムとしてSAP S/4HANA Cloudを採用。2層型ERPで海外グループ会社のシステム展開を迅速に行い、本
社のガバナンスを効かせながら、迅速な意思決定ができる体制を整えている。

国内では2012年からSAP 
ECC6.0を活用

グローバルテンプレートで
マレーシアの3社に導入

大和ハウス工業株式会社

海外グループ会社にSAP 
S/4HANA Cloud を展開
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て会計システムだけを入れることに集中した
最初の導入は、驚くほどスムーズに行うこと
ができたという。「グローバルテンプレート構
築に苦労したため、不安はありましたが、設定
作業を行うだけでスムーズに導入することが
できました。設定作業自体は約2カ月で、残り
の1カ月はデータや機種のセットアップ、エンド
ユーザー教育などを実施しています」（福嶌氏）

続いて大和ハウス工業は、インドネシアのグ
ループ会社4社にSAP S/4HANA Cloudを
展開していく。「インドネシアの取引が拡大し
ていましたが、会計システムが脆弱で、いち早
く新しいシステムを導入しなければならない
状況でした。マレーシアでスムーズな導入が
できたため、今回はその展開手順を確固たる
ものとするために作業を進め、グローバルテ
ンプレートを用いた標準展開3カ月を実現す
ることができました」と福嶌氏は話す。
大和ハウス工業がスムーズな導入を実現で
きたのは、導入実績が少なかったPoCのこ
ろよりも、バージョンアップによってさまざ
まな解決が行われてきたことも要因の1つ
であると考えられる。「導入を通じて、Fit to 
Standard の難しさや、3カ月ごとのバージョ
ンアップ対応などさまざまな知見を得ること
ができました。環境構築をSAPに任せている
間に、我々がしっかりとテンプレートを作るな
どの必要な作業を進めていくことも重要です
ね。最近のITシステムはアジャイル化が進み、
おおよその機能が満たせるのであれば、市場
に投入したほうがよいという考え方で作られ
ています。それは悪いことではなく、市場から
返ってくるフィードバックによってよりよい製

品になり、無駄がないぶん開発コストが抑え
られ、その恩恵はエンドユーザーである我々
にメリットとして返ってくるはずです。年4回
のバージョンアップも、有無をいわさずやって
くるものではなく、新たな機能が提供される
ものとして楽しみにするくらいがよいのだと
感じました」（福嶌氏）

今後、大和ハウス工業では、中国やオーストラ
リアにSAP S/4HANA Cloudを展開するこ
とを計画している。また、本社および国内の
グループ会社で使っているSAP ECC6.0を
SAP S/4HANAに移行することも視野に入
れており、国内と海外で2層のERPで連携し
ていくことを考えているのだという。「同じ仕
組みによって会計などの数字を扱うことがで
きれば、海外のグループ会社と本社の基幹情
報を統合管理し、ガバナンスを効かせること
ができると考えています」と話す福嶌氏は、将
来的にはリージョンごとにグローバルのシェ
アードサービスセンターを置き、会計をはじめ
とする間接業務を集約すれば、少ないリソー
スで広いエリアをカバーすることができるの

ではないかと語る。「シェアードサービスセン
ターに専門家を配置してCoE （Center of 
Excellence）とすれば、横断的に海外の情報
を共有することができるようになります。この
ような正確な情報を基に、本社で意思決定を
迅速化していければ、海外でも順調に売り上
げを伸ばすことが可能となり、2055年に10
兆円企業となるという夢も現実味を増してく
ると期待していますね」
大和ハウス工業が他に先駆けて実現する「2
層型ERP」は、グローバル経営を加速しよう
としている企業にとって、非常に参考となる事
例となっている。大和ハウス工業は、今後も、
創業者で相談役でもあった故石橋信夫氏の
“スピードは最大のサービス”という教えのも
と、スピード感のある経営やITシステム導入
を推し進め、さらなる成長を遂げていこうとし
ている。

大和ハウス工業株式会社
本社: 	 大阪市北区梅田3丁目3番5号
創業: 	 1955年4月5日 （設立1947年3月4日）
資本金: 	 1,616億9,920万1,496円
従業員数: 	 16,670名 (2019年4月1日現在）
事業概要: 	 建築事業、都市開発事業、海外不動産開発事業、
	 環境エネルギー事業、医療・介護ロボットの販売など
ホームページ:	 https://www.daiwahouse.com

S/4HANA BestPracticeの
業務運用フローを評価（14の
シナリオをチョイス）し、標準
装備で業務運用、ガバナンスを
効かせることが可能かを判断
する

S/4HANA PublicCloudの
導入方法（環境有効化、パラメ
タ設定）を確認し、導入で必要
となるタスク、工数を把握する

S/4HANA Cloudについて、“業務運用”と
“導入方法”の2点の観点からPoCを実施

業務運用 導入方法

大和ハウス工業株式会社
情報システム部

次長

福嶌 健氏

インドネシア4社にも
スムーズに導入

シェアードサービスセンターを
設立してCoE を進める
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職務配置を行い、定期的に評価/処遇し、その
人財レビューを経営陣で行う。
このサイクルを継続し、問題があれば修正。

「グローバルに人財を可視化し、全社で計
画的に人財を育成する」ことを掲げ、SAP 
SuccessFactorsのプラットフォームを採用
した。

THKでは人財情報を可視化し、その情報を軸
に評価管理、後継者管理を行うことにフォー
カスした。例えば、後継者計画とHi-Pot （高
いポテンシャルを持つ人財）育成の仕組みに
限定した人財マネージメントに機能を絞り込
む一方、トランザクションシステムとしての使
用、人事評価制度のグローバル化は見送って
いる。グローバルポジション評価は、後継者
を育成しなければいけない上位層の人財管
理に限 定。ただし、SAP SuccessFactors
標準のHRアナリティクスレポートの活用、欧
州のGDPRなどデータセキュリティ法制への
対応は行っている。
なおクラウドシステムの利用にはサブスクリ
プション料金が発生するため、短期間でのグ
ローバルビッグバン導入を目指した。例えば
英語のコミュニケーションを円滑化できるよ
う米国現地法人の社員をプロジェクトに加

えている。また経営陣とも協議し、あえてシェ
アードサービス化やBPOなどのコスト削減ア
プローチは追及しなかった。
THKはまず各拠点が使っているシステム、
人財マネージメントを調査した上でソリュー
ションパートナーを決定。ビッグバン導入に
注力した2017年のフェーズ1では、社員情報の
データベース （Employee Central）構築、各
拠点の人事情報システムとのインターフェース
連携などを約10カ月で進め、本稼動に漕ぎ
着けた。
2018年のフェーズ2は、タレントマネージメント
のモジュール（Performance Management、
Succession Planning、Career Development 
Planning）構築を行い、10カ月ほどで本稼動。
以降は各拠点に対する人財マネージメントの 

「布教活動」に相当な労力を注いだという。

最も手間とコストを要したのが、データセキュ
リティへの対応だ。欧州にある各拠点とは必
ずSCC （GDPR準拠に必要な標準契約条項）
を締結したほか、監督官庁への届け出に数
カ月かかることもあった。欧州以外の国とは
DPA （データ処理合意書）を結ぶなど、本社
と拠点間 （30拠点ほど）でSCCとDPAを締
結した。
THKは個人情報保護案件に強い在欧の法律

THKは工作機械、半導体製造装置などに使
われる機械要素部品を製造する産業機器事
業、自動車のサスペンション関係の部品を製
造する輸送機器事業の2つの領域を展開。
1990 ～2000年代からグローバル展開を
加速し、現在では売上も人員数も海外の割
合が多くなっている。それでも、THKはあくま
で「グローバルに拠点を持っている日本の会
社」であると、同社の執行役員で経営戦略統
括本部 副本部長の星野恭敏氏は語る。
2016年ごろの同社は、事業がグローバル化
しても人財マネージメントが日本型から抜け
出せていないという課題に直面していた。輸
送機器事業の大半が2度のM&Aで成長した
当時、海外拠点の責任者の多くは日本からの
出向者が占めていた。さらに、海外拠点の人
財マネージメントに日本の人事部は関与して
いなかった。また、人事システムも拠点主導で
導入されてきたため本社や拠点間は連携さ
れていない状態だった。
そこで取り組んだのが、人財マネージメントサ
イクルの仕組み化とルーティン化だ。人を外
部から採用または内部で発掘して、その人財
をアセスメントする。さらに、適切な教育研修
を施し、現場で育てていく。育成計画のとおり

グローバルに拡大する事業ニーズに
最適な人財情報の可視化と育成に
SAP SuccessFactorsを活用
事業拠点の拡大やM&Aでビジネスのグローバル化を進めるとともに日本企業が直面する大きな課題の1つが、グローバルを
含めて活躍できる人財の育成や管理だ。直動案内部品 「LMガイド」のパイオニアとして世界シェア5割超を誇る機械要素部品
メーカーのTHK 株式会社は、SAP SuccessFactorsを導入し、人財の発掘・採用から教育、維持までグローバル人財マネー
ジメント戦略に活用している。

タレントマネージメントに
向けて取り組む内容を絞り込み

THK 株式会社

厳密なデータセキュリティ対応

グローバル化に伴う
人財マネージメントの課題
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事務所と契約し、GDPR施行前（欧州委員会
指令の時代）からの要件に対応。併せて、全世
界の拠点責任者と人事部門に各国のルール
を調べてもらうなど、各国の該当法規の調査
も独自に進めた。
タレントマネージメントにおける機密情報の
扱いには、非常に気を使ったと星野氏は振り
返る。例えば、日本では公開OK、米国ではNG
という項目もある。SAP SuccessFactors
では、共有されるデータの種類（誰がどの情
報にアクセス、編集できるか）を細かく決めて
いくことになる（Roll-based permission）。
例えば、性別、国籍、生年月日は、本人と人事
以外の人には見えないように設定する。労組

対応など国ごとに要件が異なるため、諸問題
を解決しながら導入を進めていった。

製造業であるTHKには、工場で働く技能員
が多数所属している。これまで技能員のスキ
ル管理は、各拠点でそれぞれ評価しており、
データは共有されていなかった。そこで、製
造技能員のスキル管理データベースをSAP 
SuccessFactors内に構築。工場ごとに異
なっていた技能員スキルの定義や評価基準
を統一し、マスターデータを従業員プロファ
イル （Employee Central）で 管 理。スキル

や公的資格の管理には、通常は組織図で使
うCompany Structureの機能を転用し、ス
キルマスターとして利用している。
これにより国内6工場3,000名超の保有スキ
ル、技能習熟度、公的資格などの一元管理を
実現し、半年ごとにアップデートして多能工化
を進めている。また、レポート機能により、い
ろいろな切り口からのモニター/分析も実施。
タレントサーチ機能を使い「ほかの工場にこ
れができる人はいるか？」と、事業ニーズに応
じた人財を探すこともできるようになった。
今後は多言語化や評価制度への活用も考え
ているという。

人財マネージメントを行うにあたって、経営
トップのコミットメントやサポート、権限委譲
はもちろん大きな意味を持つ。また、実現した
い人財管理プロセスの明確なイメージ、やる
こと/やらないことの線引きは、クラウドを活
用する上では特に重要だ。さらに導入パート
ナーにグローバル人財マネージメントのノウ
ハウが不足している場合もあるため、大手人
事コンサルティングファームの協力を得るな
ど管理項目や機能要件を詳細に詰めておく
必要もある。
グローバルプロジェクトの経験豊富な導入
パートナーと組むか、グローバルコミュニケー
ションができる人財を社内で確保することも
重要だ。「人事システムの知識がある内部人財
の確保と、情報システム部門の協力は欠かせ
ません。さらにデータセキュリティなどの重要
事項には、外部の専門リソースを使うことも
検討するべきです」と星野氏は語っている。

THK 株式会社
本社: 	 東京都港区芝浦2-12-10
創業: 	 1971年4月
資本金: 	 346 億600 万円（2018 年12 月31日現在）
従業員数: 	 連結会社合計 13,478 名（2018 年12 月31日現在）
事業概要: 	 産業機器、輸送機器の開発・製造・販売
ホームページ:	 https://thk.com/

製造技能員の
生産スキル管理にも活用

人事

経営層

本人

上長

全従業員

データセキュリティ要件への対応

【従業員プロファイルを閲覧したときに見える項目】

組織内の役割・権限に応じ、誰がどの情報にアクセスできるか厳密に制御

給与情報（集計値のみ）、原価センター、直間区分、採用区分、人財情報

姓名、業務連絡先、職務、上長、
所属組織、事務所、顔写真(任意）

学歴
言語能力
入社日
職務経験
原籍

雇用形態

性別、国籍、生年月日

THK 株式会社
執行役員 

経営戦略統括本部 副本部長

星野 恭敏氏

SAP SuccessFactorsの
導入ポイント
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キーワードを聞きますが、BtoBの世界で通
用するのかという素朴な疑問が浮かんだこと
がきっかけです」と語る。

ところが検討した2016年当時はBtoBでの
先行事例が少なかった。そこで、市場の感触
を得るためにインターネットを使ってさまざ
まな業種の設計担当者400名に対して、有力
な情報の取得源と製品発注に対するアンケー
ト調査を実施した。その結果、有力な設計者
が情報源として捉えているのは、営業担当
者、社内情報、部品メーカーのWebサイトの3
つが多く、設計プロセスに応じて使い分けて
いること、初動時は過去の取引実績を重視し
ていることが確認できた。

「導き出された答えは、ヒロセ電機の製品を
利用したことがある設計担当者を探し出し、
彼らとの“つながり”を持続するための統合的
な顧客管理基盤が必要であるということでし
た」（鎌形氏）
次のステップではヒロセ電機のWebサイトを
大幅にリニューアルし、大量の情報を意図的
に提供することで、ユーザーの反応を測定し
た。その結果からは、提供情報の改善によっ
てアクセス数が急増すること、海外市場への
情報提供を強化することでさらなる伸び代

が期待できること、ヒロセ電機のブランド名
ではなく製品情報をダイレクトに探せること
が有効であるこという示唆を得た。
加えて、マーケティングオートメーションツー
ルを導入し、顧客へのメール配信を実 施。
Webの閲覧状況を踏まえて、ホットリードを
営業に提供したところ、想定以上の反響があ
ることが分かった。さらなる仕掛けを実施す
るためには、Web 顧客データベースと営業顧
客データベースの連携と統一が課題であるこ
とが改めて認識できたという。

以上の考察から同社は目指す成長速度を実
現するためにはITの活用が不可欠であると判
断。クイックな成果の獲得と取り扱いボリュー
ムの指数関数的な成長の2つを目指してパッ
ケージの導入を検討した。

「業務を標準化するとともに、Web、マーケ
ティングオートメーション、インサイドセール
ス、フィールドサービスをOneプラットフォー
ムで実現し、データベース、製品マスター、各
種顧客データを統合的に管理することが必
須と考えました」（鎌形氏）
プラットフォームに求めた前提条件は、ヒロ
セグループ全体でOne マスター、Oneデータ
ベース、Oneアプリケーションで稼動するこ

「英知をつなげる小さな会社」を企業理念に、
独創性のある製品を80年以上にわたって生
み出してきたヒロセ電機。産業用機械、モバイ
ル機器、輸送用機器の3分野を中心にコネク
タ製品を製造し、その製品数は5万点を超え
る。アメリカ、ヨーロッパ、アジアの18カ国に、
28拠点8工場を展開し、現在は売上比率の約
7割を海外が占める。
テクノロジーの進化とともに、この半世紀に
わたって右肩上がりの成長を続けてきた同
社だが、直近の10年間はグローバルのコネク
タ市場規模が1.6倍に成長しているのに対し
て、同社は売上高が横ばいを続けている。市
場競争力のさらなる強化が必要と判断した同
社は、モノづくり力、技術開発力、グローバル
対応力・現地力の3つを柱とする中期ビジョン

「G-WING」を掲げ、分野戦略や製品戦略など
に取り組んでいる。
その中の重要なテーマの1つが営業改革だ。
具体策としてBtoBで実現するべきデジタル
マーケティング戦略を進めている。執行役員
で管理本部 経営企画部長 兼 IT統括部長の
鎌形伸氏は「BtoCの世界でカスタマーエク
スペリエンス （CX）やオムニチャネルなどの

BtoBのデジタルマーケティングにSAP C/4HANAを採用し
国内外のマーケティング基盤を統合・可視化
顧客情報と顧客行動を把握し、コネクタ製品の認知度向上へ
産業機械や自動車などに使われる電子機器に欠かせないコネクタを製造するヒロセ電機株式会社。グローバルに事業を展開
する同社だが、市場規模の拡大に対して自社の成長率が相対的に鈍化していた。グローバルでの価値を高めるには営業改革の
断行が必要と判断した同社は、デジタルマーケティング戦略を根本的に見直し、SAPのCRMスイートであるSAP C/4HANA
を導入した。顧客との多様なコミュニケーションをデータとして集められるようになった結果、多様なアプローチが可能になり、
BtoBにおけるマーケティング活動の強化を実現している。

グローバル市場での成長を目指し
BtoBのデジタルマーケティング
を検討

営業とのシステム連携を目指し
統合CRM基盤の構築を決断

ヒロセ電機株式会社

SAP C/4HANAを採用し
Oneプラットフォームを実現
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とと、グローバルでの利用に対してシステム
運用/システムメンテナンスを1拠点で集中
管理することだ。こうした観点から導き出さ
れた解がクラウド基盤の活用だった。複数の
パッケージソリューションを調査した中から
同社は、フルクラウドのSAP C/4HANA （検
討当時はSAP Hybris）を採用した。

「ブランド認知から受注獲得までを1つのIT
ソリューションですべて網羅できるのはSAP 
C/4HANAしかないという判断でした」（鎌形
氏）
SAP C/4HANAは大きく5つのクラウドソ
リューションで構成されているが、同社が採
用したのはOne to Oneマーケティングを支援
する「SAP Marketing Cloud」、デジタルコ
マースソリューションの「SAP Commerce 
Cloud」、導入後の顧客体験をサポートする

「SAP Service Cloud」の3つだ。3つのアプ
リケーションはすべて日本のIT部門が主導で
導入し、プロジェクトは並行して走らせた。
まず、SAP Marketing Cloudは2017年度末
に開発・トライアルに着手し、1カ月で利用を
開始した。SAP Commerce Cloudは2018
年度初頭より要件定義を開始して、開発・テス
トを経て11カ月後の2018年度末に公開。並
行してSAP Marketing Cloudとの連 携開
発を進め、2018年度の第4四半期には連携
を開 始した。SAP Service Cloud は2018
年度中ごろより要件定義に着手して、4カ月で
国内1部署とシンガポールの2エリアで運用
を開始している。

「先行事例が少ないだけにパートナー探しは苦
労しました。その中で、SAP Service Cloud
は、ユーザー企業からシンガポールのパー
トナーを紹介してもらいました。標準機能を
ベースにアドオンレスで導入を進めた結果、

非常にスムーズに進みました。シンガポール
からのレスポンスも早く、システム品質も日
本と同等レベルで改めてパートナーの重要性
を認識しました。アドオンレスで導入したこと
で、SaaS特有の機能進化にも追従が容易に
なりました」（鎌形氏）

稼動して間もないが、SAP C/4HANAにより
顧客情報と顧客行動がシームレスに把握で
きるようになった。SAP Marketing Cloud
では、オンライン/オフラインでの顧客とのコ
ミュニケーションをデジタルデータとして管
理が可能になり、多様なアプローチを実現し
ている。SAP Commerce Cloudで は、日、
英、中、韓、独、仏、露の7言語対応とスマート
フォン対応を実現。パートナー向けサイトと
の統合やマーケティングとの機能連動も実装
し、訪問者の行動を一元的に把握している。
SAP Service Cloudでは、インサイドセー
ルスのベテランと新人の差を解消し、業務の

効率化と業務品質の底上げを実現。空いた時
間で付加価値の高い営業活動が可能になっ
た。また、一元管理と可視化によってベストプ
ラクティス化が進んでいる。蓄積したナレッジ
はグループ全体で活用し、関係者に公開する
ことで自己解決率のアップを目指していくと
いう。
今後はSAP Market ing CloudとSAP 
Service Cloudの適用拠点を拡大しながら、
各拠点のツールを一本化し、日本主導のマー
ケティング施策を通じて、デジタル情報を充
実させていく考えだ。鎌形氏は「日本市場で
は、BtoBのデジタルマーケティング領域は
発展途上にあります。活性化によってグロー
バルでのポジション獲得と企業成長につな
がる手応えが得られたことから、デジタルを
活用した戦略を積極的に進めていきます」と
語っている。

ヒロセ電機株式会社
本社: 	 東京都品川区大崎5-5-23
創業: 	 1937年8月15日
資本金: 	 94億400万円
連結売上高:	1,245億9,000万円（2019年3月期）
従業員数: 	 連結4,836名 （2019年3月末現在）
事業概要: 	 コンピュータ、周辺機器、端末機器、移動・有線・無線通信機器、	
	 事務機器、民生機器、制御機器、自動車等の各種高性能コネク	
	 タ製造販売
ホームページ:	 https://www.hirose.com/

日本主導でグローバル連携の
マーケティング施策の実施へ

SAP
Marketing
Cloud

SAP
Commerce
Cloud

SAP
Service
Cloud  

1カ月で利用開始

要件定義含め
11カ月で公開

4カ月で2部門の
運用開始
（国内1部署、シンガポール）

2017年度 2018年度 2019年度

運用

Commerceとの連携開発

開発・テスト

追加
要件ほか
拠点展開へ

2拠点導入開発

開発・
トライアル

要件定義

要件
定義

連携
開始

公開

導入プロジェクトスケジュール

3アプリーケーションとも、日本主導で導入

ヒロセ電機株式会社
執行役員 管理本部 経営企画部長

兼 IT統括部長

鎌形 伸氏
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国際競争力の強化に向けて
製造プロセスの管理基盤を刷新

極めて複雑なプロセスによって構成される現
代の航空機の設計・製造は、多岐にわたる
領域でITの支援を受けている。日本有数の
航空機メーカーである川崎重工業株式会社 
航空宇宙システムカンパニー（以下、川崎重
工業）でも、従来から ICTの活用を激変する
グローバル市場での競争を勝ち抜くための
重要な経営資源として位置付けてきた。
2009年にはSAP ERPを会計分野のみな
らず製造プロセス全般にもいち早く導入し、
その後も組織全体におけるプロセス統合に
継続的に取り組み、成果を上げてきた。それ
が今回、さらに新たな管理基盤としてSAP 
S/4HANA PEOの導入を決断した背景に
は、航空機ビジネスにおける必須課題であ
る「技術要求のフローダウン」があったと
話すのは、生産本部 副本部長（岐阜工場、
SCM & IOT担当）理事・工学博士の酒井
昭仁氏だ。
航空機製造では図面やスペックなど「技術要
求」の変更は即座に現場に伝達され、すべて
が記録されなければならない。しかも、これ
らの管理状況は顧客や認証機関の要請に応
じて即座に開示する必要もある。同社では従
来、こうした複雑な管理の多くが紙ベースの
ドキュメントを使って人手で行われてきた。

「私たちにはKPS（Kawasaki Production 
System)と呼ばれる独自の思想に基づく生
産システムがあり、日々生産現場の改善活
動に取り組んでいます。この活動は『技術要
求のフローダウン』を厳格に確保しながら、
毎日のように製造現場を変化させ、生産性
の向上に取り組んでいくという大変複雑な
作業です。紙と人手による管理ではかなり
の労力を強いられ、限界を迎えつつありま
した。現在進めている製造管理基盤の刷新
は、技術要求のフローダウンを含めた顧客
や認証機関が求める要件をより厳格かつ迅
速に満たし、同時に省力化を図り、KPSを
さらに深化させることが目的です。また、職
人的なスキルによって支えられてきた航空機

の製造管理は、どうしても部分最適に陥りが
ちです。これらをデータに基づく全体最適管
理へ移行することも、国際競争力を高めてい
く上での重要な課題でした」（酒井氏）

国際競争力の強化を支える新たな製造管
理基盤の構築を決めた川崎重工業では、

「Smart-K」プロジェクトを発足し、主要
なITベンダーからの提案を募った。ここで
富士通とSAPジャパンから提案されたの
が、設計から製造現場に至るすべてのプロ
セスの情報管理を一気通貫で実現するSAP 
S/4HANA PEOだった。

世界に先駆けてSAP S/4HANA PEOを導入し
製造プロセスの一気通貫を目指す
川崎重工業のチャレンジ

日本有数の航空機メーカーとして、防衛省向けの航空機の開発・製造やボーイング社など民間航空機の国際
開発および生産プロジェクトを手がける川崎重工業株式会社 航空宇宙システムカンパニー。同社では、未来
を見据えたグローバル戦略の一環として、設計から製造現場情報の一気通貫を実現する基盤として、「SAP 
S/4HANA Manufacturing for Production Engineering and Operations」（SAP S/4HANA 
PEO)を世界に先駆けて導入。2020年夏頃の稼動開始に向けて、現在着々と開発を進めている。

Partner Solutions
富士通株式会社

導入事例
川崎重工業株式会社

設計から製造現場の一気通貫を
実現するSAP S/4HANA PEO

PLM層

ERP層

MES層

サプライヤ

データ活用

データ活用基盤

KHI社内

E-BOM

M-BOM

MRPプランナー

設計者

作業手順

組合せマスタ製造指図

リアルタイム
モニタリング

ラインサイド
ストック管理

工場KPI
マネジメント負荷管理 投入管理設備稼動

管理

製造指図

製造指図

・作業実績
・ロケーション情報
・設備稼動状況
  Etc.

©Fujitsu Limited.

・在庫
  Etc.

製造指図

生産管理板班長

実績発行

作業実績作業要素

更なる生産性の向上

技術要求のフローダウン

図：川崎重工業が目指す一気通貫の製造プロセス管理のイメージ
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しかし、両社から提案があった2018年の
段階では、SAP S/4HANA PEOの稼動
実績はグローバルでもほぼなく、導入を決
断するには情報不足が否めない状況だっ
た。ここで最終的な決断を大きく後押しし
たのが、富士通とSAPジャパンが設定した

「Smart-K」プロジェクトのユーザー部門、
IT部門の担当者とSAP本社の開発陣との
ディスカッションの場だったという。

「ドイツ本社の開発担当者から詳しい話を聞
けたことで、SAP S/4HANA PEOがすべ
ての製造データを一気通貫で紐づけるため
に必要な機能を備えていることがわかりま
した。設計段階から製造の最終工程までを
データを介して連携、かつリアルタイムで共
有し、また変更点の管理も厳格に行えること
は、私たちの生産管理思想であるKPSを推
進する上においても、求める要件を満たすも
のでした」（酒井氏）
加えて、富士通の製造業に関する幅広い知
見と豊富な実績、世界でも過去に例の少な
いプロジェクトに対する挑戦的な姿勢など
を総合的に評価した結果、最終的にSAP 
S/4HANA PEOの採用が決定した。
2018年10月にキックオフしたプロジェクト
は、要件定義およびビジネス設計へと進み、
2019年10月現在は本設計が完了して、開
発が急ピッチで進められている。2020年の
夏頃には一部の製造プロセスでの稼動を予
定しており、その後は利用部門を順次拡大
しながら、約1年半をかけてすべての現場へ
の展開を完了する予定だ。

SAP S/4HANA PEOの導入によって、川崎
重工業の航空機製造におけるすべての生産情
報がデータを介して一気通貫でつながり、プロ

セスが可視化される見通しが立ったことは大
きな進化だと言える。このことは技術要求のフ
ローダウンに確実に対応し、顧客からの信頼
を高めていく上でも重要な意味を持っている。
また、現場視点での具体的な成果として
真っ先に挙げられているのが、ペーパーレス
化がもたらす業務効率の向上だ。すべての
生産情報がデータ化されることで、現場は
必要な紙のドキュメントを探す手間が大幅
に削減される。

「また、スマートフォンやタブレットといった
使い慣れたデバイスを使ってシステムを利用
できるようになれば、生産性はさらに高まる
はずです。こうした現場の動きは、リアルタイ
ムで管理者層に伝わることでマネジメント体
制の強化にも期待が持てます」（酒井氏）
同社にとって、新たなシステムは導入するこ
とだけが目的ではないことは言うまでもな
い。特にグローバルでも稼動実績が少ない
SAP S/4HANA PEOについては、継続的
なシステムの最適化やノウハウの蓄積が将
来的な投資価値にも影響を及ぼす。

「そうした意味で、私たちは今回の取り組みを
川崎重工業、富士通、SAPジャパンの3社共
同の継続的なプロジェクトだと考えています。
現行のECC 6.0では、現場の要請に応じてア
ドオンプログラムが増える傾向にありましたか
ら、今後もSAP本社の開発陣とも密なコミュ
ニケーションをとりながら、いかにしてSAP 
S/4HANA PEO自身の機能改善を図ってい
けるかがカギとなります」（酒井氏）

川崎重工業では現在、2020年夏頃の稼動
を見据えながらも、すでにその先のロード
マップを描き始めている。SAP S/4HANA 
PEOの機能を最大限に有効活用するために

は、システムに蓄積された膨大なデータの活
用に向けた取り組みが不可欠であり、その
ためのデータ活用基盤の整備・運用を本格
化させる考えだ。こうしたロードマップにお
けるパートナーとしての富士通の役割につい
て、酒井氏は次のように話している。

「SAP S/4HANA PEOは、まだまだ発展
途上のソリューションです。私たちの製造現
場に深く入り込み、文字通り一緒になって
開発を続けているパートナーは富士通さん
ですから、今後さまざまな機能改善要求を
SAP本社に伝えていく上で、影響力のある
窓口としての役割を期待しています」
こうしたロードマップはすでに現場とも共有
されており、SAP S/4HANA PEOの活用
に対するマインドは極めて高いという。生産
情報の一気通貫やプロセスの可視化は生産
品質の向上だけではなく、働き方改革という
点でも大きな推進力になる。

「現場の管理者の負担を減らし、コラボレー
ションを強化し、モチベーションを上げる。
SAP S/4HANA PEOはまさに現場のマイン
ドチェンジを徹底し、働き方改革を推進する
ための基盤になると考えています」（酒井氏）
SAP S/4HANA PEOが同社の生産管理
基盤の刷新と働き方改革にとって、未来へ
の飛躍を支える大きな翼となっていくことは
間違いない。

川崎重工業株式会社
設立：1896年10月15日
資本金：1,044億8,400万円（2019年3月31日現在）
連結売上高：1兆5,947億4,300万円（2019年3月期）
連結従業員数：35,691人（2019年3月31日現在）
事業内容：6カンパニー制による船舶、鉄道車両、航空機およ
び宇宙機器、産業用プラントおよび環境保全設備、産業機械、
モーターサイクルおよび汎用ガソリンエンジン、建設、産業用精
密機械およびロボットの開発・製造・販売
http://www.khi.co.jp/

川崎重工業株式会社
航空宇宙システムカンパニー 生産本部 副本部長
（岐阜工場、SCM & IOT担当） 理事・工学博士

酒井 昭仁氏

SAP本社への機能改善要求を通じた
継続的なシステムの最適化がカギ

データ活用の高度化に加えて
働き方改革の基盤としても期待

富士通株式会社
https://www.fujitsu.com/jp/
Mail：contact-erp-promo@cs.jp.fujitsu.com

お問い合わせ先
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「人事プロセッシングにおけるインフラ機能
とプロフェッショナル・サービスの提供を通
じて、顧客の安定的な事業運営に貢献する」
を経営理念に、人事給与関連のアウトソー
シングサービスを提供しているエイチアール
ワン。その顧客は大企業から中堅企業まで
200社以上、ユーザー数も30万人を超え
る。豊富な実績を持つ同社では、これまで
の経験の中で培ってきたノウハウを活かしつ
つ、高品質で安定したサービスを提供して
きた。
同社では、給与計算システム、勤怠管理シス
テム、社会保険システム、通勤交通経費管
理システム、タレントマネジメントシステムな
どを自社のインフラ環境に導入し、顧客に代
わって業務を遂行しているが、ここ最近は顧
客の数が増加傾向にあるという。執行役員 
システム事業部門の南部広樹氏は「少子高
齢化で働き手が減少していく中、企業はコア
業務に人員を集中するようになりました。そ
の結果、多くの企業が人事給与系のバック
オフィス業務をアウトソースするようになっ
たため、当社においてもお客様企業の数と
サービスの提供人数が右肩上がりで増え続
けています」と語る。

同社は既存のサーバーOSがサポート切れ
を迎えるタイミングで、インフラ環境のあり
方を再検討。結果、パブリッククラウドへの
移行を決定した。その理由について南部氏は

「セキュリティの観点からいえば、パブリッ
ククラウドならグローバルレベルで強化され
ていくメリットを享受できます。また、お客
様から求められている災害対策（DR）もコス
トをかけずに構築可能です。さらに今後、AI
やロボット（RPA）などのデジタル技術を活
用していくためには、大量のデータが蓄積で
きる環境が必要となります。そういう意味で
は、コンピューティングリソースの拡張が容

易なパブリッククラウドがベストだろうと判
断しました」と説明する。
クラウドサービスについては 最 終 的 に
Microsoft Azureを選定した。その最大
の理由は、DRサイトを国内で構築する必
要があったからだという。システム事業部
門 システムソリューション部 部長の関本誉
志氏は「当社のお客様のほとんどは、デー
タセンターを国内に置くことを条件にしてい
ます。パブリッククラウドを検討した2016
年当時、国内に複数のリージョンを持って
いるサービスはAzureのみでした。加えて、
Microsoftからも全面的な協力を得られる

 SAP ERPなど人事給与関連の業務を支える
システムのプラットフォームにMicrosoft Azureを採用
本番環境をわずか2日間のダウンタイムで移行

200社以上の企業に、給与計算を中心とした人事業務アウトソーシングサービスを提供しているエ
イチアールワン。同社は企業から受託した人事給与関連の業務を遂行する上で、SAP ERPなどの
システムをMicrosoft Azureへ移行することを決断。パートナーにBeeXを選定し、本番環境、
開発・ステージング環境あわせて約250台のサーバーを移行した。中でも本番環境は2日間とい
う極めて短いダウンタイムで移行し、業務への影響を最小限に抑えることに成功している。

Partner Solutions
株式会社BeeX

顧客の増加に対応するため
インフラ環境をAzureに移行

導入事例
エイチアールワン株式会社

図：システム概要構成図
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目処がついたこともあり、Azureを選択する
ことにしたのです」と語る。

移行対象となった仮想サーバーの台数は、
開発・ステージング環境、本番環境のそれ
ぞれが約120台ずつ、合計約250台だ。
本番環境の移行で同社が特にこだわったの
が、3日間のダウンタイム（システム停止時
間）で全システムを一括移行することだ。そ
の理由について佐伯氏は「当社の場合、月
末から月初めにかけて給与計算業務が集中
するため、システムを止められるのは事実上
2月中旬の3連休に限られていました。そこ
でBeeXには無理を言い、3日以内のダウン
タイムで移行を完了させるプランを考えてい
ただきました」と説明する。BeeXでは当初、
複数の期間に分けて実施する五月雨式の移
行を考えていたが、上記の要望を受けて移
行の設計と検証を行った結果、1日少ない
2日間での一括移行が可能と判断。余った
1日を予備とし、3連休での移行の実施に踏
み切った。

Azureへの移行による効果だが、まず挙げ
られるのがインフラ環境にかかるコストの削
減だ。開発・ステージング環境については、
使わないときはサーバーを停止させておき、
必要なときに立ち上げることが可能になっ
た。また、顧客の増加についても、サーバー
リソースの追加が容易になり、スピーディか
つ柔軟な対応が可能になった上、サーバー

の構築費用がなくなり、初期コストが軽減さ
れた。
運用面は、以前のプライベートクラウドでは
外部のベンダーにアウトソーシングしていた
領域の多くが自社での対応に切り替わった。
そのため業務の負荷は増えているものの、今
後は運用の内製化に舵を切り、自社にノウハ
ウを蓄積していくことを構想している。

「以前はベンダーに運用を丸々任せていたお
かげで、自分たちで手を出したくても出せず、
ちょっとした対応に2週間近く要することも
ありました。これを内製化することで、かゆ
いところにも手が届くようになり、欲しいリ
ソースが欲しいタイミングで入手できるよう
になります。また、社内のエンジニアも最新
の技術に触れることでモチベーションアップ
につながり、新たなサービスの構築につな
がっていくことが期待されます。今後は若手
社員を教育しながら、技術レベルの向上を
目指していきます」（関本氏）
DRについては、Azureの西日本リージョン
にDRサイトを構成し、BCP対策を実現し
ている。有事の際は本番環境を西日本リー
ジョンにASRでフェイルオーバーすること
で、業務の継続が可能となった。

エイチアールワンでは、今回の移行で獲得し
たノウハウを活かし、Azureの活用範囲を
拡大。基幹系システムだけでなくその他のシ
ステムの基盤や社内のOAシステムの基盤と
して利用していく構想を描いている。

「今後はオープンなシステムと連携しながら、
Azureを中心としたエコシステムを形成し
ていきます。これまで人が対応してきた事務

処理などをRPAに代行させることで生産性
を高め、業務の効率化につなげています。ま
た、膨大な人事関連のビッグデータとAI技
術を組み合わせてさまざまな人材分析を行
うHR TechにもAzureを活用できないか
考えています」（南部氏）
移行プロジェクトでパートナーを務めた
BeeXについては、どんなトラブルに対して
も逃げずにまじめに取り組む姿勢と、2日間
のダウンタイムで本番環境の移行を成し遂
げた技術力、Microsoftとの調整力などを
評価。今後もシステムの刷新や技術者への
教育・サポート、運用効率化に向けた提案
などの面で期待を寄せている。

「今回のプロジェクトは基幹系システムの
Azure移行が主目的で、SAP ERPのアプリ
ケーションに手を加えることはしませんでし
たが、今後は2025年のサポート切れに備
え、SAP S/4HANAへの移行も検討してい
きます。その際には、PoCやアセスメントを
含めてご協力いただきたいですね」（関本氏）
人事業務のプロフェッショナル集団として業
界の先頭を走るエイチアールワン。BeeXの
支援によって実現した新たなインフラ環境
は、同社の今後の成長を支える存在になり
そうだ。インフラ環境全体でコストを削減

運用の内製化により
自社にノウハウを蓄積

わずか2日間というダウンタイムで
約120台の仮想サーバーを
Azureに移行

RPAによる業務の効率化や
AIによるHR Techに
Azureを活用

エイチアールワン株式会社
設立：2009 年10月
資本金：6億345万円
従業員数：約600 名

（2019 年6月26日現在）
事業内容：人事給与アウトソーシングサービ
ス、シェアードサービスセンター一括受託サー
ビス、タレントマネジメント、勤怠管理など
https://www.hrone.co.jp/

エイチアールワン株式会社
システム事業部門 企画室 室長

兼 経営企画部 マネージャー

佐伯 真吾氏

エイチアールワン株式会社
システム事業部門

システムソリューション部 部長

関本 誉志氏

エイチアールワン株式会社
執行役員

システム事業部門

南部 広樹氏

株式会社BeeX
TEL：03-6214-2830  （受付時間 平日9:30～18:00）
E-mail：info@beex-inc.com
https://www.beex-inc.com/

お問い合わせ先
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紙と手作業に依存していた
請求処理プロセスの改善課題

1959年の創業以来、モノづくりのさまざま
な現場を支える専門商社として、機械工具や
物流機器、環境安全用品などのプロツール
の卸売業としての実績を重ねる一方、自社企
画開発のプライベートブランド「TRUSCO」
も顧客から高く評価されるトラスコ中山株式
会社。
先 駆 的なデジタル投 資で知られる同社
が、2020年1月に予 定されているSAP 
S/4HANAの 稼 動 に 先 立 って、「SAP 
Document Access by OpenText」を導

入するに至った背景には、毎月の経費に関
する全国の拠点に共通する継続課題となっ
ていた非効率な請求処理プロセスがあった。
経理部 財務課 主任の大越陽平氏は次のよ
うに話す。

「当社では毎月、全国の拠点から月次の経
費、振替の処理、そして10万円以上の資
産計上化のための支払いの3つの経費請求
処理の依頼書が出されます。しかし、そこで
はそれぞれ支払い依頼書の書式が異なるう
え、①現場（各拠点）での発注申請、②請求
書の受け取り、③経理部への請求依頼書の
送付、④経理部でのParadise＝ECC 6.0
への入力といった煩雑なプロセスで管理され

ていました」
しかも、ここ数年で請求書の数は増加の一
途をたどり、すでに月次の請求書は約1,500
通に達していた。ここでは当然、人的ミスの
発生も避けられないことから、こうした非効
率なプロセスはITを活用して早期に改善し
なければならない課題として認識されるよう
になっていた。

2018年の初頭から具体的なソリューション
選定に着手したトラスコ中山が白羽の矢を立
てたのは、OpenTextのドキュメント管理ソ

リューション「SAP Document 
Access by OpenText」だっ
た。その理由について、情報シ
ステム部 システム管理課 課長
の鎌倉貴行氏は次のように説
明する。

「当社では、すでに自社の基幹
システム『Paradise』を構成す
るECC 6.0上でOpenTextの
アーカイブソリューションを利
用しており、2020年1月に予
定されているSAP S/4HANA
への移行後も、同社の製品の
継続利用が決定していました。

OpenTextによるデジタル化で大幅な業務改善を実現 

顧客が必要なものを、必要なときに、必要なだけ届ける「プロツールカンパニー」として、日本のモノづくりを支え
続けるトラスコ中山。機械工具などの工場用副資材を中心に順調に事業を拡大させてきた同社では、国内企業とし
ては先駆的なデジタル投資を実践してきた。現在もSAP S/4HANAへの移行プロジェクトの過程にある同社は、
それに先立つ2019年4月、SAP Document Access by OpenTextを導入。これまで紙の書類と手作業に
頼っていた請求処理プロセスをデジタル化し、SAP ERPとの連携による飛躍的な効率化と省力化を実現した。

Partner Solutions
オープンテキスト株式会社

OpenTextのソリューションを採用し
すべてのプロセスをデータで連携

導入事例
トラスコ中山株式会社

紙と手作業による請求処理のプロセスの見直しで経理部単体で月に126時間の業務時間削減

請求書

請求書

請求書 請求書
請求書
依頼書

発注 請求書への
押印

支払依頼書
の確認

支払依頼書
の作成

仕訳入力 請求書原本
の付合せ

送金書類の
作成と印刷

支払依頼書
の押印

発注及び検収 検収内容の
承認

支払内容の
確認 仕訳計上 支払内容の

承認

ネット
バンキング

Paradise
自動支払処理

Paradise
自動支払処理

各拠点

変
更
前

変
更
後

支店長・課長・
センター長

手作業 システム入力 自動処理

担当者 担当者 課長・部長 担当者

担当者支店長・課長・
センター長担当者 担当者 課長・部長

財務課

各拠点 財務課

月末・月初に偏っていた
作業の平準化

ペーパーレス化による
手間暇の削減

システム化による
二重計上などの人的ミスの抑止

図：OpenTextのソリューションを導入する前後の請求処理のプロセスの違い
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こうした実績を考えると、OpenTextの選択
はごく自然な判断でした」
当初はSAP S/4HANAへの移行に合わ
せて導入する案も社内にはあったが、ECC 
6.0で導入したOpenTextならそのまま移行
できることから、早期の目的達成やユーザー
の習熟を考慮して、SAP S/4HANAよりも
先行して導入をする判断に至ったという。
導入プロジェクトのキックオフは2018年7
月。要件定義、プロセスの設計、またECC 
6.0と連携するためのアドオン開発を経て、
約9カ月後の2019年4月には第一フェーズ
として情報システム部に限定した運用を開始
した。現在は東京本社、物流センター、さら
に各支店への展開過程にあるが、大きな問
題もなく完了の見通しだという。
人手に依存したプロセスがOpenTextでデ
ジタル化されたことで、現場の経費支払いの
作業は大きく変わった。①現場（各拠点）で
の発注申請、②請求書の受け取り、③経理
部への請求依頼書の送付、④経理部での
Paradise＝ECC 6.0への入力までの作業は
ほぼデジタル化され、人手が介在するのは受
け取った紙の請求書を現場の担当者がスキャ
ン（OpenTextのEnterprise Scanで実行）
して、OpenTextの画面上で支払い依頼書と
スキャンデータを紐づける処理だけになった。
この紐づけられた2つのデータはオンラインで
経理部に送られ、経理部ではこれまでのよう
な入力作業なしでParadiseに格納される。つ
まり、すべてのプロセスがデータを介して連携
するようになり、作業の効率化やペーパーレス
化はもちろん、人的ミスの根絶が実現した。

OpenTextのドキュメント管理ソリューショ

ンを活用した今回のプロジェクトは、すでに
請求処理の効率化・省力化以外の成果も生
み出し始めていると、経理部 財務課 課長の
森徹宏氏は語る。

「たとえば、毎月の請求書処理業務の平準化
です。これまでは全国のどこの拠点でも、こ
れらの処理は月末から月初に集中していまし
たが、現在は手元に届いた請求書をそのつ
ど処理してシステムに入力できるので、月末
に作業が集中することはなくなりました。こ
のことは、業務時間のより有効な活用や働
き方改革にもつながっています」
一方で大越氏は、蓄積したデータの活用を
通じたさらなる効率向上にも期待を寄せて
いる。

「たとえば、1つの取引先様に対して過去に
何度か同じ処理を行っていた場合、履歴か
ら支払い項目のリストなどを抽出して再利用
できます。過去のデータを資産として活用す
ることで、新たなプロセスへの利便性はさら
に高まっていくはずです」

今後のOpenTextの活用について、経理部
では部単体で月に126時間の業務削減効
果を見込んでいる。これは導入当初に設定
した数値だが、毎月の削減効果としてはかな
り大胆な目標設定だ。

「実は、これは従来の紙ベースの工数の合計
です。経理部に支払い依頼書が到着してか
ら、入力と印刷、担当者チェックを何度も繰
り返す時間数です。これがOpenTextによ
るデジタル化によって、ほぼ消滅する。それ
を126時間と見積もっています」（大越氏）
また、請求書などの紙の書類は法律で7年
間の保管が義務付けられているが、2020

年 にSAP S/4HANAに 移 行 す れ ば、
OpenTextを使った電子帳簿保存法への対
応も始まり、文書の保存スペースが不要に
なる。時間的にも空間的にも大幅なコスト
ダウンが可能になるというわけだ。
一方、情報システム部では、すでにその先
に目を向けつつある。情報システム部 シ
ステム管理課 中鼻達也氏は、「この先、
OpenTextのソリューションを使ってどんな
機能を構築していけるのか。今後は現場か
らの依頼でシステムを作るだけでなく、これ
まで以上に情報システム部自らが進んで会
社の業績に貢献できる体制にシフトしていき
たいと考えています」と語る。
同様に森氏も「これから先は請求書の処理
だけでなく、たとえばEDIをより進化させて、
そこに紐づいている多様なデータを活用し
たOpenTextの新たなユースケースが次々
に出てくるのではと考えています。そうなれ
ば、OpenTextへの投資価値はますます高
まっていくはずです」と語った。
SAP S/4HANAを中心としたトラスコ中山
のデジタル投資において、OpenTextのソ
リューションは今後ますます大きな価値をも
たらすはずだ。

過去のデータ資産がもたらす
さらなるプロセスの効率化

SAP S/4HANA移行後の
電子帳簿保存法への対応基盤

 トラスコ中山株式会社
創業：1959年5月15日
資本金：50億2,237万円
売上高：2,142億97百万円

（2018年12月期）
連結従業員数：2,805名

（2019年9月末時点、連結）
事業内容：プロツール（工場用資材)の
卸売業、及び自社ブランド「TRUSCO」
の企画開発。
http://www.trusco.co.jp/

トラスコ中山株式会社
情報システム部
システム管理課

中鼻 達也氏

トラスコ中山株式会社
情報システム部

システム管理課 課長

鎌倉 貴行氏

トラスコ中山株式会社
 経理部

財務課 主任

大越 陽平氏

トラスコ中山株式会社
 経理部

財務課 課長

森 徹宏氏

オープンテキスト株式会社
TEL : 03-4560-7705
http://www.opentext.jp
Mail : jpmkt-group@opentext.com

お問い合わせ先
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Partner Solutions
TIS株式会社

3つの課題の同時解決に向けて
SAP S/4HANAへの移行を決断

スピーディかつ高品質な移行を支援する
TISの「顧客密着型コンサルティング」

非鉄金属製品や化成品、金属加工品製品などの中間材から建築資材、空調設備まで、幅広い製品を扱う技術専
門商社として独自の地位を築いている旭日産業株式会社（以下、旭日産業）。2001年からSAP ERPを企業経
営の基盤として活用してきた同社では、新たな成長基盤の確立に向けて、2019年8月にSAP S/4HANAへ
のテクニカルコンバージョンを完了した。移行にあたっては、TISが提供する「SAP S/4HANA のりかえサー
ビス」を活用。高度な技術と知見にもとづくコンサルティングに支えられ、スムーズな移行に成功した。

「SAP S/4HANA」への移行により
デジタルトランスフォーメーションを支える
新たな経営基盤構築を実現

導入事例
旭日産業株式会社

2019年で創業から70周年を迎えた旭日産
業。同社は「技術専門商社」という一貫した
スタンスで、単に商品を販売するだけでなく、
メーカーに比肩する高度な知識とノウハウの
提供を通じて、多くの顧客からの信頼を獲得
してきた。最近では、工場向けIoTの市場調
査を行い、最新の産業用オープンネットワー
ク及びFA機器を用いたIoTプラットフォー
ムのシステム開発にも取り組んでいる。
同社がSAP S/4HANAへの移行を検討し
始めたのは、2016年のこと。この背景には

大きく3つの要因があったと、取締役 情報
システム部 部長 兼 経営企画室 副室長の
児玉幹一郎氏は振り返る。

「まず、既存のSAP ERP（ECC 6.0）を運
用しているサーバーの保守期限が2019
年に迫っていたことがありました。SAP 
S/4HANAはデータベースやマスタの構
造がECC 6.0とは大きく異なるため、先
にサーバーだけを更改して、その後でSAP 
S/4HANAへ移行した場合、基幹周辺シス
テムとSAP S/4HANAのデータ連携の仕
組みを二度作り直す必要があります。中期
的なIT投資の視点で考えると、こうした二
重の出費は望ましくありません」

2つめは、BCP対応だ。これまでサーバーを
東京の本社内に設置していた同社では、震
災などが起きれば全社の業務がストップして
しまうリスクが課題となっていた。遠隔地の
拠点にバックアップ機能を置いたとしても、
緊急時の対応人員の確保といった課題が残
る。ここで現実的な解決策として浮上したの
が、SAP S/4HANAをパブリッククラウド
環境へ移行する案だった。
もう1つ、いわゆる「2025年問題」も避け
られない課題だった。SAP ERPの保守サ
ポートが終了を迎えるこの時期は、SAPの
コンサルタントやエンジニアの不足が予想
され、こうした点でもサーバー更改を機に
SAP S/4HANAへ移行することが賢明との
判断があった。

「さらに経営側からは、新しい基幹システム
に移行する場合、ユーザーの負荷を最小
限に抑えるようにとの方針が打ち出されま
した。ユーザーインターフェースなどの操
作性を大きく変えないためには、他のパッ
ケージの選択肢はなかったことから、SAP 
S/4HANAへの移行はもはや必然だったと
言えます」（児玉氏）

SAP S/4HANAへの移行に向けて、システ
ムの事前調査とアセスメントが開始された図：TISの支援によるテクニカルコンバージョンの実施範囲
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「デジタルトランスフォーメーション」による
今後の成長を支える変革の可能性

のは2018年の3月だった。その後、8月に
ベンダー選定を行い、TISをビジネスパート
ナーとして選択。9月から本番移行に向けた
プロジェクトがスタートした。
複数社の提案の中から、最終的にTISを選択
した理由を、児玉氏は次のように説明する。

「もともとTISはSAP ERPのAMOサービス＊

を通じて、当社の業務内容やシステムをよく理
解してくれていました。加えて、すでにいくつも
のSAP S/4HANAの導入プロジェクトを手
がけた実績があり、そのノウハウを提供しても
らえることに大きな期待を感じました」
本プロジェクトでは、TISの提供する「SAP 
S/4HANAのりかえサービス」を活用。こ
れはTIS独自のノウハウをもとに、SAP 
S/4HANAへのスピーディかつ高品質な移
行を支援するサービスだ。このサービスは大
きく、①Check：テクニカルコンバージョン
の可否判定と規模感の把握、②Assess：
必要な作業と費用見積もり、③Go：実施プ
ロジェクトの3つのステップで構成されてい
る。ユーザーとの対話をベースに、プロジェ
クトの開始から本番稼動までを確実にサ
ポートする「顧客密着型コンサルティング」
が最大の特長だ。
情報システム部 担当課長の関谷信賢氏は、

「SAP S/4HANAでは、従来の得意先マ
スタと仕入先マスタが、新たにBP（ビジネ
スパートナー）マスタに統合されます。初め
てのことで当初はまったくわからなかったの
ですが、TISのコンサルタントから丁寧な説
明を受けることができ、非常に助かりました」
と振り返る。
一方、ユーザーの視点から移行後の環境変化
についてあらかじめ知ることができた点を高く
評価するのは、経理部 課長の中条雅己氏だ。

「今回の移行ではユーザーの負担を極力抑
えるという方針がありましたが、TISからは
移行に伴う変化ポイントが事前に提示され

ました。これにより、業務に対するインパク
トを細部にわたって理解した上で、移行に備
えることができました」

2019年8月の稼動開始からまだ1カ月の段
階ではあるものの、すでに現場からはSAP 
S/4HANAのパフォーマンスを裏付ける評価
の声が寄せられていると関谷氏は明かす。

「現場の担当者からは、請求書発行のための
締め作業が格段に速くなったと聞いています。
主に照会系の機能ですが、これまでは問い合
わせから2～3秒かかっていたのが、瞬時にレ
スポンスが返ってくるようになりました」
中条氏も、こうしたわずか数秒の差が確実
な効率アップにつながると評価する。

「経理業務には、こうした照会作業がつきも
のです。『ちりも積もれば山となる』のたとえ
通り、日々の業務の中で数分ずつでもレスポ
ンスが向上すれば、それが大きな業務改善
につながりますし、『働き方改革』のきっかけ
にもなると思います」
また経営的な視点から、児玉氏はリアルタイ
ムの経営情報を当たり前のように活用でき
る環境を実現したいと話している。

「当社は商社なので、売上などの経営的な指
標をもっと手軽に参照できるようにしていき
たいと思っています。いずれはスマートフォ
ンやタブレットから受注数や実績などを参照
できるようにして、迅速な経営判断につなげ
ていきたいと考えています」

旭日産業では、今回のSAP S/4HANAへ
の移行を単なるシステム更新やクラウド化で

はなく、今後の成長を支える経営基盤の確
立に向けた第一歩ととらえている。というの
も、同社では中期経営計画の3カ年の中で、
IT投資の最優先課題として「基幹システムの
移行＝将来の経営情報の連携基盤構築」を
掲げているからだ。

「当初はBIやSFAを先に導入する案もあり
ましたが、これではSAP S/4HANAを導入
した後に、つなぎ部分をまた考えなくてはな
りません。今回はまずERPを先に更新して、
将来に向けた経営情報の連携基盤を構築す
ることを最大のテーマとしてプロジェクトに
取り組みました」（児玉氏）
今後は、継続課題として挙がっている「サイ
ロ化した各システムのデータ連携」の仕組み
も見直していく考えだ。たとえば経費精算だ
と、現状はExcelで紙の申請書を作成・回
覧し、承認後にERPに入力する、いわゆる
二重作業になっている。これをシステム連携
によって解消し、業務効率の大幅なアップを
目指していくという。

「最終的には、さまざまな経営情報から新たな
知見を得て、攻めの営業や社員の教育に活用
していける仕組みを構築できればと考えてい
ます」と抱負を語る児玉氏。SAP S/4HANA
の導入によって、未来の飛躍を支える「デジタ
ルトランスフォーメーション」に向けて本格的
に舵を切った旭日産業の新たな経営情報の
活用戦略にも注目していきたい。

照会作業のレスポンス向上など
SAP S/4HANAのパワーを実感

＊AMOサービス：Application Management 
Outsourcingサービスの略。運運用保守業務を一元化し
つつ、高品質な運用保守を行うサービス。

旭日産業株式会社
情報システム部

担当課長

関谷 信賢氏

旭日産業株式会社
経理部

課長

中条 雅己氏

旭日産業株式会社
取締役 情報システム部 部長

兼 経営企画室 副室長

児玉 幹一郎氏

旭日産業株式会社
設立：1949年 3月 5日
資本金：3億3,100万円
売上高：799億円（単体、2018年度）
従業員数：389名（単体、2018年度）
事業内容：非鉄金属製品、化成品、金
属加工品製品、高度技術（輸送・通信・
エネルギー等）関連機器及び部品、住
環境機器及び管工機材の卸売並及び小
売業、その他事業
http://www.asahi-san.co.jp/

お問い合わせ先

TIS株式会社
エンタープライズコンサルティング営業部
マーケティング担当
TEL：03-5337-4580
Mail：bsc_sales@ml.tis.co.jp
https://www.tis.co.jp/
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カゴメグループではこれまで、利用者満足度
に傾倒してすべてのITを運用してきたと、グ
ループのバックオフィス業務を管轄するカゴ
メアクシス株式会社 業務改革推進部 BPR
グループの村瀬智史氏は語る。しかし運用リ
ソースには限りがあり、すべてのシステムに
人材や予算を割り当て続けることは困難だ。
そこで商品開発や品質管理、マーケティング
といった企業価値を左右する領域は競合差
別化のために前衛化を進めるべきと言及。
ITには業務の独自性に合わせていくなかで、
利用者満足度を追求すべき領域とそうでな
い領域を切り分ける“選択と集中”が求めら
れる。

「当社グループでは管理業務の多くでSAP 
ERPを利用していますが、業務にシステム
を合わせてきた結果、稼動するアドオンが
1,000を超えていました。加えて、独自に
構築して来た.NETシステムが多数乱立し、
ERPとのシステム間連携の複雑化を引き起
こしていました。10名以上の常駐開発者と
AMOサービスという体制でこのシステム環
境を運用してきましたが、年間約1万件もの
利用者からの問い合わせ対応に追われ、本
当に取り組むべき業務領域にリソースを割く

ことができなくなっていました。正確さや効
率などを維持向上しながら管理業務を標準
化し、利用者満足度を追求すべき領域にリ
ソースを割り当てたいと考え、2018年度か
ら取り組んだのがSAP ERPの刷新でした」

（村瀬氏）

カゴメグループでは、FI（財務会計）やCO
（管理会計）、MM（購買管理）、HCM（人
事管理）などのモジュールを管理業務で利用

している。アドオンを廃止して標準化を進め
るには、管理業務が効率化されることを示し
て利用者の理解を得る必要があった。
そこで、より高い効率化効果が得られると判
断し、SAP S/4HANAへの移行を決断。イ
ンメモリーデータベースによる性能向上と、
周辺システムとの高い連携性により業務の
連続性を高められることが理由だ。
同プロジェクトのインフラ構築をリードした
カゴメアクシス株式会社 業務改革推進部 
システム運用グループの磯谷亮太氏は、オン
プレミスではなくAzureを利用したフルクラ

1,000以上あったアドオンを100未満に削減
カゴメのSAP S/4HANA移行における

“現場の理解を得た業務標準化”の進め方とは

システムに業務を合わせる ―― 業務標準化を目的にしてこうしたIT変革を推し進める企業が増え
ている。ただ、すべての業務を標準化すべきかというと、そうではない。商品開発やマーケティング
といった企業価値を左右する領域は、リソースを集中させてでも業務にシステムを合わせる。そして
このリソースを捻出するために、汎用的な業務領域の標準化を進めていく。こうした“選択と集中”
が、先に挙げたIT変革では求められる。

Partner Solutions
日本マイクロソフト株式会社

企業価値を追求するための
“選択と集中”

Azureを利用したフルクラウド環境で
SAP S/4HANA移行を進行

導入事例
カゴメ株式会社

SAP ASCS #1 SAP ASCS #2

Gateway Gateway

Gateway

ExpressRoute
Microsoft Azure

西日本リージョン（メイン）

カゴメ本社、拠点

東日本リージョン（サブ）

S/4HANA   AP#1 S/4HANA   AP#2

S/4HANA AP

S/4HANA DB

S/4HANA   DB#1 S/4HANA   DB#2 DBバックアップ用 BLOBストレージ

Azure Site Recovery

HANAバックアップ転送

クラスタ

DB同期

災害発生時に備え、別リージョンにリ
カバリデータを定期転送とASR機能
を利用したシステム復旧を実現

Azure機能を利用した、
メインサイトの可用性構成

❷ポイント❶ポイント

図：カゴメのSAP S/4HANAアーキテクチャ概要
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ウドでSAP S/4HANA環境の構築を進め
たと説明する。

「プロジェクトが自身の業務だけでなくグ
ループ全体を加速させる取り組みであること
を示せば、社員は前向きに取り組んでくれる
と考えました。リソースの最適化によってグ
ループ全体を加速させる、その効果を最大
化する上ではクラウド化が必須だと考えたの
です。我々のシミュレーションでは情報関連
経費の視点でも、オンプレミスとほぼ同額の
コストで稼動できると見込めました」
カゴメグループではWindows Serverや
SQL Serverなど、数多くのマイクロソフト
のサービスを利用している。これらを含む包
括ライセンスとしてAzureを契約することで
大きなコストメリットが見通せたこと、また、
複数サービスを横断したワンストップのサ
ポートが得られることに加え、高い信頼性を
持つAzureだからこそミッションクリティカ
ルなシステムのクラウド化を断行できたと磯
谷氏は語る。

「マイクロソフトのデータセンターが世界有
数の堅牢性を持っている点を評価し、2015
年以降、Azureを利用した社内ITのクラウ
ド化を進めてきました。今回パートナーに迎
えたJSOLからも、Azureで本番環境を稼
動させることに何の懸念もないと太鼓判を
押されました。当社内の実績、SAP案件に
数多く携わるパートナーの見解の双方から、
AzureはSAP S/4HANAを稼動するに足
るクラウドだと判断しました」

カゴメアクシスとJSOLは、開発着手から半
年後にシステムの一次実装を完了。同時期
でアドオン開発の単体テストまでを済ませ、

以後も開発・検証作業が進められている。
「JSOLのSAP ERP導入ソリューション
『J-Model』を利用し、1,000以上あったア
ドオンのおよそ9割を標準化できました。独
自仕様の開発領域を狭め、短期構築できた
おかげで統合テストや社員用の手順書作成
などに期間を割り当てられ、大きな問題なく
SAP ERPの刷新を完了できる見通しです」

（村瀬氏）
ヒアリングの場では、各アドオンの標準化有
無を判定する場も設定。効率化のエビデン
スを示すことで、利用者の理解を得ながらア
ドオンを削減していくという。

「利用者と逐次コミュニケーションを取りな
がら進めることが重要だ。2020年1月の業
務移行までには利用者教育・業務習熟期間
を設けるほか、稼動前にパフォーマンスの検
証など十分な受入れテストを行い、リリース
後もスムーズに業務移行が進むことを目指し
ています」（村瀬氏）
また、SAP S/4HANAは、ASCS（ABAP 
SAP Central Services）と呼ばれるシステ
ムインスタンスとアプリケーションインスタン
ス、データベースインスタンスという3つのイ
ンスタンスで主に構成される。クラスタ構成
によってAzureのメインサイト内で冗長化
を行っているほか、Azure Site Recovery
を利用してDR対策も実施。主にJSOLが
SAP S/4HANAの構成を管理、健全性を
監視することで、安定稼動を堅持していくと
いう。

カゴメアクシスの見通しでは、J-Modelを利
用したSAP S/4HANAへの移行によって
管理業務のおよそ91%が標準化される予

定だ。
「IT管理だけでなく、現在のシミュレーショ
ンでは管理部門の業務を年間4.6万時間分
ほど効率化できると見込んでいます。人的リ
ソースの最適化とその“選択と集中”によっ
て、企業価値をいっそう引き上げていきたい
ですね。そのために正式リリース後も、管理
部門とともにシミュレーション通りの数字が
達成できているかを確認しながら業務移行
を進めます」（村瀬氏）

「私が担うべきは、安定稼動の追求と情報関
連経費のさらなる圧縮と考えています。今は
移行スピードを重視してIaaSでのリフトを
進めていますが、今後はPaaSの活用も進め
られるでしょう。Azureの機能も積極的に
利用しながら、安定稼動とコスト最適化を
追求します」（磯谷氏）
カゴメグループでは、2020年1月のSAP 
S/4HANA移行をもって業務システムの大
部分がクラウド化される。クラウドとSAP 
S/4HANA、双方が持つ高い連携性によっ
て、システムや業務の連続性はいっそう高
まっていくことだろう。ひいてはそれが、社員
全体の生産性を引き上げていく。カゴメとい
う企業は、これから先も高い存在感を業界
に示していくに違いない。

利用者へ配慮した移行作業で
スムーズな業務移行へ

利用者と足並みを揃えて
業務移行を推進

カゴメ株式会社
設立：1949年
資本金：199億8,500万円
従業員数：2,504名（平成30年12月期）
事業概要：調味食品、保存食品、飲料、その他の食品の製造・
販売、種苗、青果物の仕入れ・生産・販売
https://www.kagome.co.jp/

カゴメアクシス株式会社 
業務改革推進部

システム運用グループ

磯谷 亮太氏

カゴメアクシス株式会社 
業務改革推進部

BPRグループ

村瀬 智史氏

日本マイクロソフト株式会社
TEL：0120-41-6755

（9:00～17:30 土日祝日、弊社指定休業日を除く）
https://www.microsoft.com/ja-jp/

お問い合わせ先
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「未来を拓くチカラと技術。」をコーポレート
ミッションに、顧客と共に進化し続けるNTT
アドバンステクノロジ（以下、NTT-AT）。同
社では、世界屈指の情報通信研究所である
NTT研究所の技術を核として、半導体技
術、ネットワーク技術、メディア処理技術、
言語処理技術など、国内外の先端的技術を
活かしたさまざまなソリューションを提供し
ている。
同社の業務を支える基幹システムは、2000
年頃にSAP ERPを導入して以来、継続的に
アップグレードを行いながら、20年近くにわ
たって運用を続けてきた。この間の経緯につ
いて、ソリューション事業本部 DX事業企画

室 室長の都筑純氏は次のように振り返る。
「SAP ERPは全社の基幹システムとして一
定の成果をもたらしましたが、業務部門から
の要望に応じてアドオン開発を進めてきた
結果、その数は約800本にも達し、複雑化
したシステムは維持し続けるのが困難になっ
ていました。過去の開発経緯を知る人も社
内に少なくなり、まさにブラックボックスの
状態。他の日本企業と同様、当社においても
デジタルトランスフォーメーション（DX）が
重要なテーマとなっているだけに、経済産業
省も警告する『2025年の崖』への対応は、
もはや先延ばしできない喫緊の課題となっ
ていました」
また、約20年の運用の中でシステムの老朽
化が進みパフォーマンスが低下した結果、
期末の処理に時間がかかるなど、現場の

業務部門からは不満の声も聞かれるように
なっていた。加えて、ITガバナンスの面で課
題があるExcelを使った外部処理や、実績
データなどをリアルタイムに閲覧できないこ
とによる意思決定のタイムラグなど、経営陣
からもいくつかの課題が指摘されていた。
こうした状況を踏まえ、現行のシステムをこ
のまま使い続けていては急速に変化するビ
ジネス環境に対応できないという危機感か
ら、同社は2025年のECC6.0の保守サ
ポート終了を見据えて既存システムのリプ
レースを決断し、具体的な検討に着手した。

新たな基幹システムとしてNTT-ATが白羽
の矢を立てたのは、SaaSとして提供される

「Fit to Standard」の導入手法の徹底と
SAP Cloud Platformの活用で
マルチテナント型のSAP S/4HANA Cloudを
6カ月の短期間で国内本社に導入

NTTグループの技術系中核企業として、AI、クラウド、IoTなど最新技術を用いたソリューションの開
発を手がけるNTTアドバンステクノロジ株式会社。長年にわたってSAP ERPを利用してきた同社の
基幹システムには、約800本ものアドオンが存在し、現場に利便性をもたらす反面、変化への対応を
阻害する要因となっていた。そこで同社は、2025年問題への対応を機にSAP S/4HANA Cloud, 
multi-tenant editionへの移行を決断した。
導入プロジェクトでは、6カ月間という過去に例のない短期導入と、連結決算などで必要となるNTTグ
ループ本体とのインターフェース連携が大きな課題となった。ここでは「Fit to Standard」の手法を
徹底したシグマクシスのプロジェクトマネジメントと、SAP Cloud Platformの活用における日本タ
タ・コンサルタンシー・サービシズの高度な知見が大きな貢献を果たし、同社は見事に困難なプロジェ
クト課題を克服している。

Partner Solutions
株式会社シグマクシス
日本タタ・コンサルタンシー・サービシズ株式会社

アドオンが約800本にも達し
基幹システムの維持が困難に

DXを推進するための基盤として
SAP S/4HANA Cloudの導入を決断

導入事例
NTTアドバンステクノロジ株式会社
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マルチテナント型のSAP S/4HANA Cloud
（SAP S/4HANA Cloud, multi-tenant 
edition。以下、SAP S/4HANA Cloud）
だった。日本企業の事例では海外グループ
会社への導入はあるものの、財務会計、管
理会計、販売管理、購買管理およびプロジェ
クト管理に関わる複数モジュールを本社の
国内業務向けに一括導入した例は、2018
年の時点では報告されていなかった。
その中で、同社がSAP S/4HANA Cloud
を採用した背景には、クラウドをベースとし
た最先端のサービスを活用したシステム改
革を通じて、自社のDXを強力に推進するた
めの基盤を確立するという経営陣の強い決
意があった。

「アドオンに依存した従来の個別最適の手法
では、いつまでたってもDXの推進に向けて
舵を切ることができません。経営スピードを
高めていくためには、古いビジネスプロセス
を自ら改め、IT部門をコンパクトにして、限
られた人的リソースをDXにシフトすること
で、変化に柔軟に対応できる体制整備が不
可欠というのが経営陣から出された方針で
した」（都筑氏）
同社がオンプレミス型でもシングルテナン
ト型クラウドでもない、マルチテナント型の
SAP S/4HANA Cloudを選んだ理由はこ
こにある。開発の自由度の高いオンプレミス
型やシングルテナント型では、アドオンに依
存している現状を打破することができないか
らだ。
さらに同社には、このプロジェクトを通じ
てクラウドの最新技術とノウハウを習得し、
NTT-AT開発のRPA（Robotic Process 
Automation）ツールと組み合わせること
で、顧客への新たな提案に向けたショーケー

スにするというビジネス上の狙いもあった。

次のステップで重要になるのが、導入パート
ナーの選定だ。誰も経験したことのない新し
いチャレンジだけに、導入パートナーには同
社の意思を受け止めることができる豊富な
経験に加えて、高度なプロジェクトマネジメ
ント力と開発力が求められる。その中で複数
の候補からNTT-ATが最終的に採用したの
が、シグマクシスのプロジェクト提案だった。

「シグマクシスからの提案には、単にクラウド
型ERPを決められた納期で導入するだけで
なく、社内のプロセス改革とチェンジマネジ
メントを通じたDXの視点が明確に示されて
おり、これはまさに当社が目指す未来の方
向性と一致するものでした」（都筑氏）
シグマクシスは基幹システムの刷新にあた
り、業務プロセスを徹底的に標準化し、外

部環境変化への対応力を備えたクラウド
サービスを活用することが、企業のDXを推
し進めるためには必須としている。さらに、
クラウドサービスに即した標準業務プロセ
ス導入のための変革の必要性の理解浸透、
社員の意識改革などのチェンジマネジメント
も併せて重要視する同社の支援体制が評価
された。プロジェクトの具体的な進行という
観点でも、厳しいスケジュールの中でFit to 
Standardの手法を活用したシグマクシスの
プロジェクト支援を通じて、短期導入の見通
しが立ったことは大きなポイントだった。

プロジェクトがキックオフしたのは2018年
10月。NTT-ATは、その6カ月後の2019
年4月に無事にSAP S/4HANA Cloudの
サービスインを迎えることができた。当初の
予定通りと言えば簡単に聞こえるが、これ
ほどまでの短期導入の実現は、やはり導入

NTTアドバンステクノロジ株式会社
所在地：神奈川県川崎市
設立：1976年12月
資本金：50億円
売上高：562億円（2019年3月期）
社員数：1,865名（2019年3月31日現在）
事業概要：トータルソリューション事業、セキュリティ事業、
クラウド・IoT事業、AI×ロボティクス事業、グローバル事業
https://www.ntt-at.co.jp/

NTTアドバンステクノロジ株式会社
ソリューション事業本部

DX事業企画室
室長

都筑 純氏

チェンジマネジメントの視点を
踏まえたシグマクシスの
プロジェクト提案を高く評価

Fit to Standardを徹底しながら
現場のチェンジマネジメントを促進

業務

Fit & Gap
システムを業務に

最適化

・システムと業務の適合しない
箇所を特定 (=GAP)
・GAPを解消するためにシステ
ムにカスタマイズ (≒アドオン
など)

アドオン

Fit to Standard

業務をシステムに
合わせる

業務システム

・システムと業務の適合しない
箇所を特定 (=GAP)
・GAPを解消するために業務プ
ロセスや業務ルールを変更
(=to Standard)

　業務変革

システム

図1： Fit to Standardのコンセプト
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パートナーの手厚い支援なしには考えられ
なかったと都筑氏は振り返る。

「最初のポイントとして挙げられるのが、初
期段階における緻密なアセスメントです。シ
グマクシスからの提案を受けて、プロジェ
クトでは従来のFit＆Gapのように“Gap”
を洗い出す手法は採用せず、業務をシステ
ムに合わせていくFit to Standardのア
プローチを徹底しました。まず簡易分析の
Discovery Workshopを実施して、実際
に動くシステムを操作しながら機能性や適
合性を確認。その後はシグマクシスが提供す
るプロセスフローをベースに、新たなシステ
ム上で業務が成立するかについて、これまで
の概念にとらわれることなくスクラップ＆ビ
ルドのコンセプトで討議を行いました」
討議の結果、新たなシステムで対応が難し
いと判断された業務については、ビジネスプ
ロセスの変更（BPR）で解決するか、PaaS
のSAP Cloud Platformで外部にシステム
を作って連携するか、その他の手段で対応
するかなどを検討。また、シグマクシスは持
ち前の業務知識や他社の事例も活用して課
題を整理しながら、プロジェクトを成功させ
るための最適な方法を導き出していった。

「シグマクシスは当社の業務プロセスを深く
理解し、粘り強いマネジメント力を発揮して
くれました。Fit to Standardが難しい部分
についても、いったんは標準で進めて稼動後
に再度議論をするといった提案もあり、こう
した難しい判断を的確にサポートしてもらえ
たおかげで、プロジェクトが停滞することは
ありませんでした」（都筑氏）
またNTT-AT 側でも、財務、経営企画、営
業推進などの業務主幹とシステム担当のデ
ジタルトランスフォーメーション推進部、現

場の経理部門、販売・購買部門など、約30 
名の少数精鋭でプロジェクトチームを編成。
初期段階ではどうしても「既存業務との違
い」に目が行きがちだったが、強力なトップ
ダウンでチェンジマネジメントを後押しした
結果、現場の意識は変化していったという。

「プロジェクトの過程では、経営トップの強
い意志が徐々にプロジェクトチームに浸透し
ていくのがわかりました。こうした中で業務
プロセス全体を理解する財務部のキーパー
ソンが強いリーダーシップを発揮し、複数の
業務が重なる領域でも相手に歩み寄りなが
ら決断を促してくれました」（都筑氏）

SAP Cloud Platformの活用と
RPAツール「WinActor」

プロジェクトのもう1つの重要なポイントは、
インターフェースの開発だった。NTTグルー
プの傘下にある同社では、連結決算などの
関係でグループ本体とのデータ連携が多く
発生するが、この点について都筑氏は「アド
オンが使えないSAP S/4HANA Cloudを
導入するからにはインターフェース開発が避
けられず、当初からSAP S/4HANA Cloud
との親和性が高いSAP Cloud Platform
の活用が必須と考えていました」と話す。そ
こで力を発揮したのが、シグマクシスがプロ
ジェクトパートナーとして起用した日本タタ・
コンサルタンシー・サービシズ（以下、日本
TCS）だった。

「SAP S/4HANA Cloudと連携するAPI
に関する高度なノウハウを備えた日本TCS
の技術力は、十分に信頼に値するものでし
た」（都筑氏）
このインターフェース開発は、プロジェクト
初期段階で高いハードルに直面する。当初、

SAP S/4HANA Cloudの標準機能での
対応が難しい機能についてはSAP Cloud 
Platformを使って開発を行う方針を立てて
はいたものの、アセスメントで50数本ものイ
ンターフェース開発が必要であることが明らか
になったのだ。しかも、6カ月間の導入期間か
ら逆算すると、インターフェース開発には2カ
月程度の時間しか費やすことができない。

「これは想定外で、プロジェクトの最も困難
な課題だったと思います。そこで日本TCS
のメンバーと膝を突き合わせて期間短縮の
ための議論を行い、優先順位、使用頻度、
難易度、リスクの高さなどから初期開発の
ターゲットを徹底的に絞り込み、最終的に
連結決算などNTTグループ本体との連携で
必要な機能を中心に17本のインターフェー
スを開発する結論に至りました。テストや本
番環境への移行も含めると、これだけでもス
ケジュール通りに進めることは簡単ではあり
ませんでしたが、パートナー各社の積極的
な支援もあり、何とか開発スケジュールを厳
守することができました」（都筑氏）
連携するシステムには古いものも多く、すべ
ての仕様書が揃っているわけではなかった
が、その中で日本TCSは開発要件を紐解
き、連携するシステムベンダーとの確認作業
も含めて、細かく対応していったという。
一 方、SAP Cloud Platformでは実 現
が難しい機能や比較的簡易な一括入力や
帳票作成などの機能については、NTT-AT
の開発チームも参画してNTT-AT開発の
RPAツール「WinActor」で開発し、SAP 
S/4HANA Cloudと連携させることとした。
このWinActorは新システムへのデータ移
行にも活用され、移行のシナリオを自動化す
ることで、手作業と比べて大幅な時間の短
縮に成功している。

「NTT-ATが開発したWinActorは、さまざ
まな業界における定型業務の省力化や作業
品質の向上を支援するRPAソリューション
として、現在当社がもっとも注力している事
業の1つです。それだけにWinActorとクラ
ウドの組み合わせは、今後DXを推進してい
く上でも重要なテーマとして位置付けていま
す。今回のプロジェクトでも、WinActorの図2： Fit to Standard（F2S）の3つの分析ステップ

Best Practiceシナリオ
(=Scope item)の選定

F2S
ワークショップ
の準備

F2S
ワークショップ
の開催

バックログ
（デルタ要件）の
フォローアップ

Discovery Workshop Fit to Standard 分析
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価値をいかにして活かすかは重要なポイン
トでしたが、画面（WebUI）やAPIを用いた
SAP S/4HANA Cloudとの連携において
ノウハウを得たことは大きな意義がありまし
た」（都筑氏）

新設の「DX事業企画室」を通じた
日本のDXへのさらなる貢献

NTT-AT は2019年4月のSAP S/4HANA 
Cloudの稼動を最優先としたことから、ユー
ザーへの本格的な展開は本稼動後となっ
た。当初は一部のユーザーに戸惑いが見ら
れたものの、導入後では初となる7月の四
半期決算は無事に終えることができたとい
う。今後は本稼動後に明らかになった課題
も踏まえて、細かなシステム改善や外部シス
テム、インターフェースの追加開発を行い、
新システムの完成度を高めていく考えだ。
業務の効率化の面では、現場からは当初の
狙い通りの成果が報告されている。例えば、
請求書発行が従来のExcelから外部システ
ムへと切り替わり、簡単に出力できるように
なった。請求書の送付も他システムとの連携
が可能になったことでアウトソーシングが実
現し、業務負荷の軽減につながっている。
IT面では、SaaSによってインフラ管理が容
易になったことでハードウェアコストや運用
コストが大幅に削減され、IT部門は貴重な

人的リソースを新たな施策にシフトすること
が可能になっている。2019年10月に新設
された「DX事業企画室」は、こうした成果
から生まれたものだ。
今後、NTT-ATはDX事業企画室を通じて、
クラウド型ERPの導入手法やSAP Cloud 
Platform、WinActorを利用したシステム
連携のノウハウを、顧客に向けて提案して
いく考えだ。今回のプロジェクトの手応えを
得て、都筑氏は最後に次のように話してく
れた。

「このプロジェクトを牽引するカギになった
Fit to Standardやスクラップ＆ビルドの概
念は、当社がDXを推進していく上での指針
ともなるものです。その意味では、今後も引
き続きシグマクシスとの連携を強化しなが
ら、当社の基幹システムの完成度を高め、そ

こで得たノウハウを外部に発信して日本の
DXに貢献していきたいと考えています。ま
た、当社のDX技術は日本企業の海外グルー
プ会社にも積極的に提案していきたいと考
えていますので、グローバル市場の動向にも
精通した日本TCSには、これからも二人三
脚の関係の中で高度な知見の提供を期待し
ています」
マルチテナント型のSAP S/4HANA Cloud
を、わずか6カ月で国内の基幹業務向けに
導入するという大きな決断で、システム刷
新を成功に導いたNTT-AT。NTT-ATの
WinActorも含めた同社の先進事例は、付
加価値の高いソリューションとして、今後、
国内外の多くの企業のDXを加速する大き
な推進力となるだろう。

導入前 導入後

旧基幹システム

SAP ERP（ECC 6.0）

画面拡張

販売管理

購買管理

在庫管理

プロジェクト管理

固定資産管理

販売管理

購買管理

在庫管理

プロジェクト管理

固定資産管理

データ連携 アップロード/
ダウンロード

売掛金管理

買掛金管理

財務会計

管理会計

備品管理

売掛金管理

買掛金管理

財務会計

管理会計

項目拡張

SAP S/4HANA Cloud
W

inA
ctor

SAP Cloud Platform

新基幹システム

●独自業務プロセスに合わせ約800もの機能をアドオン ●SAP S/4HANA Cloudの業務プロセスに合わせ業務変革
●一部のデータ連携・帳票等にはSAP Cloud Platform開発とWinActor(RPA)を活用

グ
ル
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会
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ス
テ
ム

グ
ル
ー
プ
会
社
シ
ス
テ
ム

自
社
外
部
シ
ス
テ
ム

自
社
外
部
シ
ス
テ
ム

アドオン機能(約800機能)

図3： SAP S/4HANA Cloudの導入によるシステムの変化

日本タタ・コンサルタンシー・サービシズ株式会社
https://www.tcs.com/jp
TEL： 03-6736-7000
Mail： JPsm.koho@tcs.com

株式会社シグマクシス
https://www.sigmaxyz.com/
TEL： 03-6430-3400 (大代表)
Mail： info@sigmaxyz.com

お問い合わせ先
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ESGとROEを両立する
「ROESG」で企業価値を向上

革新的な創薬、医薬品アクセスの向上に
力を注ぐエーザイは、ESG経営に取り組む
日本企業の先駆けだ。同社の専務執行役
CFOであり、早稲田大学の客員教授も務め
る柳良平氏は、現代の企業経営にESGが
与えるインパクトを強調する。「ESGに代表
される非財務情報の価値がバランスシート
の価値以上に大きくなっている中、ESGを
企業価値に結びつけながら、持続的な成長
に導くことが重要となります」
エーザイは現在、中期経営計画「EWAY 
2025」のもと「がん」と「神経」領域への集
中的な取り組みを進めているが、その根底
を支えるのは企業理念「ヒューマン・ヘルス
ケア（hhc）」だ。

「使命としての患者様満足の増大と結果と
しての売上/利益の向上という考えこそが
ESG経営であり、エーザイは30年前から
hhcの理念を通して実践してきました。ESG
を長期的な企業利益と両立できるよう、企
業価値の代表値であるROE（自己資本利益
率）とESGを組み合わせるROESG*モデル
の追求です」（柳氏）
近年、世界のESG投資は31兆ドルを突破。
企業の市場価値における無形資産の割合も

1975年の20％に比べて2015年は80％
と、企業価値に占める比率が逆転し、ESG
経営の重要性は高まる一方だ。
*ROESG： 一橋大学特任教授 伊藤邦雄氏がESGと
ROEの両立のために提唱する造語

ROESGモデルで重要な
PBR（株価純資産倍率）の向上

柳氏の考案したROESGモデルの追求にお
いて重要な指標が、「PBR（株価純資産倍
率）」だ。PBRは1倍までが財務資本の価値
で、1倍を超えて初めて非財務資本やESG
の価値となる。人材、特許や研究の価値、環

境問題への対応などが株主から認められれ
ば、必然的にPBRは1倍以上になる。

「ファイナンス理論でも、PBRが1倍以上の
場合は長期のROEの関数になることが証明
されています。このフレームワークでは付加
価値を介して経営者が訴求するESGと、世
界の投資家が訴求するROEは、相反するこ
となく同期します」（柳氏）
ROESGモデルによると、非財務の価値を認
められた企業のPBRは上がっていく。過去
10年で見ると日本は1、イギリスは2、アメ
リカで平均3倍程度だが、落ち込む必要は
ないと柳氏は語る。

デジタル×ESGで企業価値を数値化
先進的なESG経営でさらなる
価値創造に取り組む

ビジネスの持続的成長に向け、ESG（Environment, Social, Governance）への取り組みを
企業価値にどう結びつけるか、多くの企業が模索している。エーザイ株式会社は、ESGに基づく経
営状況を定量的に可視化するため、アビームコンサルティングの「Digital ESG」サービスを活用。
ERPに蓄積した財務データとESGデータを含む非財務データを用いて重回帰分析を実施し、企業
価値の創造を加速させている。

Partner Solutions
アビームコンサルティング株式会社

導入事例
エーザイ株式会社

“Integrating NONFINANCIALS to Create Value” , Strategic Finance Jan 2018, IMA

BV

サステナビリティ価値
（ESG/CSRの価値）

エクイティ・スプレッド×BV
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市場付加価値
（MVA）

Intrinsic Valueモデル（柳氏、2009年）

残余利益モデル

IIRC-PBRモデル

株主資本簿価（BV）

エクイティ・スプレッドの現在価値の総和（MVA）

財務資本
（IIRCのフレームワーク）

残余利益

顧客の価値
人の価値
組織の価値

知的資本

製造資本

人的資本

社会・関係資本

自然資本

株主価値=
（株主資本利益率）（株主資本コスト）

図：非財務資本とエクイティ・スプレッドの同期化モデルの提案（ROESGモデル）

78 Japan SAP User’s Group Information Magazine Vol.11



「日本の国力からすればPBR2程度の実力
はあるはずで、ESGの価値を明示できれば
確実にPBRは向上できます」
例えばエーザイは、熱帯地域特有の感染症
治療薬を2020年まで無償配布するプロ
ジェクトを推進中だ。インドに自前の工場を
持ち、生産性を高めることで稼働率を上げ、
同じ工場で最新薬を生産して欧米に輸出す
ることで利益を確保し、ブランド価値も高め
ていく。10年スパンで見ると連結会計で黒
字化を見込んでおり、結果的に「患者様の
命を救い、その結果として利益をもたらす」
ことにつながっていく取り組みだ。

Digital ESG Quick Data Analysisで
ESGのKPIとPBRの相関関係を分析

柳氏は欧米企業と伍していくには、ESGに
関する膨大な重要指標を定量的に分析し、
企業価値との関係を経営層や投資家に開
示する必然性を感じていた。そこで着目し
たのがアビームコンサルティングの「Digital 
ESG」サービスだ。

「デジタルとESGの相性が良いことは理解し
ていたものの、詳細な分析を行うリソースを
社内で確保することは困難でした。その中で
分析プラットフォームと優秀な人材を持つア
ビームコンサルティングとの出会いはまさに
運命的でした」
同社は2019年6～8月にかけて、Digital 
ESG Quick Data Analysisによる、ESG
のKPIとPBRの相関関係の分析に乗り出し
た。ESGのKPIは、CO2 排出量、女性管理
職比率、人件費、研究開発費、障がい者雇
用率など約100種類を抽出。平均で10年
前まで遡ってデータを用意し、約1,000の
説明変数を確保した。さらに研究開発費な
ど、長期で株価に効いてくる遅延浸透効果

も考慮して10年分の期ずれを折り込み、約
10,000件のデータを用いて重回帰分析を
実行。その結果、統計学的に信頼性が高く、
PBRと正の関係を示す要素を20個弱得る
ことができた。

「障がい者雇用率、育児休暇や時短の取得
率、健康診断の受診比率など、人を大切に
する指標が価値創造に結びつくことが多数
客観的に示されました。矛盾する結果も一
部にあり、例えばCO2の排出量がPBRに正
の要素となることがわかりました。これは操
業度との相関性が高く、工場の稼働率が上
がればCO2の排出量は増えるということで
す」（柳氏）
もう1つの考察は、分析結果が、エーザイの
事業へのインパクトと長期投資家の関心を
示すマテリアリティ・マトリックス（サステナ
ビリティにおける重要課題評価）とほぼ合致
していたことだ。研究開発を重視するエーザ
イでは物質的な資本より、人的資本や知的
資本が重視される。その観点からも、今回
得られたPBRの相関関係の強さはエーザイ
のマトリックスと合致していた。

ESGの価値を世界の投資家に発信し
持続的成長や企業価値の向上へ

今後の課題は、より多くのデータを収集し、
時系列を追いながらESGのKPIをより精緻
に見ていくことだ。分析で得られた示唆を
エーザイのマテリアリティ・マトリックスに反
映させていくことも考えられる。定量的な分
析に基づく結果は、事業計画や経営の意思
決定に与える影響も大きく、短期的な利益
確保に傾きすぎて長期的な価値を損なうよ
うな判断の回避にもつながる。分析結果を
統合報告書や株主説明会などで投資家に開
示し、統計学的な証拠をもとにPBRに折り

込まれることを示すことも検討中だ。「ESG
の価値を多くの投資家に認めてもらい、持
続的成長や企業価値の向上につなげたい」
と柳氏は期待を寄せる。
また、分析の結果を経営層や投資家にわか
りやすく示すため、Digital ESG Platform
で提供されるコックピットの導入も検討して
いる。ESGが企業価値に与える影響が大き
くなると、将来的には非財務データも財務
データ並みのガバナンスが求められる可能
性が高い。SAP ERPを会計システムとして
いるエーザイだが、将来的には非財務情報
も会計監査に耐えうる基盤で管理し、監査
法人がチェックする体制を整えるにも、SAP 
ERPとの連携が重要となる。
今回のプロジェクトでESGが企業価値に与
える影響を改めて確信したという柳氏は、
エーザイだけでなく日本企業全体でESG経
営を推進し、PBRを高めていきたいと語る。

「デジタル活用のリソースが限られている企
業では、専門性の高いパートナーと組むこと
が重要です。日本企業全体の価値の底上げ
につながるよう、アビームコンサルティング
には今後も卓越した人材と高度なシステム
でROESGモデルを裏付けるための支援を
期待しています」

エーザイ株式会社
設立：1941年12月6日
資本金：449億8,600万円（2019年3月末現在）
従業員数：単体3,140名  連結10,683名（2019年3月末現在）
事業概要：医薬品の研究開発、製造、販売および輸出入
https://www.eisai.co.jp/

エーザイ株式会社
専務執行役

チーフフィナンシャルオフィサー
（兼）チーフIRオフィサー

早稲田大学客員教授  博士（経済学）

柳 良平氏

アビームコンサルティング株式会社
TEL：03-6700-8800
https://www.abeam.com/jp

お問い合わせ先
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ビジネスモデルの
急激な変化への対応

“Value by Connecting”（つなぐ喜び、創
る感動）を理念に掲げ、通信機器や電子機
器に使用するコネクタの製造・販売事業を
展開する本多通信工業。現在、複数のニッ
チ分野でトップを狙う“Segments No.1”
を基本戦略に、事業領域を通信分野から
FA分野、車載分野へと拡げている。特に車
載カメラは、自動運転の実現に向けて注目
度が高く、競争力の強化に向けて注力してい
る分野だ。
2017年当時の同社では、従来の基幹シス
テムを長年使い続けてきた結果、出荷やロッ
ト管理、受発注の方法などが次第に業務と
乖離するようになっていた。取締役 コーポ

レートセンター担当の水野修氏は次のよう
に振り返る。

「この10年でビジネスモデルが大きく変わ
り、売上比率も通信分野が約5割だったも
のが、現在は通信2割、車載3割となってい
ます。取引も国内直販から商社メインに変わ
り、間接販売の比重が増加。車載分野を中
心に海外との取引も増え、物流が複雑化して
います。従来の基幹システムのままでは、オ
ペレーションが複雑で非効率なため、今後の
成長の足かせとなりかねない状況でした」
個別運用してきた会計と生産・販売・購買
系のシステム間データ連携におけるタイムラ
グの発生も問題だった。「システム連携に手
数がかかり、実績データも月次単位でしか
見ることができませんでした。また、品番か
ら品名がキーになるようにカスタマイズして

いたため、容易にシステム改修ができない状
態でした」と、コーポレートセンター IS企画
グループ グループマネージャーの黒野尚氏
は語る。
そこで同社は、持続的な成長に向けて基幹シ
ステムの刷新と業務改革に乗り出した。

「当社では従業員が『楽に、楽しく』働けるよ
うにしたいという考えのもと、生産性向上と
働き方改革を『楽勤化』という言葉に代えて
活動しています。新システム導入を機に、オペ
レーション業務から判断業務へのシフトと、
残業時間の削減を目指しました」（水野氏）

本多通信工業は複数のパッケージ製品か
ら、世界標準としての完成度、拡張性、継続
的な進化、サプライチェーンとの連携性など
を評価してSAP S/4HANAを採用した。

「当初、SAPシステムは当社の規模にとって
コスト的に合わないというイメージがありま
した。しかし、中堅企業でも十分手が届くと
SAP社から説明を受け、SAP S/4HANAで
標準化を進めることに決めました」（黒野氏）
導入パートナーには製造業のシステム導入
において豊富なノウハウを持つコベルコシス
テムを選定。評価のポイントは、製造業向け
テンプレート「HI-KORT」が、同社の生産業
務にフィットしていたことや、導入方法論や
ドキュメント類も含めて必要な機能をすべて
網羅していたことにあった。

SAP S/4HANAのビッグバン導入と業務改革により
従業員が楽に、楽しく働く“楽勤化”を加速
業務用コネクタの製造・販売を手がける本多通信工業株式会社（以下、本多通信工業）。主力製品の移り変わりと
ともに業務プロセスも変化しており、従来の基幹システムでは対応が難しくなっていた。そこで、業務改革と合わせ
てSAP S/4HANAの導入を決断。コベルコシステムを導入のパートナーとして選び、会計、販売、購買、生産のモ
ジュールをわずか10カ月でビッグバン導入した。業務のあり方がオペレーション業務から判断業務中心へとシフト
しただけでなく、残業時間も削減でき、従業員がより楽に、楽しく働く「楽勤化活動」が加速している。

Partner Solutions
コベルコシステム株式会社

「HI-KORT」のフィット率の高さと、
ビッグバン導入提案を評価

導入事例
本多通信工業株式会社

2007年 2017年ビジネス
モデル激変

10年経過

変わっていない
業務・慣習

●通信分野が約5割
●国内直販メイン
●出荷件数1万件／月

（前システム導入）

出荷方法（伝票／ラベルなど）、
ロット管理方法、

アナログ受発注etc.

●通信2割、車載3割超
●商社メイン、Out-Out※増
●出荷件数7千件／月

※Out-Out：海外拠点で製造した製品を海外へ販売すること

基幹システム刷新×業務改革
●オペレーション業務から
   判断業務へシフト
●1.2万時間の残業時間を削減（1/3減）

図：基幹システム刷新の背景と目的
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「コベルコシステムからは会計も含めたビッ
グバン導入の提案があり、スピーディに導入
できることが決め手になりました。業務要件
のヒアリング後、SAP S/4HANAの一連の
動作をデモで確認できたことも業務の流れ
をイメージするのに役立ちました」（黒野氏）

導入プロジェクトは2017年10月からス
タートし、ビジネス設計、構築、検証フェー
ズを経て、2018年8月中旬に終了。国内
で本稼動を開始した。わずか10カ月で会計

（FI/CO）、販売（SD）、在庫購買（MM）、
生産（PP）の全モジュールを導入できた要
因は、トップダウンの元でアドオン・ゼロを
目指したことだ。

「楽勤化の実現のため、当社独自の慣習や
ルールを廃止し、SAP S/4HANAに業務
を合わせることを基本方針としました。その
ためにアドオンは1件1件すべて社長決裁と
し、説得できなかったものはすべて標準を維
持しました。結果として、帳票系や周辺シス
テムとのインターフェースなど、10数本に収
めることができました」（水野氏）
この方針の背景には、過去のシステム導入
で業務部門の要望通りお客様ごとの個別仕
様に対応したため、システムが複雑化し、メ
ンテナンスやアップグレードも難しくなった
という反省があった。そこで今回のプロジェ
クトでは、業務ワーキングとシステムワーキ
ングの2つのグループが連携しながら進め
た。過去の反省を踏まえてマスターも品名
コードから品番コードに改め、丁寧なマス
ターづくりを心掛けたという。
プロジェクト全体については、設計フェーズ
や検証フェーズで一部遅延が発生したもの
の、目標どおりのスケジュールで稼動できた

ことを評価。プロジェクトを支援したコベル
コシステムに対して、水野氏は「トラブル時
のリカバリーを含め、密にコミュニケーショ
ンを取りながら、柔軟に進めることができま
した」と話している。

SAP S/4HANA導入から半年が経った現
在、業務改革は着実に進行している。業務
の効率化という面では、標準化によって帳
票の数を35種類から6種類に集約したこ
とで、帳票を使い分ける手間が軽減された。
支払基準も従来の36パターンから6パター
ンに減り、サプライヤーごとに対応する業務
負荷も少なくなっている。さらにEDI化率も
従来の30％から60％まで向上し、目標の
100％に向けてEDI化が進んでいる。

「その他にも複数の業務改善プロジェクトが
進行中で、全社目標に掲げた『楽勤化』に向
け、社員の判断業務へのシフトや、年間1.2
万時間程度の残業時間の削減につなげてい
きます」（水野氏）
データ活用の高度化という面では、会計と
生産・販売・購買系のシステムが統合された
ことで、リアルタイム連携が実現した。それ
によって管理会計の機能が強化され、タイ
ムリーに把握できなかった原価や在庫状況
などが瞬時に確認できるようになっている。
少量・多品種の生産が多い本多通信工業に
とって、在庫管理の適正化につながることは
メリットが大きく、今後は月次の販売実績を
事前の計画と比較し、PDCAサイクルを回し
ながら改善につなげていくことも検討してい
るという。

「すべての処理をSAP S/4HANAの内部で
実行することで、精度の高いデータ取得や
分析が可能になり、的確な手が打てるよう

になると考えています」（黒野氏）

本社へのSAP S/4HANA導入後、2019
年2月には国内グループの穂高工場にシス
テムを横展開した。今後は、海外のグループ
会社にも展開していく考えで、現在は中国の
深圳工場への導入に向けて検討を始めてい
る。海外展開についても今回のプロジェクト
で構築したテンプレートをベースに、アドオ
ン・ゼロを実現したノウハウを活かしながら
進めていく予定だ。
国内拠点については、ユーザーの習熟度を
高めながら、インメモリーデータベースの
SAP S/4HANAの機能を的確に使いこな
し、業務の効率化・高度化を推進していくと
している。水野氏は「工場の高度化には、デ
ジタルトランスフォーメーションの推進が欠
かせません。今後、SAP S/4HANAと並行
してIoTやAIなどの技術を駆使しながら、
工場や製造機器の稼動率を高めたり、RPA
などで間接業務を効率化したりすることが
求められます。さらには、サプライチェーン
を含めた業務全体の改善が必要です。コベ
ルコシステムには、持続的な成長に向けて
幅広い面からの支援を期待しています」と話
している。

トップダウンによって独自の慣習や
ルールを廃止し、アドオン・ゼロに挑戦

オペレーションから判断中心の業務に
シフトし、年間1.2万時間の残業削減へ

海外のグループ会社に横展開し、
サプライチェーン全体で持続成長の実現へ

本多通信工業株式会社
本社：東京都品川区北品川5-9-11 
大崎MTビル
創業：1932年5月
設立：1947年6月
資本金：15億175万円
事業概要：電子部品（コネクタ）の製造･販売、
システム設計･ソフトウェア開発
URL：https://www.htk-jp.com/

本多通信工業株式会社
コーポレートセンター

IS企画グループ グループマネージャー

黒野 尚氏

本多通信工業株式会社
取締役

コーポレートセンター担当

水野 修氏

コベルコシステム株式会社
http://www.kobelcosys.co.jp/
TEL：0120-75-0044

お問い合わせ先
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バックオフィス業務の
スリム化に向けてRPAに注目

大阪の超高層ビル「あべのハルカス」に構
える旗艦店を筆頭に、ビジネスを展開する
近鉄百貨店。同社は2008年にSAP ERP
を導入し、支払や債権管理、固定資産税管
理を扱う会計システムとして運用してきた。
また、2019年7月には経費精算のSAP 
Concurを導入し、2020年度にはSAP 
SuccessFactors導入を予定するなど、会
計に加えて人事の領域にもSAPソリュー
ションを活用しようとしている（SAPありき
で考えたのではなく、同社のニーズ、実現し
たいことに対しもっとも方向性が合致したの
がこれらのソリューションであった）。
また、近年は中期経営計画のもと構造改革
に取り組む中でIT活用を重視してきたと、
同社の常務執行役員 業務本部長の泉川邦
充氏は語る。「百貨店業界は厳しい状況にあ
りますが、当社はここ数年インバウンド需要
などの追い風も受けて、本店を中心に好調
な業績を収めることができました。しかし、
地方の店舗が厳しいことには変わりなく、今
後も好調のまま進んでいくとは考えていませ
ん。そこで当社は3年前から大幅な構造改
革に着手し、売場の改革はもちろん、後方

部門である総務、経理、人事のスリム化につ
いても議論を重ねてきました。そこで立ち上
げたのがIT戦略部です。特にバックオフィス
業務のスリム化に向けて、さまざまなIT活用
を進めています」
そのIT戦略部で部長を務める藤本忠雄氏
は、2017年夏ごろからRPAに注目し、検
討を始めたと語る。「当社は今後に向け、百
貨店ビジネスだけにとどまることなく、さま
ざまな事業への進出も計画しているため、
人材の確保が非常に重要と考えています。
RPAを使って属人化している業務を可視化
/自動化していければ、業務効率を高められ
るだけでなく、バックオフィス系の業務から
人的リソースを解放して、より戦略的な業務
に振り分けられます。IT戦略部は設立以降、
紙の申請業務のワークフローの電子化を推
進するなども行ってきましたが、RPAを使え
ば電子化されたデータの後処理や活用も自
動化できると考えました」

さまざまなRPA製品がある中で、近鉄百貨
店は「専門のプログラミング知識を要せず、
社員が開発/運用していける」「さまざまな
業務で活用できる」「導入コストと運用コス

トが効果に見合っている」の3点を重視し
て、UiPathの採用を決定した。「検討当時
はインターフェースが日本語化される前でし
たが、それでも視覚的にわかりやすかったの
で、ある程度パソコン操作スキルのある社員
なら十分に開発できるし、メンテナンス等の
対応もできると考えました。コストと効果を
考えても、他の製品よりも優位性がありまし
た」（藤本氏）
また、IT戦略部 係長の磯部聡之氏も機能
の拡張性に言及する。「当社は最初から全
社展開するのではなく、効果のある業務か
らピンポイント導入していく方針でした。
UiPathはデスクトップ型でスモールスター
トして、数多くのロボット（UiPath Robot）
を使うようになったらサーバー型で大規模
に拡張していけるため、当社の導入方針に
合っていると考えました」
近鉄百貨店ではまず、後方部門業務の棚卸
しを実施して、不要または重複する業務を
整理した上でワークフローを見直してから、
RPA化を進めている。「将来的には、現場で
ロボットを作れるようにしていくことも考えて
いますが、業務の非効率な部分をそのまま
RPAに置き換えることがないようにしなくて
はなりません。業務の属人化を排して標準
化することも目的なので、当面、設計は業務

バックオフィスの業務効率向上を目指し
UiPathのRPAを導入、非効率な定型業務に対する
社員の考え方にも変化が現れた。

近鉄グループの小売事業をリードする近鉄百貨店は、「共創型マルチディベロッパー」への変革を掲
げ、百貨店の枠を越えた新たな創造とイノベーションに挑戦している。さらなる成長にITやデジタ
ルの活用が不可欠と考えた同社は、手動で行っていた単純作業を置き換えるRPAとしてUiPath
のソリューションを採用。年間数千時間の作業時間短縮を実現し、さらなる業務効率化と働き方変
革に取り組んでいる。

Partner Solutions
UiPath株式会社

UiPathを導入して
効果の高いところからRPA化

導入事例
株式会社近鉄百貨店
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バックオフィスの業務効率向上を目指し
UiPathのRPAを導入、非効率な定型業務に対する
社員の考え方にも変化が現れた。 部門が担当し、IT戦略部とシステム企画部

が開発を行うことにしました」（藤本氏）

近鉄百貨店は2018年2月にUiPathを導
入して以降、初年度に34業務のワークフ
ローを開発し、2019年度中には約50業
務のワークフローを開発することを計画して
いる。2019年10月時点で累計54業務の
ワークフローが業務に活用されており、その
効果は十分に出ているという。「例えば、本
店でインバウンドを担当する販売推進部門
で行う1日約2,500件の免税売上の集計
業務は、これまで担当者2人で入力作業を
行っていました。これをRPA化することに
よって自動化し、年間5,400時間を別の高
付加価値業務にシフトさせることができまし
た。また、各店舗の売場のレジの過不足金
データは、店舗の担当者が手作業で抽出し、

Excelで加工して売場の担当者にメールで
送付し通知していました。この業務をRPA
化するため、まず各店独自で作成していた
フォーマットを共通化し、関係者だけが見
られるグループウェアの掲示板を活用するこ
とにしてメール送付を廃止しました。業務フ
ローが共通化できたので、各店舗の処理が
本部のロボット1台で行えるようになり、年
間約2,000時間の業務工数削減が実現で
きました」（磯部氏）
UiPathの現バージョンは日本語にも対応し
ており、藤本氏は近鉄百貨店のシステムに
マッチするRPAを選択できたと、あらためて
感じているという。「RPAで扱う業務をただ
増やすのではなく、効果の高いところに重点
的に使っていくことが重要だと考えています。
当社では、基幹システムを2019年3月に
更新しましたが、約半年が経過し、新システ
ムに沿った業務も確立されてきています。そ
こで今後改めて業務を見直して、複数の部

門にまたがる業務などの効果の高いところで
RPAを活用していきます。線で結んだ一連
の業務がまるごとRPA化されているといっ
た状態にすることができれば理想的です」
近鉄百貨店では将来に向けていわゆる

「2025年の崖」への対応も検討していかな
ければならないと考えており、SAPについて
もECCのサポートが終了するので、次世代
のSAP S/4HANAとUiPathを組み合わせ
た、さらなるIT活用の場面も考えられると
泉川氏は語る。「SAPのS/4HANAとRPA
を活用すればアドオン開発を減らし、シンプ
ルなシステムが構築できると聞いています。
また、RPAやAIなどのツールを使うなかで、
社員から業務に対しての考え方を変えるよ
うな気付きが生まれることにも期待していま
す。将来は、もっと高度な判断が必要となる
業務や世の中の変化についていくような業
務にシフトして、全社員が今後の百貨店像を
しっかりと考えられる人財へと変革していけ
ればと考えています」
UiPathソリューションの導入とともに、バッ
クオフィス業務の見直しを大きく進めた近鉄
百貨店。RPAは今後も、同社の意欲的な取
り組みを支えるツールとなるはずだ。

数千時間の業務時間を削減し
人的リソースの最適化を推進

株式会社近鉄百貨店
設立：1934年9月
資本金：150億円
社員数：1,723名（2019年2月末現在）
事業内容：小売業
https://www.d-kintetsu.co.jp/

株式会社近鉄百貨店
総合企画本部 

IT戦略部 係長

磯部 聡之氏

株式会社近鉄百貨店
総合企画本部 

IT戦略部 部長

藤本 忠雄氏

株式会社近鉄百貨店
常務執行役員 

業務本部長

泉川 邦充氏

近鉄百貨店様は、いち早くUiPathのRPAで業務の効率化を行っておられる、日
本でも先進的な企業です。今後はUiPathのグローバルなリソースも活用して、
SAP S/4HANAへの移行や業務効率化をご支援させていただきたいと考えてい
ます。ゆくゆくは、日本の代表的なRPA事例として世界に広くご紹介していければ
と願っています。 UiPath株式会社 代表取締役CEO 長谷川 康一

UiPath株式会社
https://www.uipath.com/ja/

お問い合わせ先
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Partner Solutions
伊藤忠テクノソリューションズ株式会社

短期導入と
システムフォーマンスの強化に
CUVICmc2が貢献

導入事例
伊藤忠商事株式会社

伊藤忠商事株式会社は、2001年度から稼動していたSAP ERPを、日本の総合商社で初め
てSAP S/4HANAに移行した。インフラ基盤は、基幹系システム特化型のクラウドサービス

「CUVICmc2」を採用。高性能なストレージは、システムのパフォーマンスにも寄与し、夜間バッ
チ処理の短縮などが実現した。合わせてCUVICmc2のサービスをフルに活用し、周辺システムを
含めた統合的なDR環境を実現した。

 経営のリアルタイム化に向け
 SAP S/4HANAに移行
インフラ基盤にCUVICmc2を採用

連結経営のさらなる進化に向け
SAP S/4HANAへの移行を決断

伊藤忠商事のシステム活用は、1970年に
国内の経理・財務用途で基幹系システムを
メインフレームで開発したことから始まっ
た。2001年にSAP R/3に移行し、2009
年にはSAP ERP（ECC6.0）にバージョン
アップ。しかし、システムのコンセプトを大き
く変えてこなかったことが、次世代経営のリ
スクになりかねない状況を生んでいた。
2025年のSAP ERPの保守サポート終了
も見越して、伊藤忠商事はSAP S/4HANA
への移行を決断。同社の商売の基本である

「か（稼ぐ）・け（削る）・ふ（防ぐ）」の徹底、
働き方改革の推進、連結経営のさらなる深
化を見据えた機能の拡充に乗り出した。具
体的には、損益のリアルタイム把握、多様な
ワークスタイルを意識した現場視点のシステ
ム最適化、中長期的視野でのIT人材育成、
システムの拡張性・柔軟性を備えた長期安
定利用の4点だ。
2016年当時、SAP S/4HANAの導入は
国内の総合商社として初めてだったが、新た
な技術にチャレンジする社風と、事前の実行
可能性調査で十分な手応えが得られたこと
が決断を後押しした。SAP R/3の導入以来
保守・運用を行ってきたCTCがプライムベ

ンダーとなってプロジェクトは2016年6月
にスタート。2018年5月の連休中に9日間
のダウンタイムで切り替えた。

移行にあたりインフラ基盤に採用された
CTCのクラウドサービス「CUVICmc2」は、
以下のメリットをもたらしている。

（1）SAP S/4HANAの性能強化
性能強化には、CUVICmc2のストレージ

IOの性能が貢献。インメモリーデータベー
スを採用しているSAP S/4HANAでも、更
新系の処理の実行後はストレージにデータ
が書き込まれるため、アプリケーションの
処理はストレージ性能に左右される。実際
の性能テストでもオンプレミス環境と比べ
て1ケタ以上、他社の基幹系特化型クラウ
ドサービスと比較しても2倍以上の処理ス
ピードを得ることができた。本番環境では、
アプリケーションとストレージの高速化など
により、夜間のバッチ処理時間が従来の3
分の2に短縮している。

図：システム概要

繊維Co

仕訳機能

単体会計 連結会計 単体与信 連結与信 経営計画 契約・商品 為替予約 海外店
会計

通関
データ

外部データ
（統計データ等）

総勘定元帳 売掛金/
買掛金管理 入出金 在庫管理 与信管理 投資管理

機械Co 金属Co 情金Co エネ化Co

入出荷計上データ／会計計上データ

単体決算（FI/FSCM）

全社統合データ基盤

パブリッククラウド（CUVICmc2）

データ
分析
（BO）

連結決算
（ECCS）

SAP S/4HANA

データ連携基盤（Ⅲ）

住生活Co 食料Co 財務系他 その他
職能系
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「次世代全社統合データ基盤」により
営業現場に付加価値の高い
レポートを提供

伊藤忠商事株式会社
IT企画部

全社システム室長

浦上 善一郎氏

伊藤忠商事株式会社
IT企画部

全社システム室

前原 基芳氏

伊藤忠商事株式会社
設立：1949年12月1日
所在地：東京都港区北青山2-5-1
URL：https://www.itochu.co.jp/

ストレージ性能の向上は、ディスク上のデー
タを複製するバックアップ処理にも効果があ
り、特殊な構成を取らなくても標準コマンド
だけで高速バックアップが実現する。リソー
スを複数で共有するクラウドは、ネットワー
クやストレージIOがボトルネックとなるが、
CUVICmc2ならストレージのボトルネックを
考えることなく設計ができるのもメリットだ。

（2）インフラリソースの柔軟な払い出し
さまざまな環境を用意するテストフェーズ
も、CUVICmc2ならプロジェクトの状況に
合わせてリソースの追加や削除が可能だ。
フェーズ1では業務フローを大きく変えず、
現環境を新環境のSAP S/4HANAに移行
するテクニカルマイグレーションを選択。効
果的だったのが、現環境と新環境の比較テ
ストだ。CUVICmc2上に新環境と現環境
を構築し、約2年分の過去データで現新比
較テストを効率的に進めた。
移 行 時 にUnicode化 を 実 施した 際 も
CUVICmc2上に中間機を立ち上げ、リソー
スのスペックを選びながらチューニングを実
施することで移行時間を短縮。
インフラリソースを柔軟に払い出した結果、
2019年3月末までに作成した仮想マシ
ンの数は162VM（うちHANA 27VM）
に達した。現在は、125VM（うちHANA 
20VM）を利用中で、必要に応じてリソース
を追加しながら安定稼動を続けている。

（3）クラウド機能を活用したDR
伊藤忠商事ではSAP S/4HANA環境以外
にも全社統合データベース分析システムの
HANABIや、7つのカンパニーの営業シス
テムと全社基幹システムを結ぶデータ連携
基盤などが存在し、これらのDR環境を構築
する必要があった。SAP HANAを利用す
る全システムのDR環境を実装するために、

ストレージレプリケーション機能を活用した
CUVICmc2のDRメニューを採用し、統合
的なDR環境を実現した。
CUVICmc2は 新 しい サ ー ビ スで、機
能が 適 宜 追 加されていく。CTCのSAP 
S/4HANAの導入部隊と、CUVICmc2の
サービス提供部隊が密に情報連携を行い、
ユーザーのリクエストにも柔軟に対応するメ
リットがフルに発揮され、要望に応じたイン
フラ環境を短時間で構築することができた。

SAP S/4HANAのインメモリー技術により
パフォーマンスは大幅に向上。オンラインで
帳票を表示するスピードも高速化し、現場
の業務の効率化が進んでいる。年に2回、
123時間をかけて出力していた全社の諸
勘定元帳などの通年データ出力処理は、パ
フォーマンスのチューニングによって27分
まで短縮された。
今 回 はSAP S/4HANAへ の 移 行と並
行して、会計や営業取引に関わる「次世
代全社統合データ基盤（データレイク）」
をSAP HANA上に構 築。さらに、SAP 
BusinessObjectsを導入し、全社統合
データベース分析システム「HANABI」を
整備。ユーザーからデータ活用・分析に
関する相談を受け付ける専門組織「BICC

（Business Intelligence Competency 
Center）」も立ち上げ、ユーザーが欲しい
時に、欲しいデータを欲しい形で活用できる
体制を確立した。
現 在 は デ ー タレ イク 上 か らデ ー タを
HANABIに取り込み、ボタン1つでレポー
トが入手できる。その効果は大きく、金属カ

ンパニーでは損益月次分析レポートの作成
時間が従来の5～6時間から5分に短縮、
機械カンパニーでも損益月次分析レポート
の作成が従来の4時間から20分に短縮し
ている。手作業が排除できたことで集計ミ
スや加工ミスもなくなり、ユーザーの負担も
軽減された。現在HANABIユーザーは約
2,000人に達しており、今後も拡大予定だ。
今後はデータレイクとHANABIの活用レベ
ルを高め、現場のデータ分析業務の効率化
を徹底していく。さらに社内全体や経営層に
も展開し、最終的にはデータ分析が経営の
意思決定に必要不可欠な存在となる状態を
目指すという。
財務・経理領域では、計上処理のリアルタイ
ム化に向けたシステム改修を進めている。そ
のほか、SAP Fioriを用いた汎用仕訳入力
機能や資金管理機能も2019年度に順次リ
リースする。
また、海外でSAP ERPを導入している現地
法人、支店、事業会社にもSAP S/4HANA
化に向けたアセスメントやPoCを終え、まず
は北米の現地法人をターゲットに移行に着
手。今後も伊藤忠商事の次世代基幹システ
ムは、次世代商人のイノベーションを支え、
さらなる進化を遂げていく。

※制作協力：ヴイエムウェア株式会社

お問い合わせ先

伊藤忠テクノソリューションズ株式会社
https://www.ctc-g.co.jp/utility/contact.html
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SAP on AWSは、すでに世界中で数千社

に導入されており、国内でも多くの企業が

採用しています。SAP on AWSを利用する

ことで、ユーザーは初期費用や長期契約な

しに素早いテストと評価、そして本番環境の

プロビジョニングが可能です。開発期間の

短縮、運用効率とコスト効率の向上、変化

への柔軟な対応、高い安全性など多くのメ

リットが得られるだけでなく、AWSの多彩

なサービスとSAPを連携させることで、自社

ビジネスの競争力を高めるデジタルトランス

フォーメーションを実現できます。

2011年より、AWSはSAPのテクノロジー

パートナーとして、共同でSAP on AWS環

境の確立に取り組んできました。ユーザーは

SAPの本稼働認定を受けているAmazon 

EC2インスタンスを利用することで、本番

環境稼動後もSAP社からのサポートを受

けることができます。Amazon EC2インス

タンスの種類はバリエーションに富んでお

り、幅広いスケールのビジネスに対応可能

です。例えば、SAP S/4HANAであれば、

244GBから最大48TBまでのメモリーが

選択できます。AWS Nitro Systemによる

ベアメタルインスタンスも用意されています。

開発向けのインスタンスであれば、さらに多

くの選択肢があるほか、無料のトライアル

期間もあり、テストや評価のハードルは非常

に低くなっています。導入や運用をサポート

できるパートナー企業が非常に多いことも、

SAP on AWSの強みです。

ユーザーはSAPワークロードをAWSに移

行することで、ビジネス上の大きなメリット

を享受できます。さらに、AWSが提供する

165以上のサービスとSAPを連携させるこ

とでデジタルトランスフォーメーションを実

現することが可能になります。

SAP on AWSでデジタルトランスフォー

メーションを実現するうえで柱となる要素が

API、IoT、ビッグデータ、DevOps、そして、

それらを支える基盤となる機械学習の5つ

です。

APIは、外部サービスとの連携を容易にしま

す。今の時代は、急速に進化するデジタルテ

クノロジーに基幹システムも素早く対応し続

けることが求められています。かつては、ア

ドオンなどを駆使してすべてをSAPで行う

アプローチが取られていましたが、もはやこ

うした手法は現実的ではありません。API経

由で外部のサービスと連携させた方が、最

新のテクノロジーを駆使したアプリケーショ

ンを素早く、かつ低コストに構築・運用でき

ます。

実際にユーザーがAPIによって実現してい

る用途としては、消費者や従業員向けのモ

バイルアプリ、Alexaスキルを使った音声に

よる支援、マイクロサービスによるeコマー

スアプリ、ARとVRアプリ、チャットボット

などがあります。

SAP on AWSにおけるAPI利用は簡単で

す。例えばオブジェクトストレージサービ

スAmazon Simple Storage Service 

（Amazon S3）の静的ウェブサイトホス

ティング機能でWebアプリを公開、API経

由でサーバーレス実行環境AWS Lambda

に置いたコードを実行することで、SAPの

顧客データにWebやモバイルから簡単に

アクセスできます。Amazon S3とAWS 

SAPとAWSのサービスを組み合わせることで
デジタルトランスフォーメーションを加速
導入のハードルや運用コストの低さ、スケーラビリティ、堅牢さといったクラウドとしての基本性
能の高さに加え、SAPのインフラとして国内外で高い導入実績を誇るアマゾン ウェブ サービス 

（AWS）。さらに、AWSのさまざまなサービスとの連携でデジタルトランスフォーメーションが実
現できる点が高く評価されています。

国内外で豊富な導入実績を有する
SAP on AWS

SAPとAWSサービスを
組み合わせることでデジタルトランス
フォーメーションを加速

サーバーレスでモバイルアプリから
SAPデータ活用が可能

密接な協力関係をもつ
AWSとSAP

Partner Solutions
アマゾン ウェブ サービス ジャパン株式会社
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Lambdaを使うことで、アプリケーション

サーバーなしに新しいサービスをタイムリー

に導入でき、コストを抑えた運用が可能に

なります。

APIの作成や管理はAmazon API Gate-

wayで 行 います。また、認 証 サ ー ビ ス

Amazon Cognitoを使うことで、安全で使

い勝手の良いアクセスコントロールが可能

です。

その他にもさまざまなAWSサービスと組み

合わせることで、高機能で使い勝手の良いア

プリを実現できます。例えば、動画・画像認

識サービスAmazon Rekognitionと組み

合わせれば、顧客の名刺をスマートフォンの

カメラで撮影するだけで、文字認識によって

顧客データをSAP上に自動入力することが

できます。また、顔認識を使い、既存顧客が

来店した際、自動的に顧客情報を検索、接

客品質の向上を図るといったことも可能に

なります。その他、カメラを使った商品の自

動検索や、VR・ARを使ったインタラクティ

ブな製品カタログなど、アイディア次第で多

様なアプリケーションを構築できます。

IoT分 野では、SAP LeonardoとAWS 

IoTの統合が図られています。例えば、機器

から送られてくるテレメトリー情報を元に、

異常の発生を素早く検知し、自動的にフィー

ルドサービスに連絡するといったことが可能

になります。

デジタルトランスフォーメーションを実施す

るうえでは、スピードと柔軟性に優れたクラ

ウドネイティブなシステムが圧倒的に有利で

す。レガシーなアプリケーションが残ってい

ると、デジタルトランスフォーメーションの

実現が遅れてしまいます。SAP on AWS で

は、わずか2時間でSAP S/4HANA環境

を新規構築できるクイックスタートやECC

を数日でSAP S/4HANAにコンバートでき

るSAP S/4 Move Xperience on AWS

など、レガシーシステムのクラウド移行への

プログラムが用意されています。

Amazonは、過去から現在に至るまで、数

多くのイノベーションを世に送り出し続けて

います。よく知られたものだけでも、ロボッ

トを駆使した物流センター、ボタン1つで

商品を注文できるAmazon Dash、スマー

トスピーカーAmazon Echo、ドローン配

送、レジの無いコンビニAmazon Goなど

があります。しかし、すべての取り組みが成

功するわけではありません。その背景には多

くの実験と失敗の学びがあります。実際に

Amazonは自らを“世界一失敗している企

業”と呼んでいます。必要な時に、必要なだ

け、低価格でITリソースが利用可能という

AWSの基本コンセプトは、アイディアをすぐ

に試してみることができる“失敗しやすい環

境”をAmazon自身が求めたことで生まれ

ました。

AWSは絶えずアップデートが続けられて

おり、2018年だけでも1957もの新しい

サービスと機能をリリースしました。デジタ

ルトランスフォーメーションを推進する企業

にとって、不可欠なサービスがそこにあるは

ずです。

レガシー資産のクラウドへの
スムーズな移行も支援

イノベーションのために
すぐに試せる環境を提供

Non-SAP Applications

http(s)

SaaS 
Applications

http(s)

On-Premise 
ApplicationsSAP

Gateway
SAP 

Applications

RFC

http(s)/ 
ODataIoT Devices

Apps

Voice
(Alexa)

Amazon API 
Gateway

Amazon 
Cognito

AWS 
Lambda

OAuth 
Tokens

Lambda 
ProxyJWT 

Tokens

http(s)

AWS Cloud

AWSによるSAPアプリケーションの拡張

図：SAP on AWSにおけるAPI利用のイメージ

アマゾン ウェブ サービス ジャパン株式会社
https://aws.amazon.com/jp/
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SAPワークロードに最適

IBM CloudベアメタルサーバーはIBMの

パブリッククラウドとして提供される物理

サーバーです。 このサーバーはお客様専

用で、他のお客様とは（サーバーリソースも

含めて）どの部分も共有されません。IBM 

Cloud ベアメタルサーバーはSAP HANA

とSAP NetWeaver双方のワークロード

で認定を受けています。最大8TBのRAM

と192個のコアを搭載しており、エンタープ

ライズグレードのSAPデプロイメント用に

設計されています。選択して、クリックし、注

文して実行するだけです。お客様は、性能、

制御、拡張性、柔軟性、コスト削減などの

クラウドの利点すべてを手に入れられます。

オンプレをそのままクラウドへ

IBM Cloudならば、オンプレミスと全く同

じVMware環境がそのままクラウド上に作

れます。名称はVMware on IBM Cloud。

VMwareとIBMは2016年に戦略的パー

トナーシップを締結し、IBM Cloudのデー

タセンターでVMware製品による仮想環境

をすぐにお客様が利用できるクラウドサー

ビスの提供を開始しました。最近AWS、

Azure、Google、Oracleなどが追随して

いますが、既にIBMはVMware製品による

仮想環境上で動くミッションクリティカルな

システム2,000社以上を、そのままクラウ

ドに移行した実績を誇ります。VMwareを

活用するお客様は、アプリケーションやワー

クロードをリファクタリングすることなく、オ

ンプレミス環境をIBM Cloudに「リフト＆

シフト」させ、最終的にクラウドに適したシ

ステムにトランスフォーメーションすること

ができます。

オンプレ上のVMware製品による仮想環

境で稼働していた基幹系システムのSAPと

その関連システムを、SAP認定ベアメタル

サーバーとVMware on IBM Cloudを採

用しクラウド上で統合。バックアップシステ

ムとしてVeeam on IBM Cloudを導入す

るケースがあります。IBM Cloudならバッ

クアップシステムを海外に配置しても通信費

は無料（後述）です。

囁かれる都市伝説 その１

ハンパないラインナップ：はい、その通り。

図は、東京データセンターで利用できる

SAP認定IBM Cloudベアメタルサーバー

のラインナップです。CPUモデル、コア数、

RAM、ストレージ、サポートOSなど組み合

わせは多岐にわたります。SAP Standard 

Appl icat ion Benchmarksの 示すパ

フォーマンス指標を元に最適なベアメタル

サーバーを選ぶと良いでしょう。プロビジョ

ニングは数十分から最長でも４時間で完了

します。IBM Cloudベアメタルサーバーは

マザーボードの種類だけでも70種を超え

る、業界ダントツの品揃えです。CPU, メモ

リやネットワーク帯域の選択や増減はポー

タルから行えます。ベアメタルサーバーの最

低利用期間は1時間、1カ月、1年、3年か

ら選べます。お客様は、ベアメタルサーバー

を丸ごと専有、管理者権限も所有できます。

囁かれる都市伝説 その2

DC*の場所を指定できる：はい、お客様の
ご希望の場所を指定できます。例えば、東

京近郊には3カ所のDCがあります。豊洲、

川崎、大宮。お客様はSAPのワークロード

を稼働させるDCを指定してSAP認定IBM 

Cloud ベアメタルサーバーを注文すること

ができます。お客様はこの3カ所のDCを

SAP認定IBM Cloudベアメタルサーバーと
VMware on IBM Cloud

SAP認定IBM Cloudベアメタルサーバーは、最大8TBのRAMと192個のコアを搭載し、HANA
だけではなく、お客様のさまざまなSAP環境に対応しており、時間とコストを抑えてクラウド上に移行
することが可能です。さらにSAPを含む既存のシステムがVMware製品による仮想環境で稼働してい
る場合、既存ライセンス資産などを有効活用しつつ、それらをそのまま IBM Cloudに移行できます。

Partner Solutions
日本アイ・ビー・エム株式会社

PR記事

SAP本番環境400社以上、VMware仮想環境2,000社以上の実績が生んだ都市伝説の真偽

ユースケース

90 Japan SAP User’s Group Information Magazine Vol.11



自由に使うことができます。これは、経営報

告、監査報告、IT環境の厳格な管理や把握

などを求められた時の対応、HAの保証確

保に価値があります。この3カ所のDCは

超高速広帯域（1.2Tbps x 4回線、2m秒

未満の遅延）ネットワークで相互接続され

たアベイラビリティゾーン（AZ）を構成しま

す。AZが低遅延の通信環境なので、リアル

タイム同期が必要なデータベースにも十分

適用できます。例えば、複数のデータセン

ターをまたいでHAを組むことができます。

もしDCの場所を指定することができないク

ラウドベンダーを選んだ場合、HA構成を組

みたくても実際のDC間の遅延は構成前に

把握することはできません。IBM Cloudの

強みである、このAZの利用とIBM Cloud 

Internet Services（CIS）のGlobal Load 

Balancerを用いてロードバランサーを同一

DC/AZ内に配置しない構成をとることで、

2019年8月の某クラウドベンダーの障害か

ら得られた教訓を生かすこともできます。
*Data Center / データセンター

囁かれる都市伝説 その3

DC間の通信が無料：はい、無料です。さ
らにアウトバウンド料金も20TB*/月まで

無料です。 IBM Cloudでは、AZ間の通

信、DC間通信ともにすべて無償で利用で

きます。DCがグローバルにまたがっていて

も無料です。つまり、SAPのインスタンスが

グローバルのDCにまたがって配置されて

いてもデータの同期やバックアップにかかる

通信費は無料です。SAPのインスタンスを

国内、ヨーロッパに分散しても、それぞれの

インスタンス間の通信費は無料。さらに、一

般的なクラウドではインターネットを介して

データを持ち出す場合、課金されます。い

わゆる「アウトバウンド料金」と呼ばれる課

金体系です。AZ間、データセンター間の

通信、自社とデータセンター間の専用線通

信にも課金するクラウドがあることに十分

気をつけましょう。ハートビートやデータ同

期のたびに課金されると不安になりますよ

ね？ 通信費用は思った以上に変動します。

IBM Cloudは、このアウトバウンド料金が

20TB*/月まで無料で、お客様にとって他社

と比較して圧倒的な価値となっています。

*20TBまでの通信帯域幅は米国、カナダ、ヨーロッパの
データセンターが対象です。その他の地域のデータセン
ターは5TBまでの通信帯域幅となります。

囁かれる都市伝説 その4

結局、VMware on IBM Cloudしかな

いと気づかれたお客様が増えている：残
念ながら、その通りです。他のベンダーの

クラウドを用いてVMware製品による仮

想環境の移行をシミュレーションしたり、

PoCの結果で想定と現実のギャップを目

の当たりにし、2,000社以上の実績を誇る

VMware on IBM Cloudにご相談される

お客様が増えています。

IBM はさまざまな都市伝説を、認めまたは

正しながら、お客様のSAP環境のクラウド

化をご支援してまいります。詳しい続きは 

Webで。「IBM クラウド SAP認定」で検索

ください。みなさまのアクセスお待ちしてお

ります。

図：東京DCで利用できるSAP認定IBM Cloudベアメタルサーバー

日本アイ・ビー・エム株式会社
TEL：0120-550-210
E-mail：CLOUDEDM@jp.ibm.com
http://www.ibm.com/
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SAPプロジェクトでは、顧客の要件を定義し
た上で、SAPシステムとの適合性を分析し、
標準機能のカスタマイズ設定やアドオン機能
を決定します。カスタマイズ/アドオン機能の
要件/設計について、業務への影響や設計
の品質をその工程内で検証しておかなけれ
ば、後工程における不具合の原因だけではな
く、利用しづらいシステムにもなりかねませ
ん。特にSAP S/4HANAへの移行で、現行
SAP ERPの機能を引き続き利用する場合
は、新環境でそれをどのように構成するかを
上流工程から詳細に検証しておかなければ
想定外の事態が発生し、改修工数が膨らむ
可能性が大きくなります。
1983年にソフトウェア検証サービスを開
始したベリサーブは、約1,000社/約2万
3,000プロジェクトの検証の実績を持ち、人
命や安全性に関わる極めて高い品質が要求
される自動車のナビゲーション、医療、航空
/宇宙といった業界におけるシステムの検証
を数多く手がけてきました。同社が「SAPシ
ステム検証ソリューション」を提供するよう
になった背景には、SAPプロジェクトでも、

上流工程からQCDを念頭に入れた検証を
行うことが、大きな混乱なくシステムを稼動
まで導くためには欠かせないという想いがあ
ります。
例えば、同社が途中から参画したあるSAP
プロジェクトでは、アドオンの品質に大きな
課題が発生し、1年以上、スケジュールが
延びてしまっていました。数百名規模のプロ
ジェクトが遅延すると、ビジネスに多大な影
響を及ぼしかねません。稼動後に進めるはず
の経営戦略や施策も滞り、最終的には経営

にも影響を与えるおそれがあります。
また、スケジュールが遅延すると人的リソー
スの消耗、大幅な改修コストも発生します。
情報処理推進機構（IPA）の発表によれば、
詳細設計段階になって発生したバグ対応コ
ストは基本設計時の5倍、稼動後に発生し
たバグ対応コストは基本設計時の200倍に
なるといいます。つまり、プロジェクトの下流
工程になればなるほどそのコストは高くなっ
てしまうため、上流工程から綿密な検証を
行うことにより、工程内で不具合を解消しシ

上流工程からの品質管理が
プロジェクト成功のカギ！！ SAPプロジェクトを
品質管理やテストで支援し、QCD向上を実現

上流工程から品質管理計画に
則した検証で不具合の流出を抑制し、
QCDを向上

Partner Solutions
株式会社ベリサーブ

PR記事

SAPシステムの導入やSAP S/4HANAへの移行には、プロジェクトの上流工程からレビューや品
質管理計画に則した品質指標の評価などの検証が不可欠です。検証が不十分な場合、上流工程にお
ける不具合が下流工程へ流出し、改修コストなどが膨らみスケジュールの遅延に繋がりかねません。
ベリサーブのSAPシステム検証ソリューションは、QCD（Quality、Cost、Delivery）向上に向け
て品質管理やテスト業務を推進し、プロジェクトを成功へと導きます。

図1：SAPプロジェクトにおけるベリサーブの支援タスク
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上流工程からの品質管理が
プロジェクト成功のカギ！！ SAPプロジェクトを
品質管理やテストで支援し、QCD向上を実現

ステム品質を保つことが重要となります。高
品質を確保し、コストを低く抑え、納期を遵
守するには、上流工程から品質管理計画に
則した品質管理を実施し、テスト業務を支援
するSAPシステム検証ソリューションが大き
な効果を発揮します。

同社は、IVEC（IT検証技術者認定試験）
やJSTQB（Japan Software Testing 
Qualifications Board）の資格を持つIT
検証技術者を多数有しており、さまざまな
ソフトウェア検証を通じて、企業のシステム
品質向上に貢献してきた企業です。同社が
提供するSAPシステム検証ソリューション
は、「PMO品質管理支援」「テスト業務支援」

「テスト自動化支援」の3つで構成されてい
ます。
PMO品質管理支援
同社の品質管理コンサルタントがSAPプロ
ジェクトのPMO（Project Management 
Office）に参画し、品質管理/品質評価、不
具合解析などを支援することによって、PMO
に集中する作業負荷を軽減します。
テスト業務支援
同社のSAPコンサルタントがテスト戦略/方
針の策定・全体テスト計画および個別テスト
計画の策定・テスト設計・テスト実行などの
各種テスト業務を支援します。上流工程より
参画する同社のSAPコンサルタントはこれ
らテスト業務に加え、要件定義やプロトタイ
プ検証（Fit&Gap）などのSAPコンサルタン
トのタスクも支援。また、下流工程ではSAP
コンサルタントを増員し、結合テスト以降の
テスト設計・テスト実行を支援します。上流
工程より参画し、要件や仕様を把握した同
社のSAPコンサルタントが、テスト設計・テ
スト実行をリードします。
テスト自動化支援
SAPシステムおよび関連システムに対して、
効果が最大となる自動化ツール・自動化ス
コープを選定し、自動化の計画段階から導
入・自動化開発・テスト実行、自動テストの
維持保守に至るまで、トータルで支援します。

同社のSAPシステム検証ソリューションを
利用すると、早い段階からシステムの品質
やテストで発生する課題を解決し、システム
の品質を高め、工数の肥大化を抑え、スケ
ジュールを遵守して安定したプロジェクト運
営を実現し、お客様やSIベンダーの負荷を
軽減します。またテストフェーズでは、同社
のSAPコンサルタントがテストの設計や実
行支援を通じて負荷を軽減。SIベンダーの
SAPコンサルタントは、早期にプロジェクト
の別タスクや別プロジェクトに移行すること
も可能となります。
さらにテスト自動化支援では、通常、対象と
なる機能テストやシナリオテスト以外に膨大
な工数を必要とする権限テストや、頻繁に発
生するカスタマイズも候補として選定し、自
動化の効果を最大化。例えば本番稼動後に
組織変更が生じると、関連する多くのカスタ
マイズを実施する必要がありますが、自動化
によって負荷低減や納期短縮が可能となりま
す。また、要員による品質のばらつきや人的
ミスを抑制し、属人性を排した高いシステム
品質を確保できます。

SAPプロジェクトにおいて、プロジェクト当
初より品質管理チームを立ち上げ、品質にコ

ストをかけるという考え方は、これまで一般
的ではなかったかもしれません。しかし、大
きな投資を行うSAPシステムの導入を確実
に遂行し、その後の円滑な活用につなげる
ために、QCD向上のための以下のような基
本的な取り組みが重要となります。
・開発プロセスの上流工程で品質の作り込み

を行い、欠陥の混入を抑止
・下流工程では、品質の確認作業を行い、欠

陥の流出を防止
・テストなどの自動化を積極的に行い、高品

質で効率的なテストを実行

35年以上にわたってソフトウェア検証でさ
まざまな製品やサービスの品質向上に貢献
してきた同社は、SAPシステム検証ソリュー
ションを通じて、お客様がIT投資や時間、
人的リソースを無駄にすることなく、他社に
打ち勝つ競争力を獲得し、ビジネスの発展
に寄与するSAPプロジェクトの成功に貢献
します。

高い品質を確保することによって
プロジェクトの負荷を低減

品質管理チームを早期に立ち上げ
SAPプロジェクトを成功へ

高い検証技術を備えた
品質管理コンサルタントと
SAPコンサルタントが強力に支援

品質管理
コンサルタント

SAP
コンサルタント

PMO品質管理支援
テスト業務支援

準備

●PMO
  （品質管理チーム）
●アプリチーム
●テストチーム

要件定義

プロジェクトマネージャー
品質管理 SAPコンサルタント

プロジェクトマネージャー
顧客要員 ベリサーブ要員

・業務設計・プロト検証
・各種レビュー・テスト業務
（計画・設計・実行）

設計 実装 テスト 稼動後支援

ベリサーブ

現プロジェクト

顧客

次プロジェクト

支援

SAPコンサルタント

顧客のプロジェクトマ
ネージャーやSAPコ
ンサルタントが、早期
に次プロジェクトへ移
行できます。

図2：プロジェクト要員の早期移行の効果

株式会社ベリサーブ
https://www.veriserve.co.jp/
E-mail：vs_SAPSolution@veriserve.co.jp

お問い合わせ先
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企業に変革をもたらす次世代ERPである
SAP S/4HANAは、DX（デジタルトランス
フォーメーション）、リアルタイム経営を目指
す上での核となるソリューションです。
ERP導入の本来の目的は、「組織内の情報
を統合的に管理し、全体最適の視点での素
早い経営判断」を実現することにあるはずで
す。しかし実態は、JSUGが発行した「日本
企業のためのERP導入の羅針盤～ニッポン
のERPを再定義する～」でも指摘されている
通り、新しい基幹システムの導入そのものが
目的化し、以前のシステムの焼き直しになっ
ているケースが多く見られます。
SAP S/4HANAは、これまでシステム上の
制約によって、「やりたくてもできなかったこ
と」を可能にする多くの機会を提供します。
2025年に向けたSAP S/4HANAへのマ
イグレーションを検討している企業は、まず

「ERPの導入で実現したかった本来の目的」
を改めて整理し、明確なロードマップに沿っ
た成長基盤の再構築を図るべきです。
SAP社が提唱する Intelligent Enterprise
を実現するためには、業務のサイクルに合わ
せて、事業計画（Plan）、業務実行（Do）、実
績分析（See）で必要となる機能を一元的に
網羅し、変化に柔軟に対応できる基盤こそ

が、未来の成長においては不可欠なのです。

企業の活動においては、ORDER to CASH、
在庫管理、購買、会計といったオペレーショ
ンの実行だけでなく、事業計画の立案や実
績分析が不可欠です。SAP S/4HANAの
価値を最大限に享受するためには、こうし
た計画や実績分析にも同時に対応したイン
テリジェントな基盤を確立する必要があり
ます。
SAP S/4HANAへの移行により、一元的な
情報管理の基盤は確立できますが、効果的
に活用できなければその価値は半減します。

SAP S/4HANAに準拠した分析テンプレー
ト「SIDEROS KPIMart OPTION」を活用
することで、B/S、P/L管理はもちろんのこ
と、地域別、ユニット別の販売データ管理、
在庫回転率、さらにはROIC（投下資本利
益率）による経営判断に重要なKPIも含め、
トータルな計画および実績分析が可能にな
ります。
具体的には、ＪＦＥシステムズはIntelligent 
Enterpriseを実 現すべく、Plan領 域で
はBPC（SAP Business Panning and 
Consolidation）、SAC for Planningお
よびIBP（SAP Integrated Business 
Planning）を、Do領域ではSIDEROSテン
プレートをベースとしたSAP S/4HANAを、
See領域では独自テンプレートのSIDEROS 

独自のメソドロジーに基づくSAP S/4HANAへの
マイグレーションで「攻めのIT基盤」を確立し
デジタルトランスフォーメーションを推進

ＪＦＥシステムズが考える
SAP S/4HANAの価値とは？ SAP S/4HANAに準拠した

事前定義済み経営分析テンプレート
「SIDEROS KPIMart OPTION」

Partner Solutions
ＪＦＥシステムズ株式会社

PR記事

国内において約2,000社の企業が導入している基幹業務システムのデファクトスタンダードであるSAP 
ERP。現在、ユーザー企業にとっての課題になっているのが、2025年に迎える保守サポート終了への対
応です。ＪＦＥシステムズでは、「真のリアルタイム経営」を実現する次世代の基幹システムとして大きな期
待を集めている「SAP S/4HANA」について、独自のメソドロジーを使ったマイグレーションや分析テン
プレートの活用など、SAPへの投資価値を最大限に高めるためのさまざまな提案を行っています。

非SAPデータ

計画（ヒト、モノ、カネ）の見直し

案件確度の見直し

予測方法の見直し

SAP S/4HANA

SAP

See

SeePlan

Plan

Do

Do

SAPと非SAPのデータを
統合することで、DWHを
充実し、全体を俯瞰

計画系はExcelと連携で
きるBPCに集約し、計画
の精度を向上

SAP S/4HANAはシンプルに利用しながら、
周辺システムとの連携を強化

収益構造の
見直し

中期計画
予算編成

当初計画との
GAP分析

計画策定
案件管理

案件ショート、
案件スリップの因果分析

販売・購買
在庫・会計

月次業績の
可視化、分析

予測誤差の
原因分析

業務実行
製造実行

データ収集
データ統合

需要予測

図2：フィードバック型のデータモデルの例図1：非SAPデータも統合して、PDSをリアルタイム化
するＪＦＥシステムズのSAP S/4HANAソリューション
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KPIMart OPTIONをベースに、必 要に
応じてSAP BusinessObjects、SAP 
Analytics Cloudを組み合わせた提案を
行っています。

2025年はそれほど遠い未来ではありませ
ん。では、現行のSAP ERP（ECC6.0）ユー
ザーは、ここに向けてどのような準備をして
おけばよいのでしょうか？そこでは2つのポイ
ントがあります。
1.現状の把握と将来構想
まず現状の業務、システム上の問題点を洗
い出し、自らが置かれている状況を把握しな
ければいけません。また、システム構築時に
目標としていたことを振り返り、現時点でで
きていること、できていないことの整理も必
要です。そうすることで、将来のゴールとロー
ドマップが自ずと生まれてくるはずです。
そのゴールに向けて具体的なKPIを設置する
ことで、変革を推進していくための手段も変
わってきます。
2.アセスメントおよび実行計画の立案
SAP S/4HANAへのマイグレーションを実
施するには、どのくらいの予算を確保しなけ
ればならないのか、また投資対効果（ROI）
の見通しを含めた計画立案が必要です。
その上で既存のシステムを把握するためのア
セスメントを実施し、設定したゴールを踏ま
えて、以下でご紹介するどのマイグレーショ
ンの手法をとるべきかの判断も下さなけれ
ばなりません。

ECC6.0からSAP S/4HANAに移行するマ
イグレーションには、「コンバージョン」「リビ
ルド」の2つの手法が存在します。

「コンバージョン」とは、現在稼動中のECC 
6.0をそのままSAP S/4HANA環境で利用
するために機械的に変換する手法で、ここ
ではアドオンなどもそのまま移行されます。
一方、「リビルド」は現行のECC6.0をSAP 
S/4HANAの機能をベースに再構築する方
法です。
どちらの手法を選択するかは、将来のロード
マップとアセスメントによる現行環境の分析

により、「マイグレーションによる影響範囲の
確認」「費用の把握」を行い、投資対効果を
踏まえて決定する必要があります。将来の効
果を見通せない投資、予算の確保は困難で
あることを考えると、「守りのIT」だけではな
く、「攻めのIT」に転じるためのライフサイク
ルをマイグレーション課題として再検討する
必要があります。

こうした課題に対しても、ＪＦＥシステムズは
独自のメソドロジーに基づくマイグレーショ
ンサービス「SIDEROS Migration Service 
for SAP S/4HANA」を提供しています。
・構想策定/事前検討支援サービス
既存システムでの課題抽出、DX構想の策
定、ロードマップ（短期、長期）作成、分析構
想、グローバルインスタンス統合などの支援
を実施します。
ここでは、ＪＦＥシステムズの構想策定メソド
ロジーに加えて、SAP MOVE in Motionメ
ソドロジーを組み合わせた支援サービスを
提供します。
・アセスメントサービス
アセスメントによる診断、マイグレーションの
推奨案策定（コンバージョン実施可否、コン
バージョン工数算出）を行います。これにより、
コンバージョンの可否、予算の策定、コンバー
ジョン時の課題抽出を実施し、マイグレーショ
ン計画のベース情報をとりまとめます。
・コンバージョンサービス
ストレートコンバージョンによる移行を行い
ます。前提条件によりますが、最短4カ月間
での移行が可能です。

・リビルドサービス
SAP S/4HANAの機能を最大限活用する
べく、再構築要件の定義、構築、移行を行い
ます。
・計画/実績分析基盤構築サービス
SAP S/4HANA導入に合わせた事業計画、
実績分析の基盤を提供します。

これからの企業の成長に不可欠なDXを着
実に推し進めていくためには、SAP S/4 
HANAによる変化に柔軟なデジタル基盤を
構築することにより、事業計画の策定、デジ
タルサプライチェーンの構築、IoTとの一体
化、周辺のLOBシステムとの連携などにス
ピーディに対応していく必要があります。これ
により、意思決定のベースとなるPlan-Do-
Seeのサイクルが実現し、その後は蓄積され
たCustomer Experience Dadaの有効活
用による成長の加速も期待できます。
SAP S/4HANAを活用した持続的な競争基
盤をいち早く確立する上で、ＪＦＥシステムズ
の独自のメソドロジーやサービスは、競合他
社にはない大きな価値を発揮するはずです。

独自のメソドロジーに基づく手法で
ユーザーのマイグレーション課題を解決

持続的な競争基盤の確立を
ＪＦＥシステムズがトータルに支援

SAP S/4HANAへ移行するための
2つのマイグレーション手法

現行のSAP ERPユーザーは
2025年に向けて何をすべきか？

P/L視点

B/S視点

セグメント視点（P/L×B/S視点） セグメント別ROIC

・営業利益率
・WACC
・未回収債権
・設備、プラント
・グローバル在庫

資本視点（利回り）

ROIC
（投下資本利益率）

Dept…金利4％
Equity…配当6％
WACC（加重平均資本コスト）…5％

IC
（投下資本）

ROS
（営業利益率）

純資産
棚卸資産

固定資産

Dept
（有利子負債）

Equity
株主資本

流動資産
（債務）流動資産

（債権）

販売費他

営業利益

売上原価

売上高

営業利益

債権債務

棚卸資産

固定資産

図3：SAP S/4HANAに準拠した分析テンプレート「SIDEROS KPIMart OPTION」を活用
することで、B/S、P/L管理はもちろん、地域別、ユニット別の販売データ管理や在庫回転率、
また重要な経営判断に必要なROICによるKPIも含めた計画立案および実績分析が可能。

ＪＦＥシステムズ株式会社
https://www.jfe-systems.com/products/
hanamigration/hanamigration.html
TEL：03-5418-2438
Mail：erp-sales@jfe-systems.com
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首藤：日本ヒューレット・パッカード（以下、
HPE）とSAPジャパン（以下、SAP）の協
業は、実に長い歴史を持っています。すで
に30年以上になりますでしょうか。SAP 
HANAも2010年のリリースから間もなく
10年、その初期からたくさんのプロジェク
トでご一緒してきましたね。
本田：はい。SAPがメインフレームからオー
プンシステムへ移行し、当社もオープン環
境でのERPを志向し始めた時期ですから、
それくらいの歴史がありますね。2013年か
らは私たち自身がSAP ERPのビッグユー
ザーとして、自社のシステムをインメモリ化

するプロジェクトをスタートしています。こ
れは私たちのフラッグシップサーバーである
HPE Superdome Flex Server上でSAP 
HANAを稼動する、いわば超巨大なメモリ
環境で稼動するERPの先進的なケーススタ
ディであり、この成果をお客様に提供する
試みをSAPと一緒に進めています。
首藤：SAPとしても、HPEがこれまで培っ
てきた「ミッションクリティカルのシステム
を事業継続性を損なうことなく維持する」、
すなわちエンタープライズ製品としての信
頼性とサービス品質の高さには非常に魅
力を感じています。言うまでもなく、ソフト
ウェアだけでは私たちのビジネスは成立し
ません。HPEのハードウェアと組み合わせ
てこそ、お客様の期待に応える可用性やパ

フォーマンスを提供できると考えて、協業を
深めてきました。本格的なクラウド時代を
迎えて、この関係は今後ますます重要にな
ると考えています。

首藤：このところ強く感じているのが、情
報活用のトレンドが大きく変わってきてい
る点です。以前はバランススコアカードや
ダッシュボードなど、「今何が起こっている
のか？」を知ることが主流でしたが、現在は

「その原因は何なのか？」「どういう対応が
必要なのか？」まで掘り下げて、問題が見
つかれば即座に手を打たなければなりま
せん。つまり「事実に基づくリアルタイムの

SAP HANAを通じたパートナーシップから生まれる
データドリブン経営を支援する新たな価値提案

長年にわたる協業関係を通じて、多く
の顧客に対して時代の要請に応じた価
値を提供し続ける日本ヒューレット・
パッカードとSAPジャパン。1つのプ
ロジェクトチームとして、お互いの検証
センターを使ってPoCを実施するコラ
ボレーションは、他に例のない緊密な
信頼関係があってはじめて実現するも
のです。ますます加速するリアルタイム
エンタープライズやデータドリブン経
営のニーズに対して、両社は現在どの
ように取り組み、どのような価値を提
供しようとしているのか。2人のキーマ
ンに最新の取り組みについて語っても
らいました。

SAP HANAビジネスで深まる
HPEとSAPのコラボレーション

増え続けるデータの活用を実現する
HPEの最新ソリューション

Partner Solutions
日本ヒューレット・パッカード株式会社

PR記事

（対談に参加した2人のキーマン。左から） 日本ヒューレット・パッカード株式会社
ハイブリッドIT事業統括
製品統括本部
統括本部長

本田 昌和氏

SAPジャパン株式会社
バイスプレジデント
プラットフォーム＆テクノロジー事業本部 本部長
チーフイノベーションオフィサー

首藤 聡一郎氏
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意思決定」が必須になってきているのです。
本田：私たちも同じように感じています。

「Data is New Currency」との言葉通り、
これからはいかにデータを有効活用できる
かがビジネスの成否を分けます。世の中は
データを活用してビジネスを改善・加速させ、
同時にコストを削減していくデータドリブン
な世界に急速に変わりつつあり、もはや従来
の技術では増え続けるデータをハンドリング
することはできません。
首藤：この課 題に対して、HPEは技術の
側面から答えを提供されていますね。膨
大なデータを管理できる不揮発性メモリ

「HPE Persistent Memory」の搭載や、
オンプレミスでもリソースを使った分だけ
料金を支払う従量課金型サービス「HPE 
GreenLake」には、私たちも大いに注目し
ています。
本田：ひと昔前はいわゆるIAサーバーな
ら、どのベンダーの製品も同じという風
潮があったと思います。それが新たなテク
ノロジーの登場によって、ここ数年で大き
く変わりつつあります。「HPE Persistent 
Memory」もその1つです。ここでは「デー
タを蓄積する」と「データを高速処理する」
という、ある意味で技術的には相反する世
界を同時に実現しました。最新のテクノロ
ジーをいち早く採用したサーバーという魅
力が、お客様からの高い評価につながって
いると思います。

首藤：お客様からよく寄せられるご質問とし
て、「HPEとSAPのHANAでの協業は、他
のベンダーと比べて何が優れているのか」
というものがあります。
本田：一方の「HPE GreenLake」は、いう
なれば「クラウドとオンプレミスのいいとこ
取り」です。システムはオンプレミスで使い
たいけれど、従量課金型サービスの経済性
も利用したいというお客様の大きな反響を
呼んでいます。
2019年の6月に開催されたグローバルイ
ベントで、当社のCEOであるアントニオ・ネ
リは、「2022年までに、私たちはすべての

サービスをサブスクリ
プション型で提供でき
る会社になる」という
方針を発表しました。

「HPE GreenLake」
はそうした試みの柱と
なるものですが、特に
SAP HANAの場合は
データベースなので、
従量課金のメリットが
見 えやすい。どれだ
けインメモリの容量を
使ったかを、お客様自身で管理できるよう
になります。
首藤：ユーザーはシステムの運用・管理に煩
わされず、ビジネスで必要な容量のサイジン
グだけに目を配っていればよくなりますね。
本田：一度「HPE GreenLake」の契約をし
てしまえば、ビジネスの拡大に応じて「デー
タが何 TB増えたので、何コア分のリソース
追加が必要で、月額費用がいくら増える」と
いった判断だけで、スピーディにシステム拡
張が行えます。従来のように、リソース要求
のたびに複数製品の見積もりを取って、比
較検討して、稟議にかけて、納期を待って、
といった手間はなくなり、ビジネスのスピー
ドに負けない拡張が可能になります。これ
は、お客様にとっても非常に価値あるビジ
ネスモデルだと自負しています。

本田：SAP HANAは、カラム型のデータ
ベース検索とインメモリの処理パワーによ
る高速性で分析シナリオを次々に変化させ
ることができる。そういう意味では、デー
タ活用にかつてないほどフォーカスしてい
るのがSAP HANAではないかと思います。
従来の「停まらない」「堅牢な」だけのデータ
ベースから進化し、より戦略的なデータ活
用の分野で、SAP HANAは今後ますます
アドバンテージを発揮していくはずです。
首藤：データドリブン経営の時代を迎えて、
今後はSAP HANAの中でも、アプリケー
ションのランタイムとしてではなく、純粋に

分析データベースとしての活用が急増する
と考えられます。性能の確保のためにデー
タマートを作成することなく、精度の高い
明細をリアルタイムで高速分析できるパ
ワーが大量のデータを擁するお客様から注
目され、すでにグローバルの金融系企業や
国内の大手通信系企業での実績が報告さ
れています。
本田：当社でも、今まさにデータベースとし
てのSAP HANAによる社内のIT変革プロ
ジェクトに取り組んでいる最中です。これま
ではグローバルで3カ月間の実績レポート
を作成するだけでも、数日の時間を要して
いました。この処理時間を劇的に短縮する
ためにSAP HANAを活用しようというこ
とです。このような分析で得られたファクト
をリアルタイムで可視化し、迅速な経営判
断に活かしていけるのがSAP HANAの最
大の価値だと考えています。
首藤：そのプロジェクトの成果を、私たちの
協業体制を通じてより多くのお客様に提供
し、新しいビジネスの価値につなげていけ
ると嬉しいですね。本日は貴重なお話をあ
りがとうございました。

オンプレミスなのに従量制課金
画期的な「HPE GreenLake」

SAP HANAを活用して
リアルタイム分析による
データドリブン経営を支援

日本ヒューレット・パッカード本社にある検証センターでは、SAPジャパン
とのさまざまな共同プロジェクトチームのPoCが実施されている。

日本ヒューレット・パッカード株式会社
https://www.hpe.com/jp/ja/home.html
E-mail：jpn_sap_alliance@hpe.com

お問い合わせ先

97Japan SAP User’s Group Information Magazine Vol.11



これまでの製造業界では、自社の業務に合
わせて基幹システムをカスタマイズし、さら
に可用性やセキュリティの観点からオンプレ
ミスで運用するのが“常識” とされてきまし
た。しかし、クラウド時代を迎えたことで、こ
の考え方は大きな転換期を迎えています。
SAPが提唱する「Fit to Standard」は、標
準化された機能に合わせて自社の業務プロ
セスを見直すことで、システムの横展開をグ
ローバル規模で加速し、どの拠点でも同じ環
境で仕事ができるようにする考え方です。こ
の意味で、これからのグローバルビジネスを
勝ち抜かなければならない日本の製造企業
にとって、SAP S/4HANA Cloud（以下、
S4HC）の導入は有力な選択肢と言えます。

SAP ERP導入の豊富な経験を備えたビジ
ネスエンジニアリング株式会社（B-EN-G）
が開発した「SMART Package for SAP 
S/4HANA Cloud」は、S4HCを短期間か
つ低コストで導入する、SAP承認済みの製
造業向けパッケージです。

S4HCには、SAP社の47年にわたる実
績と技術が蓄積された500を超えるBest 
Practicesのスコープアイテム（End to 
Endの業務シナリオ）が用意されています。
そのため、スコープアイテムを1つひとつ検
討していけば、それに長い時間を要します。
しかし本パッケージでは、SAP ERPの機能
を知り尽くしたB-EN-Gが、S4HCの多彩
な機能の中から製造業で想定される業務シ
ナリオに沿って必要な機能を厳選し、実務

に十分耐えうる構成で提供します（図参照：
2019年12月現在。今後のS4HCの更新
に合わせて変更の可能性あり）。
また 、B-EN-Gは単なるパッケージ提供だ
けでなく、ユーザー企業からのヒアリングを
踏まえて、最適な導入計画の提案も行いま
す。ユーザー企業の目的達成と共にS4HC
メリットを最大限に享受できるよう、導入の
すべての工程にわたりプロジェクトを強力に
リードします。

SAP S/4HANAへのスムーズな移行や
SAP Aribaの短期間導入を支援

SAP S/4HANA Cloudの導入は
製造業の有力な選択肢の1つ

製造業に必要な機能に限定し
パッケージで短期導入を支援

Partner Solutions
ビジネスエンジニアリング株式会社

PR記事

IT運用の負荷低減に大きく貢献し、また四半期ごとに新機能がリリースされるSAP S/4HANA 
Cloudは、既存のECC 6.0ユーザーの多くのニーズが反映された次世代のデジタルコアです。しか
し、オンプレミスのERPをSaaSへ移行するノウハウに習熟した企業は、現時点ではごくわずかです。
B-EN-Gが提供する「SMART Package」シリーズは、SAPのクラウド製品の導入を短期間・低コ
ストで実現すると同時に、周辺のクラウドサービスとの連携も視野に入れた、製造業に特化した最新
のクラウド導入パッケージです。

「SMART Package」で高品質＆省コストな導入を実現

購買管理

購買依頼

見積依頼

従業員経理管理 買掛金管理

資金管理

間接費管理 製品原価 プロジェクト会計 収益性分析 部門別業績

固定資産管理

一般会計 売掛金管理 与信管理

購買発注

入荷・受入

請求書照合

実地棚卸

品質検査

在庫/倉庫管理

基準生産計画

MRP

製造指図

進捗・実績管理

製造原価管理

引合

販売計画

見積

受注

出荷

売上/請求

仕
入
先

得
意
先

在庫管理

品質管理

財務会計

管理会計

生産管理 販売管理

図：SMART Package for SAP S/4HANA Cloudがカバーする機能（赤枠）
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「SMART Package for SAP S/4HANA 
Cloud」では、シンプルでユーザビリティに
優れたシステムを即座に安心して利用でき、
実際に運用しながら自社に最適な機能の追
加やオプション選定を進めていくことができ
ます。なお、オプションとしてAI搭載のBI機
能を提供するSAP Analysis Cloudのほ
か、さまざまな周辺ソリューションとの連携
も用意されています。
本パッケージがユーザー企業にもたらすメ
リットとしては、大きく以下の3つが挙げら
れます。
① SAP S/4HANA Cloudのメリットを

短期間で享受
製造業に必要な業務機能を短期間・低コス
トで導入できます。導入期間や工数、作業
は計画の段階で明確化し、コストは抑制さ
れます。
② 豊富な導入経験から生まれたベストプラ

クティス
B-EN-GのSAP ERP導入の豊富な経験か
ら生まれたベストプラクティスをパッケージ
に反映。これらを自社のシステム機能として
すぐに活用できます。
③ 海外拠点のガバナンス統合
大きな運用負荷が発生しないSaaSなので、
小規模な海外拠点にも展開が可能。SAPの
経営管理ソリューションと組み合わせた運用
も可能です。

B-EN-Gでは、デジタルコアとしてのSAP 
S/4HANAやS4HCを取り巻くさまざま
なクラウドサービスとの連携も支援して
います。その1つが、製 造 業に欠かせな
い調達・購買業務をクラウド上で支援する

「SAP Ariba」を、わずか12週間で導入で
きる「SMART Package for SAP Ariba 
Snap Source-2-Pay」です。
調達・購買業務には、バイヤーとサプライ
ヤー間の紙の書類でのやり取りの煩雑さや
コンプライアンスなど、依然として多くの課

題が残っています。
こうした課題を解決できるのが、調達から
支払までの一連のプロセスをクラウド上で
統合管理する「SAP Ariba」です。しかし、
多彩な機能が搭載されたSAP Aribaは、
機能の選定を含む要件定義にかなりの時
間を要し、導入に半年から1年程度の時間
がかかるのが通常でした。この期間をわず
か12週間にまで短縮したのが、「SMART 
Package for SAP Ariba Snap Source-
2-Pay」です。

「SMART Package for SAP Ariba Snap 
Source-2-Pay」では、SAP Aribaの電子購
買機能の中から初期導入に最適な機能を選
定し、組み合わせています。まずは主要かつ効
果の高い機能に絞って短期導入することで、
SAP Aribaのメリットを即座に実感すること
ができます。同様のパッケージの中でSAPの
認定を取得しているのは、日本国内の企業で
はB-EN-Gだけです（2019年10月現在）。
特に注目したいのは、日本のユーザーを強く
意識している点です。パッケージには、SAP 
Ariba 導入に必要な資料がすべて盛り込ま
れています。Aribaの概要資料、WBS、承認
ワークフローなどの各種テンプレート、動画
の操作マニュアルなどです。これらの資料に
は多数の日本のお客様への導入支援で得た
ノウハウが含まれており、日本企業に適した
内容となっています。もちろん言語も日本語
で作成されているため、ユーザーは難解な英
文資料に悩まされることはありません。

12週間で導入するSAP Aribaでは、具体
的にどのような機能が利用できるのでしょ
うか。その好例の1つが、外部のサイトと
連携したカタログ購買です。本パッケージ
では、すでにアマゾンの法人向けサービス

「Amazon Business」などと連携した購
買プロセスがカバーされています。その他に
も、サービス商材（人材派遣契約、保守契
約、廃棄物契約など)や、注文書のいらない
購買プロセスもカバーしています。
こうした機能は、SAP Aribaのメリットをい
ち早く獲得したいユーザーにとって大きな意
味を持つはずです。
今回ご紹介した2つのパッケージにとどまら
ず、B-EN-GではSAP S/4HANA Cloud
の導入から周辺のクラウドサービスとの連
携に至るまで、幅広い支援体制を整えてい
ます。クラウド時代のIT変革を目指すSAP
ユーザーに向けて、B-EN-Gは高い付加価
値サービスを提供します。

SAP Aribaを12週間で導入
調達業務の変革を実現

Amazonなどの外部サイトと
連携した購買プロセスもサポート

導入資料やテンプレートを
すべて日本語で提供

B-EN-Gの豊富な経験から
生まれたベストプラクティス

バイヤー業務 サプライヤー業務

購
買
規
定
チ
ェ
ッ
ク

見積発注 見積回答

注文確認

出荷通知

電子請求

定期請求

各種レポート

見積/発注

出荷

請求/支払

カタログ発注

検収

自動請求書照合

支払データ自動作成

レポートによる全社支出管理

メ
ー
ル
通
知

承
認
フ
ロ
ー（
商
材
別・金
額
別
）

図：日本企業の購買活動に必要な自動照合、チェック機能、レポートなどを
サポートするSMART Package for SAP Ariba Snap Source-2-Pay

ビジネスエンジニアリング株式会社
ソリューション事業本部　営業本部

https://www.b-en-g.co.jp/
Tel: 03-3510-1622　
E-mail：solution-info@b-en-g.co.jp

お問い合わせ先
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あらゆるビジネスがグローバル化し、日本

企業の海外進出は増加の一途を辿っていま

す。M＆Aによってある日突然海外拠点が

増えたり、縁が薄かった地域に進出したり

と、これまで経験のない事態への対応も増

えてきました。そしてIT部門は、グローバル

拠点にロールアウトや新規構築したSAPシ

ステムの運用保守についても対応を迫られ

ています。

システム運用は現地の担当者やベンダーに

任せるという考え方があるものの、ガバナン

スの観点からは日本のIT部門が状況を把握

し、統合的に管理するのが理想的です。しか

し、グローバルに対応できる要員が少ない、

IT部門と海外拠点が連携できるスキームが

ないなど、海外拠点まで日本の情シスの手

が回らず、マスタやシステムの個別最適化が

進むことも少なくありません。例えば原価管

理の基準が異なるなど、数値の妥当性を把

握できないことが正しい業績管理をするた

めのボトルネックになっています。ITガバナ

ンスの構築が不十分であれば、ビジネス上

のリスクも高くなります。

一方で、国内のIT運用管理にも多くの課題

があります。2025年のSAP ERPの保守サ

ポート終了に備えたSAP S/4HANAへの

マイグレーションや、デジタルトランスフォー

メーションへの取り組みなどに追われ、決し

て潤沢ではないITリソースを海外システム

の運用保守に割くことは困難になっていま

す。とはいえ、企業として競争力や生産性を

高めていくためにも、国内外のIT環境を包

括的に管理し、運用の効率化、経営に資す

る環境整備を進めることは待ったなしの状

況です。

このようなニーズには、グローバルに対応

したAMO（Application Management 

Outsourcing）サービスの活用が有効です。

SCSKのAMOサービスでは海外拠点の

SAPシステムの運用を一括してアウトソー

シングできるのが特長です。豊富なSAPソ

リューションの導入実績を持ち、世界5極

にグループ拠点を置くSCSKは、障害対応

から仕様変更や機能追加検討までをワンス

トップで提供するグローバルAMOサービス

を用意しています。

SCSKのグローバルAMOサービスの強み

は、商社や製造業など、数多くの日本企業

のグローバルシステム運用を支援してきた実

績です。SCSKは、日本、アメリカ、中国（上

海）、アジア太平洋（シンガポール、インドネ

シア、ミャンマー）、ヨーロッパ（ロンドン）の

5極、9カ所のグループ拠点をベースに各国

と連携しながら、日本からガバナンスを効か

せられるシームレスなAMOサービスを提供

しています。

まずは現地の拠点担当者が一次サポートと

して、問い合わせ、障害に対応。さらに日本

で二次サポートとして、システム改修、共通

ルールの変更などに対応するため、ITガバ

ナンスを維持できます。また、現地では固

有の要件に精通したサポート要員が対応す

ることにより、海外の言語でのやり取りに

不安がある日本企業でも、海外拠点とのコ

ミュニケーションを円滑に行うことが可能

です。英語や中国語など多言語に対応して

います。

海外拠点では法規制やシステム運用におけ

る慣習も異なるため、日本国内と同じよう

に業務を行うことは容易ではありません。

現地のシステム要件を深く理解しているサ

ポート要員に任せることで、質の高いシステ

ム構築と運用を維持することができます。

世界5極のSCSK拠点が連携する
グローバルAMOサービスで
日本主導のITガバナンスを強化
日本企業のグローバル展開が進むとともに、海外拠点のシステム環境の管理を一元化し、標準化と
ガバナンスを強化することの重要性が増しています。SCSKでは日本、アメリカ、中国、アジア太平
洋、ヨーロッパの世界5極、9カ所のSCSKグループ拠点に人材を配置し、日本語、英語、中国語
などの言語に対応したAMOサービスを提供。38カ国200以上の地域におけるヘルプデスク業務
で培ったノウハウにより、SAPシステムの効率的な活用と運用を支援します。

ビジネスのグローバル化を支える
統合的なITガバナンスの重要性

200以上の地域での経験をベースに
世界5極でサービスを提供

Partner Solutions
SCSK株式会社

PR記事
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SCSKのグローバルAMOサービスは、大

企業から中堅企業まで幅広く活用されてい

ます。製造業、特に自動車や自動車部品関

連のメーカーが多いこともあり、アジアとア

メリカでのサポート実績が豊富です。さらに

南米やヨーロッパにも拡大を続けています。

現地でのコミュニケーションやシステムの固

有要件への対応、日本拠点と円滑な連携を

実現するためのスキームが既にあるため、

サービス開始を容易に行うことができます。

また、SAPの周辺システムも含めたサポート

も充実しています。属人化しがちな業務も、

SCSKにアウトソースすることで透明性が維

持されます。

もちろん、海外拠点へのSAPシステムの新

規導入やロールアウトにも対応しています。

グローバルソリューションとして、インフラや

ネットワークの構築サポート、運用保守まで

ワンストップで提供します。

主なAMOサービスの実績
●製造業A社：
ロールアウトからAMOサービスまで提供
海外事業会社へのSAP ERPのロールアウ

トと運用保守の依頼に対して、SCSKがコ

ンサルタントとしてRFPの作成から支援。現

地法人の訪問においても、現地のトップに対

しての展開計画報告をサポートしました。作

業内容の合意を経てロールアウトを実施。

展開後はアプリケーションやミドルウェアか

ら、データセンターを活用したインフラの運

用保守まで担当しています。

●製造業B社：
新規導入からAMOサービスまで提供
同社はアジアに複数の工場を持っていまし

たが、各拠点の生産量がさほど多くなかっ

たため、日本の本社は月1回主要な指標

をExcelシートで受け取るだけで十分でし

た。ところが近年は急激に生産量が増え、

J-SOX対応が求められるようになり、システ

ム導入が必要になりました。そこでSCSK

がSAP ERPの 導 入 を 支 援。稼 働 後 は

AMOサービスでアプリケーションの運用保

守を担当しています。

今 後 はグ ロ ーバ ル 拠 点 でもSAP S/4 

HANA導入が進んでいくでしょう。それに

備えてSCSKではSAP S/4HANAおよび

PaaS基盤であるSAP Cloud Platform

の導入要員、保守サポート要員の増員、

教 育 を急ピッチで 進 めています。SAP 

S/4HANAに対応したコンサルタントや

SEは現在400名以上が在籍し、毎月一

定のペースで増加を続けています。SAP 

S/4HANAの運用・保守は、新規導入や移

行を手がけて実績を積んだコンサルタント

をジョブローテーションしているため、移行

後も知見を活かした的確なサポートが可能

です。

SCSKは、SAPシステムの導入経験と実績

を集約したグローバルサービスを、お客様

のニーズに合わせて提供していきます。

システム構築から運用保守までを
ワンストップで提供

SAP S/4HANA運用保守の
スキルを持つエンジニアを育成

海外拠点

   全体統制・意思決定 一次対応
   （現場に密着したヘルプデスク対応）

   二次対応
   （変更／問題／リリース管理）

   お客様本社 
  IT部門

   
エンドユーザー様

●設計および開発      ●リリース計画
●海外拠点への指示   ●一括運営での全体管理
●お客様本社（情報システム部）との 連絡・共有

●現地時間／現地言語での一次対応
●要件確認   ●お問い合わせへの回答
●現地オンサイト支援

   回答/障害対応　

お問い合わせ/
変更依頼など

図：グローバルAMOサービスの体制

SCSK株式会社
http://www.scsk.jp/
SAPソリューションサイト
http://www.scsk-erp.jp/
担当：ビジネスソリューション事業部門　AMO第二
事業本部 エンタープライズサービス部　福島
E-mail：sap-info@ml.scsk.jp

お問い合わせ先
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独立系オープンソース企業として
あらゆるワークロードの実行を支援

SUSEは1992年に創業し、エンタープライ
ズLinuxディストリビューションを展開して
きました。Novell、Attachmate、Micro 
Focusのグループ企業としての時期を経て、
2019年3月にスウェーデンの投資会社で
あるEQTの傘下へ移行し、独立したオープ
ンソースソリューションのプロバイダーとし
て再スタートを切りました。2019年8月
には新たなCEOとして、SAPのCOO（最

高執行責任者）兼デジタルコアソリューショ
ンCRO（最高売上責任者）を務めていた
Melissa Di Donato（メリッサ・ディドナー
ト）が就任し、次のステージへと歩みを進め
ています。
主力製品であるエンタープライズLinux
ディストリビューション「SUSE Linux 
Enterprise Server（以下、SLES）」は、
x86サーバー、メインフレーム、ワークス
テーション、ハイパフォーマンスコンピュー
タ（HPC）などに向けて開発されています。
SUSEのミッションは、あらゆるワークロー

ドを実行できる環境を
提供し、ビジネスを成
功に導くことにありま
す。特にミッションクリ
ティカルな分野に注力
しており、24時間365
日停止が許されない多
くの重要なシステム基
盤に採用されています。
ソリューションのワー
クロ ードに最 適 化し
た バリエー ションも
豊 富 で、SAP向 け に
S A P H A N A、S A P 
Ne tWeave r、SAP 
S/4HANAソリュ ー

ションの管理機能やセキュリティ機能など
を同梱した「SUSE Linux Enterprise 
Server for SAP Applications」はその1
つです。これにより、SAPシステムにおいて
パフォーマンスの最適化、ダウンタイムの短
縮、迅速なデプロイメントなどを実現し、時
間短縮や運用コスト削減に貢献します。
またSUSEは、ユーザーの要望に合わせて
新技術への対応も積極的に進めてきました。
近年、アプリケーションを小さな単位、かつ
短いサイクルでデプロイしたいという開発者
のニーズから、コンテナ技術に注目が集まっ
ています。そこでSUSEではKubernetes
をベースにしたエンタープライズ対応のコ
ンテナ管理ソリューション「SUSE CaaS 
Platform」を提供しています。
近年、エンタープライズのIT環境でもアジャ
イル開発のニーズが急激に高まっています。
そこでSUSE CaaS Platformは、コンテ
ナのフォーマットとKubernetesを使って
インフラのオーケストレーションとマネジメ
ントを実行する製品として開発しました。シ
ステムの短期導入を求める大企業からソフ
トウェアベンダーまで、多くの企業に採用さ
れています。SAPのソリューションでも、複
数のデータソースを統合的に管理するSAP 
Data Hubの開発に使用されました。SAPの
ソリューションでも、SAP Data Hubは最初

ミッションクリティカルなSAPシステムを支える
SUSEのオープンソースソリューション戦略
オープンソースのエンタープライズ市場において、圧倒的な存在感を持つSUSE。ドイツ発祥の同
社はSAPとも関係が深く、SAPのアプリケーションの70％はSUSEのプラットフォーム上で稼動
し、SAP HANAへの移行においても多くのユーザーに採用されています。今回は、グローバルチャ
ネル担当副社長のPhillip Cockrell（フィリップ・コクレル）がSUSEのSAPビジネスに関する
戦略、SAPユーザーの課題解決、パートナーの支援について語りました。

Partner Solutions
SUSEソフトウエアソリューションズジャパン

PR記事

SUSE® 

Solutions

SAP™
Data Hub

SAP HANA™ 
Enterprise

Cloud

SAP 
HANA™ in 
Containers

SAP
Solutions
on Public

Clouds

SAP
Business

One™

SAP
S/4HANA

SAP Business
Suite

SAP HANA™

図：あらゆるSAPソリューションに対応
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SUSE CaaS Platformを使用して開発さ
れ、SUSEは引き続きSAP HANA環境のコ
ンテナベースのソリューションなどでも引き続
きSAPとの協力関係を続けています。
2019年4月には、Microsoft Azure上の
SAP HANA Large Instanceに対応した
エンタープライズLinuxイメージの提供を開
始しました。Azure上で一貫した構築と管
理機能を提供することにより、カスタマーエ
クスペリエンスの向上を実現するものです。
これはSUSEが創業から25年以上にわたっ
て築いてきたパートナーの関係をクラウドベ
ンダーに拡大したもので、今後もさまざまな
パブリッククラウドをサポートしていきます。

世界中で多くのハードウェアベンダーやソフ
トウェアベンダーとアライアンスを形成して
いるSUSEですが、SAPとは特別な関係が
あります。両社ともドイツを発祥とする企業
で、本社オフィスも車で2時間の距離にある
非常に身近な存在です。SAPは20年前の
SAP Linux Labでの技術面でのコラボレー
ションをきっかけに、開発プラットフォーム
にSLESを採用しました。以来SAPのアプ
リケーションはすべて最初にSLES上で開
発、性能のチューニングなどが行われていま
す。SLES はSAP HANAの開発にも活用
され、SUSEはパフォーマンスの向上に向け
てLinuxカーネルの特別な調整に対応しま
した。そのためSAP HANAのリリース直後
は、唯一の対応OSはSUSEとなっていま
した。現在ではLinuxで稼動する全SAPア
プリケーションの70％、HANAアプリケー
ションの90％以上がSUSEをベースに導入
されており、「SAP on LinuxならSUSE」
というほど信頼を獲得しています。
このような長い歴史があるからこそ、SAP環
境のリスクや複雑さを軽減しながら、新しい
トレンドの導入を支援可能です。新しいトレ
ンドは複雑性を招きがちですが、SUSEは
20年にわたるSAPとの協業の経験に基づ
いて、SAP環境を極力シンプルかつ使いや

すくすることを目指しています。
SAPとのアライアンスは、SUSEのコー
ポレート戦略でも重要な位置を占めます。
2025年にSAP ERP（ECC 6.0）がサポー
ト期限終了を迎え、SAP S/4HANAへの
移行はますます加速するはずです。これに
よりデータベースはSAP HANAのみとな
り、現在WindowsやUNIX上でデータベー
スを稼動させているユーザーもLinuxへの
移行が必要となるため、SLESが選択され
るケースが増えていくと考えています。SAP 
S/4HANAへの移行支援においては、各国
のSAPのユーザーグループにサポーターと
して参加し、SUSEのメリットを知っていた
だき、ご利用いただけるよう努めています。

ユーザー向け/パートナー向けの
豊富なサポートプログラム

SUSEでは、SAPユーザーやパートナーの
課題解決に向けて、さまざまなサポートを
用意しています。ユーザー向けには、通常の
サポート期間が終了した製品のテクニカル
サポートやパッチ適用などを最大3年間継
続する長期サービスパックサポート（Long 
Term Service Pack Support）がありま
す。これは、ライフサイクルが長い日本のユー
ザーの声に基づいて製品化したものです。そ
の他にも、LinuxサーバーのOSやパッチを
常に最新化するための包括管理ソリューショ
ン「SUSE Manager」、リブートすることなく
Linuxのカーネルにパッチを適用する「SUSE 
Linux Enterprise Live Patching」なども
用意しており、アプリケーションの24時間稼
動、長期安定性の確保、メンテナンスコスト
の最適化などを支援します。
一方、パートナー向けには24時間365日
対応のプレミアムサポートサービスを提供。
プレミアムエンジニアとカスタマーサクセス
マネージャーで構成される専任のチームが
さまざまな支援を提供します。
ユーザー事例も豊富で、SUSEのWebサ
イトにはSAP HANAを中心とした事例が
100近く掲載されています。例えば、フラン
スに拠点を置く欧州宇宙機関（European 
Space Agency）は研究やエンジニアリン

グの分野でSAPのビジネスアプリケーショ
ンを活用し、効率アップやコスト削減を目指
しています。同機関はSAPシステムのプラッ
トフォームにSUSEを活用することで、物理
サーバーを150台削減しました。期待通り
のパフォーマンス強化が実現した結果、メン
テナンスコストも導入1年目で40％削減を
達成し、導入時に掲げていた目標をクリアす
ることができたといいます。
SAPとの協業関係が長いSUSEは、SAPシ
ステムがいかにクリティカルであるかを最も
よく理解しています。そのことを念頭に、シス
テムリスクや複雑性の軽減だけでなく、ビジ
ネス上の効率性の向上やコスト最適化にも
貢献します。多くのお客様に、SUSEをSAP
システムにおける第一の選択肢、そして最上
の選択肢として選んでいただきたいと願って
います。

Linuxで稼動する
SAPアプリケーションの
70％がSUSEをベースに導入

SUSE
グローバルチャネル担当副社長

Phillip Cockrell

SUSEソフトウエアソリューションズジャパン株式会社
https://www.suse.com/ja-jp/

お問い合わせ先
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SAP S/4HANAへの移行を検討する企業
の多くが、新たなプラットフォームとしてクラ
ウドに着目する背景には、まず全社の業務
を支える基幹システムとクラウドのそもそも
の親和性があります。
これまでオンプレミス環境を運用してきたIT
部門は、その多くの時間をハードウェアの保
守、また数年ごとのライフサイクルに応じた
リプレース、さらには障害対応や災害対策と
いったタスクに費やしてきました。クラウド
への移行によって、こうした負荷の大幅な低
減と同時にコスト削減が実現することは、そ
れだけを考えても企業にとって大きなメリッ
トです。
その中で、このところGCPに関する問い合
わせが急増しているのには、いくつもの明
確な理由、すなわち「SAPとGCPの組み
合わせならではのアドバンテージ」があり
ます。GCPはもともとGoogleが自社のさ
まざまなビジネスで活用してきたプラット
フォームを、一般企業向けのクラウドサービ
スとして提供を開始したものです。つまり、
YouTubeやGmailといった事業で培ってき

た先端技術が凝縮されたGCPは、膨大な
データとトランザクションが行き交うSAP 
S/4HANAの運用基盤としても十分な堅牢
性、可用性、柔軟性を備えており、このこと
が多くのSAPユーザーの注目と期待を集め
ているのです。

以下では、GCPがSAPユーザーにもたらす
代表的な3つのメリットを具体的に見ていく
ことにします。
1. SAPを支えるIaaSとしての充実した

機能
GCPはいわゆるIaaSサービスの1つです
が、他社には真似のできないGoogleなら
ではの多くのアドバンテージが備わってい
ます。まず筆頭に挙げられるのが「Google
の独自設 計によるハードウェア」です。
Googleのデータセンターでは数千台の物
理サーバーが稼動しており、これらはすべて
Googleが独自に設計・開発したものです。
クラウドサービスに特化した設計で、SAP 
ERPをはじめとする基幹システムにふさわし
い安定性と可用性を備えています。
もう1つの特長として挙げられるのが、利用

するすべてのサーバーに対して「ライブマイ
グレーション」の機能を提供できることです。
ハードウェア保守の際にサーバーを再起動
させる運用はクラウドサービスではごく一般
的ですが、SAP ERPにおいてはその寸断す
ら許されないことも少なくありません。
しかし、GCPでは仮想サーバー上のインス
タンスを稼動したまま別のサーバーに移動
できるため、ユーザーはビジネスを停める
必要がありません。この徹底したビジネス
ファーストの思想は、膨大なGoogle検索
やYouTubeのトランザクションの処理ノウ
ハウ、そして世界最大規模のクラウドネット
ワークを自社で運用してきた経験から生ま
れたものです。
2. クラウドならではの使いやすい料金体系
GCPの料金体系は、実に明快です。初期費
用が不要で利用料金も1秒単位の課金なの
で、「必要な分、使っただけ」支払えばOK
です。また導入時の契約においても「最低利
用拘束期間」といった条件はなく、必要な時
だけ使っていつでも利用を停止できるため、
システム投資のムダがありません。
さらにユニークなのが、3年間使えば自動
的に割引が適用されることです。「契約期間
で縛ることなく、しかも使い続けてもらえれ

GCPとBigQueryによる
「攻めのデータ分析基盤」の構築

高度な可用性と柔軟性を備えた
Googleの事業基盤をサービス化

独自設計のハードウェアを活用した
高度な機能性とコストパフォーマンス

Partner Solutions
グーグル・クラウド・ジャパン合同会社

PR記事

2025年に迎えるECC 6.0のサポート終了に向けて、SAP S/4HANAへの移行を検討する企業の
多くは、新たな基幹システムの運用を支えるプラットフォームとして「クラウド」の活用を視野に入れて
います。こうした中で、いま大きな注目を集めているのがGoogle Cloud Platform（GCP）です。
Google独自のビッグデータ処理や機械学習のテクノロジーが凝縮されたGCPは、SAPが提唱する

「OデータとXデータの融合」によるデータ活用戦略の基盤としても高い価値を備えています。

OデータとXデータの融合による未来のデータ活用戦略を支える
クラウドプラットフォームの新たな選択肢
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ば値引きする」というユーザーファーストの
プライシングは、他社のサービスにはないも
のです。

ここまでで紹介した2つのメリットは、いわ
ば「ビジネスを守る基盤」となるものでした。
そこで3つめとして、これからのデータ活用
時代のビジネスを支えるGoogleの「攻めの
テクノロジー」について見てみることにしま
しょう。
3. GCPならではのビッグデータ処理と機

械学習との融合
データをいかにして効果的に活用するかが
企業の生き残りを左右するこれからの時代
において、「守り」の技術だけで満足していて
は、未来の成長は望めません。そこでは膨
大なデータから価値あるインサイトを獲得
し、次の成長戦略を導き出す「攻め」のテク
ノロジーが不可欠です。そこで注目したいの
が、SaaSとして提供される企業向けデータ
ウェアハウス「BigQuery」です。
BigQueryのもっとも大きな特長は、複数
のインスタンスをまたいで膨大なデータを1
カ所に集約し、自由に活用できる点にありま
す。SAP S/4HANAはもちろん、他のイン
スタンスのSAP ERPやSalesforceなどの
外部サービスからのデータをBigQueryで
加工、分析することができます。ここでは数

千台のサーバーが分散して検索を実行し、
1TBのデータでも約1秒でスキャンを完了
するほどのパフォーマンスを発揮します。
また、BigQueryは機械学習にも応用でき
ます。従来の機械学習では、集めたデータ
を分析する前にデータサイエンティストが予
測モデルを作成する必要がありました。しか
し、あらかじめ機械学習機能が搭載された
BigQueryなら、「このデータをもとに、この
売り上げを予測せよ」というクエリを発行す
るだけで、自動的にモデルを作成できます。
これまでは蓄積するだけで手付かずだった
データも含め、あらゆるデータをビジネス
の要求に応じて横断的に分析・活用できる
BigQueryは、まさにGCPの「攻めのデー
タ活用」を象徴するサービスだと言えます。

Googleでは現在、エッジコンピューティ
ングにも大きな力を注いでいます。SAPが
提唱する「OデータとXデータの融合」は、
同じくGoogleの目指すところでもありま
す。一部の企業で取り組みが始まったばか
りのXデータの収集には、ものづくりの現
場のようなエッジにおけるコンピューティ
ングが不可欠であり、そこではGoogleの
TensorFlowなどのAI技術の活躍の可能
性があると考えているからです。
Googleでは、こうした業務の現場から収集

したデータの取り扱いも厳格に管理してい
ます。一部のSAPユーザーからは「Google
は無料のコンシューマサービスだから、デー
タのセキュリティの面で不安がある」とい
う声が聞かれますが、それは全くの誤解で
す。GCPは安心してご利用いただけるよう、
ユーザー企業に高度なシステム基盤を提供
しています。当然、そこにあるデータは最高
レベルのセキュリティで守られ、外部からア
クセスすることはできません。
Googleの数々のビジネスを支えてきたク
ラウド基盤をそのまま利用できるGCPは、
BigQueryを活用した新たなデータ戦略も
含めて、SAP S/4HANAへの移行を検討
する企業にとっての新たな選択肢として、多
くの可能性を秘めていることは間違いありま
せん。

攻めのデータ活用を支援する
データウェアハウス「BigQuery」

エッジコンピューティング、AIが
切り拓く未来のビジネスの可能性

BQ ML Dashboard

Trends Data

Social Data

Ads Data

Geospatial 

Smart Data
Access

Data Hub

ML APIs

業
務
シ
ス
テ
ム

O-Data X-DataGCPの機械学習

BigQuery
SAP HANA

図：基幹システムから社外の多様なXデータ、IoTデータまでを横断的に分析するBigQuery

グーグル・クラウド・ジャパン合同会社
URL：cloud.google.com/contact/
Tel：0120-682-072

お問い合わせ先
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SAP ERPの豊富な導入・運用の実績を
持つISIDには、このところ製造業を中心に
SAP S/4HANAへの移行に関する相談が
多く寄せられています。特に多いのが「SAP 
S/4HANAへの移行にはどんなメリットが
あるのか？」「移行に関するコスト感を知りた
い」の2つです。こうした相談からは、最新
のデジタルコアに早期に移行したいが、明確
な費用と投資対効果が見通せないため、決
断に踏み切れないというユーザー企業の悩
みが伝わってきます。
移行に伴うコストを知るためには、現在のシ
ステムがどのような状態にあるのかを精査す
るアセスメントが必要ですが、ここでも「導
入当時の担当者がいなくてよくわからない」

「ベンダーに任せきりでシステムの状態を
把握できていない」といった声が多く聞かれ
ます。
加えて、2025年のSAP ECC 6.0のサポー
ト終了に伴う技術者不足は確実であること
から、従来のような人海戦術から、限られた
人手とコストで効率よく移行を乗り切る方向
への発想の転換が求められています。

こうした効率的かつ省コストなアセスメ
ントを可能にするのが、ISIDの提供する

「Panaya」です。2006年にイスラエルで
開発されて以来、SAP ERPをはじめとする
エンタープライズアプリケーションのアップ
グレードや移行に伴う影響分析やテストを
支援するソリューションとして、グローバル
で3,000社以上（日本国内では300社以
上）の導入実績を誇ります。

また、SAP ECC 6.0ユーザーにとっての大
きなニュースとして、2019年10月にSAP 
S/4HANAへの移行に特化した機能強化が
図られた最新版がリリースされました。
最も大きな機能強化として挙げられるのが、

「SAP S/4HANA影響分析アセスメントレ
ポート」です。これは現行のSAP ERPの内
部を精査して、SAP S/4HANAへの移行に
よる影響予測を調査・レポートする機能で
す。すでにSAP社からは標準のアセスメン
トツールとして「SAP Readiness Check 
for SAP S/4HANA」や「ABAP Test 

SAP S/4HANAへの移行アセスメントを
わずか48時間で可能にする自動化ツール

SAP S/4HANAへの移行を
いかに省コストで乗り切るか？

SAP ERPの移行機能が強化された
「Panaya」の最新リリース

Partner Solutions
株式会社電通国際情報サービス

PR記事

SAP S/4HANAへの移行に際して多くのユーザーの関心事となるのが、期間とコストの問題です。
正確な移行コストを見積もるためには事前の影響度調査（アセスメント）を実施し、工数や問題点を
洗い出した上で詳細なロードマップを作成する必要があります。電通国際情報サービス（ISID）が
提供する「Panaya」は、SAP S/4HANAへの移行に伴う影響度分析やテストの効率化を通じて、
SAP S/4HANA移行プロジェクトの期間とコストを削減します。これまで人手をかけて1ヶ月以上
の時間を要したアセスメント作業でも、わずか48時間で完了できる画期的なツールです。

「Panaya」と「BusinessSPECTRE」で省コスト＆効率的な移行を実現

現状のアセス方法

Panayaの場合

約1ヵ月以上～

４８時間
Panaya抽出プログラム

SAP S/4HANA Readiness Check

Simplification
check report ABAP Test

Cockpit

ABAP Test
Cockpit SAP ERP 6.0x

Simplification 
item catalog

Simplification 
item catalog

Simplification
check report

自動
抽出

Panayaオリジナルセットアップガイド（cookbook）

SAPエキスパート

ソースコード・統計情報

500～1000ページの
PDF

アセスメント
レポート

アセスメント
レポート

プロジェクト
実行計画

ドキュメント整理
スクリーニング作業

クラウドで自動解析

Panaya分析エンジン

Since2009

SAPエキスパート

手作業 手作業 手作業

Web画面

図：Panayaを活用したアセスメントと従来の手法との違い
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Cockpit（ATC）」が提供されていますが、
Panayaはさらに多くの項目にわたる詳細な
情報を取得して、その結果をユーザーに提
供します。

最新リリースの新たな機能強化以外にも、ア
セスメントに要する時間を大幅に短縮でき
る点は、Panayaでしか実現できないアドバ
ンテージです。実環境を用意して調査を行
い、結果を人手でまとめていたこれまでのア
セスメントには、最低でも1～2ヶ月の時間
が必要でした。Panayaはアセスメント結果
の抽出から分析、レポートの出力までをすべ
て自動で行うため、一連の工程をわずか48
時間で完了できます。
この結果、ユーザーの最大の関心事である
コストも大幅に改善。初期アセスメントから
プロジェクトの実施、移行後の保守運用ま
でをワンプラットフォームでサポートすること
でコスト削減が実現します。

もう少し詳しくPanayaのアドバンテージを
見ていくことにします。まず「アドオンの修
正」です。SAP ERPの標準ツールにもアド
オンの分析機能はありますが、Panayaは
標準ツールがサポートしていない修正タイ
プを独自の分類でさらに可視化します。そ
の結果、これまでは移行後のテストではじ
めて明らかになっていたエラーにも事前に
対応することができ、手戻りを未然に防げ
るようになります。
その際の作業の見積もりも、Panayaを使
えば具体的にわかります。たとえば、アドオ
ンの中の「Adjust Clone Programs」＝ク
ローンPGMの修正では、「標準をコピーし
て作成したアドオンPGMへの対応が必要」
という修正内容がタスク化され、作業に何
時間かかるという工数見積もりも算出され
るため、ユーザーは直感的に修正内容やコ
ストを把握できる点も大きなメリットです。
この他にもPanayaは、これまでの標準

ツールではできなかった高精度で効率的な
SAP S/4HANAへの移行を実現する数多
くの機能を提供します。

もう1つ、ISIDが提供するツールの中で知っ
ておきたいのが「BusinessSPECTRE」で
す。このツールは、もともとSAP ERPに格納
された大量のデータを高速で抽出し、可視
化を支援するETL＋BIテンプレートソリュー
ションですが、SAP S/4HANAへの移行に
おいても優れた有用性を備えています。
SAP ERPからSAP S/4HANAへの移行
の場合、システム全体を一度に移行するに
は相応のリスクを覚悟しなければなりませ
ん。というのも、参照系やレポート用のアド
オンを追加している場合、それらにどのよう
な影響が出るかが読めないからです。
そこで、こうしたアドオンデータをBusiness- 
SPECTREを使って外部のデータベースに
移動し、SAP ERP本体を身軽にした上で
SAP S/4HANAへ移行することで、不測の
事態を回避することができます。

この他、BusinessSPECTREにはSAP 
S/4HANAの再導入やコンバージョンに伴
う、さまざまなデータの課題を解決できる機
能が備わっています。たとえばデータ参照基
盤の問題を例にとると、SAP S/4HANAで

はマスタデータの構造が変わるため、移行
前と後ではデータの見え方が変わってしま
います。このことは、移行後の業務の生産性
や品質の低下につながりやすいことから、多
くの企業が不安を感じているところです。
こうした 課 題 に 対 しても、Business-
SPECTREは移行の過渡期、移行後を通じ
て、すべてのエンドユーザーに対して、SAP 
ERPとSAP S/4HANAの両方のデータを
使って同一のレポートを表示することができ
ます。移行に伴うUI、UXの変化がないこと
で現場のストレスも少なく、高い生産性を維
持しながら迅速にSAP S/4HANAへ移行
できます。
IS IDで は、「Panaya」や「Bus iness - 
SPECTRE」にとどまらず、最先端のテクノ
ロジーが凝縮されたツールの提案を通じ
て、SAP S/4HANAへの移行を支援して
います。これらはトラブルなく省コストな移
行を実現したいと考えている企業にとって、
大きな価値をもたらしてくれるはずです。

エンドユーザーの環境を変えずに
低ストレスで移行を実現

さまざまなデータ移行の課題を解決する
「BusinessSPECTRE」の活用可能性

標準ツールでは洗い出せない
課題をPanayaが可視化

48時間でアセスメントを終了
コストを大幅に削減

SAP ECCを国内本社、海外子会社など複数のイ
ンスタンスで運用しているが、SAP S/4HANA
を再導入する際、移行の過渡期から全インスタン
スの移行完了後を通して、共通のデータ参照基盤
でレポートを参照したい。

SAP S/4HANAへの移行を見据
え、事前にSAP ECC上にあるアド
オンを可能な限り外部システムに
移行して、移行のリスク、コストを
低減したい。

アドオン処理が既存ECC上に多数あ
り、SAP S/4HANAに移行する際に
業務プロセスや他システムとの関連性
の再定義において、リスクがあると考え
られる。また、コストも不透明な状況。

課題① 課題②

2019年移行計画

本社

SAP ECCとSAP S/4HANAが混在

SAP ECC

SAP ECC

SAP ECC

SAP S/4HANA

SAP S/4HANA

SAP S/4HANA

子会社A

子会社B

2020年 2021年 2022年 2023年

図：SAP S/4HANAの再導入、コンバージョンに伴うデータ課題

株式会社電通国際情報サービス
https://www.isid.co.jp/
Tel.03-6713-7102
E-mail：g-isids4-sales@group.isid.co.jp
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ユーザー企業にとって、テストにかかる工数

（=コスト）の削減とソフトウェア品質の両

立は重要な課題です。近年における開発プ

ロジェクトの大規模化に伴い、テストのコス

トが肥大化する状況は今後も避けられず、

それだけにテストプロセスの標準化と効率

的にプロセス実行するためのツール・アクセ

ラレータの整備がより強く求められるように

なっています。

ウィプロでは、こうしたユーザー企業の声に

応えて、長年にわたり積極的な投資を進め

ながら、グローバルでの開発案件から得た

ノウハウをもとに、独自の方法論に基づく「テ

ストサービス」を提供してきました。同社の

サービスの主な特長としては、「開発チーム

から独立した観点による品質検証」に加えて、

「標準プロセス及びツールを利用した迅速

なテストの実施」、そして「周辺システムとの

連携を含むテストの自動化による時間とコス

トの削減」が挙げられます。

こうしたテスト品質の向上と効率化にフォー

カスしたサービスの独自性とそのメリット

は、ユーザー企業から、またアナリストレ

ポートにおいても高く評価されています。現

在も世界中で多数のテスト案件が稼動して

おり、これを3万名近くの専門のエンジニア

がオンショア／オフショアから支えています。

これらの全案件の半数以上はテストだけに

特化した契約となっており、ここには同社の

テストサービスに対する高い信頼が示されて

います。

ウィプロが開発工程からテストだけを切り出

し、独自のサービスとして提供してきたのに

は理由があります。

テストにおいては、開発したソフトウェアが

正常に動作するかどうかの確認に加えて、よ

り多くの問題を発見・修正することが重要で

す。これによりリリース後に生じる問題発生

のリスクを極小化し、可用性・信頼性の高

いシステムによる円滑な業務オペレーション

が可能となるからです。より多くの問題を解

決するためには、上流のシステム設計にまで

さかのぼって、その原因と影響範囲を迅速

に特定できる仕組み、すなわち開発工程間

のトレーサビリティの確保が重要となってき

ます。

しかし、大規模システムにおけるトレーサビ

リティを確保するためには、非常に多くの労

力を要するため、人手による管理ではコスト

がかかり過ぎます。こうした現場の悩みに対

して、ウィプロでは「ツールを使った情報の

一元管理による統合テスト環境」を構築する

ことで、トレーサビリティ管理の簡素化を行

いました。

また、「テスト実行の自動化」にも注力してい

ます。これまでの同社の開発プロジェクトの

経験を活かすことで、既存のテスト実行をさ

らに効率化し、工数を大きく削減できる可

能性があります。既存のテストケースを同社

のテスト方法論で再整理してみると、最大で

約40%のテストケースが不要または重複し

ていることが多くの案件で明らかになってい

ます。

また、平均で約30%のテストケースは完全

自動化、約20%は一部自動化が可能です。

迅速なデジタル改革をサポートする
ウィプロ独自の方法論に基づくテストサービス

3万名近くのエンジニアが支える
世界トップレベルのテストサービス

既存テストケースの
再整理・自動化による
徹底したテストの効率化を実現

Partner Solutions
ウィプロ・リミテッド

PR記事

長年の運用を通じた企業システムの大規模化、複雑化に伴い、その開発工数は増え続けています。こ
うした中で高い開発品質を維持し続けるためには、開発工程におけるテストをいかに効率的に、低コ
ストで実施できるかが大きなポイントになります。本記事では、長年にわたり大規模案件のテストに
特化したサービスで高く評価されてきたウィプロ・リミテッド（以下、ウィプロ）の知見をもとに、シス
テム開発におけるテストの重要性を紐解きながら、ウィプロのテストサービスならではの特長やメリッ
トについてご紹介します。

他社のテストツールを組み合わせたSAP S/4HANAへの移行も支援
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残りの約10%はどうしても人手が必要とな

りますが、同社のテストサービスを利用する

ことにより、多くのテストケースを削除、自

動化できる余地があり、これを徹底すること

でテストの効率は飛躍的にアップします。

ウィプロはTricentis社などテストツールプ

ロバイダーとのパートナーシップを通じて、

常にグローバルのベストプラクティスを取り

入れ、ユーザー企業それぞれの要件に応じ

た最適なテストサービスを提供することが

できます。さらに実際の企業システムでは、

プラットフォームの異なるパッケージやアプ

リケーションが混在している例がほとんど

です。同社のテストサービスなら、たとえば

ECC 6.0やJava、メインフレームなどが混

在する環境においても、システム全体を連携

させたインテグレーションテストも、ツール

を活用して効率的に実施することが可能と

なります。

以下では、ウィプロが提供するテストサービ

スメニューについて見てみることにします。

主なメニューとしては、「コンサルティング

サービス」「コアテストサービス」「SAPクラ

ウドアプリケーションテストサービス」「SAP 

S/4HANAテストサービス」があり、さらに

ユーザー企業の要望に応じたテストのカス

タマイズも可能です。

これらのサービスは、テスト計画とテスト

実行の２つから構成されています。まずテ

スト計画では、ウィプロで整備済みのテス

トケースを再利用する「ADOPT」、整備

済みのテストケースを一部更新して利用

する「ADAPT」、要件に応じて追加作成

する「ADD」を組み合わせることで、テス

トの実施に向けた準備を行います。SAP 

S/4HANAへの移行においても整備済みの

テストケースを利用することで、新たなテス

トケースの作成や実行の必要がなくなり、不

要なテストケースが削除されるため、コスト

削減が可能となります。

テストの実行では、APIを利用してテストシ

ナリオをモジュール化する「API Testing」、

標準の手順に沿ってテストケースを自動化す

る「Automation」、ツールを活用して周辺

システムを含めたインテグレーションテスト

を行う「End to End Testing」により、既

存の人手によるテスト実施作業を徹底して

自動化、効率化します。

また、テスト開始前の上流工程からウィプ

ロのテストエンジニアがプロジェクトに参加

し、業務オペレーションの理解に基づきテ

ストシナリオを定義、テスト実行プランを策

定します。さらに、海外で実施できるテクニ

カルな作業はオフショアチームをアサイン

するなど、豊富なオフショアリソースを活用

することでスケーラブルかつ柔軟なテスト体

制の構築が可能です。

ウィプロのテストサービスでは、ユーザー企

業ごとの要件を明確に定義します。たとえば

「テスト網羅率」「テスト自動化率」「潜在バ

グ数」など、具体的なメトリクスを設定する

ことで、ユーザー企業によるテスト要件の検

証が可能となっています。

ウィプロは独自のテストサービスを通じて、

既存のテスト手法における無駄をなくし、新

しい方法論に基づくツールを利用したテス

トサービスを提供することで、テストの自動

化、効率化を実現します。これにより迅速な

SAP S/4HANA移行を支援、日本のユー

ザー企業の喫緊の課題であるデジタル改革

への大きな貢献を果たします。

ウィプロが提供する
テストサービスメニュー

日本のユーザー企業の
迅速なデジタル改革をサポート

テスト実行

テストサービス 

テスト計画

ADOPT

Test Center 
for Enablement

ADAPT

ADD

定義済みのエンド・ツー・エンドのマニュアル
及び自動化されたテストケースが利用可能

定義済みのテストケースに基づき、ユーザー
ごとの要件に応じたテストケースを構築

ユーザーごとの個別のテストケースを特定し、
新規に構築

API Testing

Automation

End To End Testing

インターフェースを通じたビジネスロジックの
テストを、独自フレームワークを活用して自動化

標準化されたテストプロセスに基づき、システ
ム全体のテストの自動化を一貫してサポート

影響範囲を特定することで、必要な範囲のみ
のテストを実行可能

For Agile and DevOps Model

（テスト計画、実行・自動化サービスを要件に基づき組み合わせて提供）

図：テスト計画・実行の各フェーズにおける提供サービス

ウィプロ・リミテッド
URL：wipro.com/en-JP/
E-mail：info@wipro.com

お問い合わせ先
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SAP S/4HANAへの移行時には、業務や

システムの見直しとともに、海外の拠点で使

用するドキュメントやビジネスプロセスのカ

スタマイズ、UIのローカル言語対応にも目

を配る必要があります。UIやドキュメントの

翻訳作業は、システムの移行作業の後半に

発生します。

世の中には多くの翻訳会社があるものの、得

意/不得意分野によって仕上がりの差は歴然

です。SAP製品知識のない翻訳会社に依頼

した場合、SAP特有のモジュールや機能名

とともに会計、販売、生産管理といった業務

に関する用語の整合性確保が極めて難しい

ため、多くの手戻りや再翻訳が発生し、想定

以上にコストや時間がかかる状況が散見され

ます。移行を担当するITベンダーにドキュメ

ント翻訳も一括で依頼するケースもあります

が、往々にしてコスト高になるようです。

SAP S/4HANAへの移行プロジェクトで発

生する大量翻訳を効率的に行うには、SAP

製品用語に精通した翻訳会社の選定が欠

かせません。1986年に創立し、産業翻訳

を多く手がけてきた川村インターナショナル

は、2004年頃からSAP製品の翻訳に携わ

り、2008年にアジア初のSAP Language 

Service Partnerに認定されました。約15

年にわたるSAPのローカリゼーションパー

トナーとして、SAP ERPの進化はもちろ

ん、SAP Ariba、SAP SuccessFactors、

SAP Concurなどのサービス製品群が加わ

る過程に寄り添い、ローカライズを支援して

きました。SAPシステムのカスタマイズ部分

のUIのローカライズ、開発仕様書、RFP、

契約書、トレーニング資料などの文書翻訳、

メールの翻訳などあらゆるニーズに対応して

おり、年間1,000件を超えるプロジェクトを

手がけています。

国内の認定翻訳パートナーの中でも最多の

SAP専任翻訳者を抱える川村インターナ

ショナルは、専任翻訳者を社内で育成する

体制も整えています。SAP翻訳のシステム

ランドスケープに精通しているベテランが翻

訳ツールの使い方などを教育し、定期的な

トレーニングでスキルを強化。経験年数に

応じてロール分けを行うほか、社内基準に

満たない場合は再トレーニングを実施する

など、高い知識レベルの維持に努めていま

す。翻訳プロジェクトを開始する際は、お客

様と相談しながらチーム体制を構築し、最

適な人材を配置。翻訳の品質面においても、

SAPの要求品質基準に加え、川村インター

ナショナルが独自に定めた品質管理基準に

基づいて厳しく評価しています。また、品質

工学の分野から専門家を招聘し、統計的な

審査基準を用いて客観的な品質管理を行っ

ています。

川村インターナショナルは、SAPが提供

する機械翻訳ソリューションのプラット

フォーム「SAP Translation Hub」をSAP 

Language Service Partnerとしては日本

で初めて導入し、2019年7月9日に機械

翻訳活用支援サービスを開始しました。

SAP Translation Hubは、SAP製品の多

言語化を担当するSAPの社内組織Globa-

lization Services（LX）が、機械翻訳によ

る多言語化のベストプラクティスを凝縮して

SAP S/4HANA移行時の翻訳作業を
SAP専用機械翻訳エンジンと専任の翻訳者が
支援するハイブリッド翻訳サービス 

SAP S/4HANA移行時にはUIや関連ドキュメントなど大量の翻訳が発生しますが、SAPの製品
知識が乏しい翻訳会社に任せると、思わぬ手戻りが発生し、工数増大につながりかねません。認定
翻訳サプライヤーの中では国内で最多のSAP専任翻訳者を抱え、2008年よりSAP Language 
Service Partnerとして翻訳支援を行う株式会社川村インターナショナルは、コストと時間を最
小限に抑えながら、精度の高い翻訳を提供します。 

SAP製品知識に基づく
ドキュメント翻訳の重要性

SAPに特化した
機械翻訳プラットフォームの活用

SAPソリューションに精通した
プロフェッショナル集団

Partner Solutions
株式会社川村インターナショナル

PR記事
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提供するクラウドプラットフォームです。機

械学習を用いて継続的な学習を積み重ね、

翻訳精度を高めています。SAPが蓄積して

きた膨大な学習データを使って、SAPアプ

リケーションの財務/管理会計、人事、ロジ

スティクス、セールスなどの業務領域に合わ

せてより最適な翻訳結果を出力できます。

川村インターナショナルでは、SAP Trans-

lation Hubで機械翻訳を行ったうえで

SAP専任の翻訳者によるポストエディットを

実施し、より高品質な翻訳を提供。機械学

習と高度人材のスキルを組み合わせたハイ

ブリッドサービスにより、SAP S/4HANA

の移行プロジェクトにおいても短期間かつ低

コストな翻訳が可能になります。

SAP Translation Hubは、SAP独自の

ABAPで開発されたオンプレミスのERPシ

ステムにも、JavaやSAP FioriなどABAP

以外で開発されたクラウドベースのUIにも

対応できます。翻訳リソースにアクセスする

際は、APIまたはUI上の統合ワークフロー

シナリオを使用。ワークフローシナリオで

は、UIを使用して編集後の手順やレビュー

の手順を実行することも、翻訳をソース開発

環境に移送することもできるため、生産性が

向上し、短期間での翻訳が可能になります。

また、SAPが蓄積してきた過去の翻訳データ

（多言語テキストリポジトリ：MLTR）をデー

タベースとして保持していることも特長です。

カスタマイズしているシステムのプロジェクト

で翻訳が発生した場合、過去の資産が活用

できる領域ではMLTRを用いることで翻訳

量そのものを削減し、残ったものに対して機

械翻訳を活用しながら整合性を確認してい

きます。それにより翻訳全体の生産性が向上

し、コストや納期の削減につながります。

国外に多数の拠点を展開する企業の場合、

日英翻訳ばかりでなく、中国語や欧州言

語など多くの言語への翻訳が必要になりま

す。川村インターナショナルは、欧州の4大

言語（仏、独、伊、西）とポルトガル語のほ

か、中東言語、東欧言語、アジア言語を扱

う世界各国のSAP Language Service 

Partnerとの合弁会社をドイツに設立してお

り、パートナー企業と連携して幅広い翻訳プ

ロジェクトに対応します。翻訳品質やプロセ

スは、どの現地パートナーも日本と同一の基

準を適用しており、多言語への一括ロール

アウトに対応することも可能です。川村イン

ターナショナルに一任いただくことで、日本

国内から海外への展開までシームレスに対

応できるため、複数の言語圏にSAPシステ

ムを展開することを検討中の企業にとっては

大きなメリットとなります。

SAP S/4HANA移行が集中する期間の

リソース不足が懸念される中、重要なのは

効率性です。川村インターナショナルでは

SAP社内のローカライズ部門であるLXと

密接に連携して機械翻訳の利活用向上に協

力しており、高品質な翻訳の提供を通じて、

SAPユーザー企業の生産性向上に貢献して

いきます。

海外の翻訳会社とも連携し、
多言語プロジェクトに一括対応

図：SAP Translation Hubを活用して迅速な翻訳作業を実現

株式会社川村インターナショナル
TEL：03-3267-0270（受付時間：9:00-18:00）
https://www.k-intl.co.jp/

お問い合わせ先
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SAP S/4HANAシステムコンバージョンは、
従来のSAP ERPとはデータベースのアーキ
テクチャーが異なるため、これまで使ってい
たテーブルがなくなったり統合（データモデ
ルのシンプル化）されていたりすることも多
く、現行の本番環境でReadiness Check
を実施してデータの整合性チェックが行わ
れるなど、SAP BASISのガイドに従って行
う従来のバージョンアップとは異なります。
そのため、単純マイグレーションの知見だけ
ではなく、システムコンバージョン特有の知
見も保有している必要があるといえます。
ただし、既存のデータや資産を活用するこ
とを考えれば、別パッケージへのリプレー
スは難しく、現行システムを2025年まで
使い続けながら新たにSAP S/4HANA環

境を構築するのもライセンスやハードウェ
アコストを余分に費やすことになってしま
います。そのため多くの企業にとって、SAP 
S/4HANAへのシステムコンバージョンが
最適な選択肢となることは間違いありませ
ん。ロードマップを組み立て、予算を明確化
し、スムーズな移行を目指すには、精緻なア
セスメントを実施して課題を洗い出さなけれ
ばなりません。

JIECが提供する移行アセスメントサービス
「JIEC Visualizer for SAP HANA」は、
「アドオン影響分析」「SAP標準機能分析」
「PoC環境提供」「BASIS構築検証」の4
つのサービスで構成されています。お客様の
業務シナリオに基づき、現行環境で使われ
ているアドオンやトランザクションが移行後

も利用できるかを調査/
分析。PoC環境でシステ
ムコンバージョンの影響
を検出し、エラーの事前
検知やダウンタイムの計
測が行えるようになって
います。
数ある移行アセスメント
サービスの中でも、JIEC 
V isua l i zer for SAP 
HANAの特長はツール

による分析や検証だけでなく、コンサルタン
トがその結果に対しての対処や解決策を示
すところにあります。また、工数なども概算
ではなく実績ベースの高い精度で計算する
ため、その結果に基づく計画と予算を組み
立て、スムーズな移行が可能となります。

経営層に確実な予算と工数を提示し、承認
を得ることはもちろん、プロジェクト開始後
に追加のコストや修正が発生しないよう、綿
密に現行システムの把握や分析を行うこと
は、SAP S/4HANA移行プロジェクトの円
滑な遂行にとって極めて重要です。
JIECはアセスメントサービスの提供ととも
に、さまざまな企業のSAP S/4HANA移
行を支援しており、多くの実績を積み上げて
います。円滑なプロジェクトの計画立案と実
施に向けた第一歩として、JIEC Visualizer 
for SAP HANAの高精度なアセスメントを
ぜひご活用ください。

今年1年間のJIECの取り組みにおける気づきとして、SAPユーザーがSAP S/4HANA化を検討する際、 システムコンバージョンを選択
するケースが増えていることが挙げられます。そのためJIECは、コンバージョンをターゲットにしたアセスメントサービスを展開。まずは、現
行システムのアセスメントを実施して業務とシステムの双方がどのような影響を受けるのかを確認することで、明確な工数やコストを導き出
すことができます。

JIEC Visualizer for SAP HANAで工数や予算を明確化

PR記事Partner Solutions
株式会社JIEC

SAP S/4HANAへの移行準備に欠かせない
精度の高いアセスメントサービス

現行資産を最大限に活用するための
システムコンバージョン

PoC環境で分析/検証を行い
修正や解決方法も提示

プロジェクト開始後の課題発生を
最小化してリスクを回避

システムコンバージョン方式により既存環境からPoC環境を構築/提供

SAP S/4HANA PoC環境

業務的検証

・業務的な影響の検証
・アドオン機能の検証
・新機能の検証   

・サーバーディスク容量確認 
・システム処理効率の検証 
・コンバージョン手順の確認

システム的検証

  など   など

株式会社JIEC
ERP営業部
TEL：03-5326-3865
https://www.jiec.co.jp/

お問い合わせ先
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グローバルビジネスを加速させるためには、
変化する技術や多様化するサービスに最適
化されたIT環境の構築と維持が欠かせませ
ん。その中で、自社のデータセンターとパブ
リッククラウド、またはプライベートクラウド
が混在したハイブリッドあるいはマルチクラ
ウド環境に向かうのは、ある意味で必然だと
言えます。
しかし、複数のプロバイダーから提供される
サービスや基盤の運用は管理の複雑化を
招き、ITガバナンスの脆弱化やIT部門のリ
ソースの逼迫といった問題を引き起こしま
す。これらの課題を総合的に解決するのが、
NTT ComのSAPグローバルマネジメント
ソリューションです。

NTT Comは、日 本 で は じ め て「SAP 
Certified in Hosting Services」と「SAP 
Certified in Cloud Operations」、そ
して「SAP Cert i f ied in SAP HANA 
Operations」の3つのグローバル認定を取
得しました。現在はスペイン、APAC、日本、
アメリカなどに運用拠点があり、2016年に
買収したNTT Com Managed Services
との連携を通じて、言語とタイムゾーンを考
慮した24時間365日体制の運用監視サー
ビスを提供しています。

また、運 用 の 標 準 化
（サービスカタログ化）
により欧州・米州・アジ
アを問わず統一された
運用を実施し、すべての
状況を見える化してい
ます。加えて、日本に配
置するサービスマネー
ジャーが各地域の運用
状況をレポートするた
め、日本からグローバル
ガバナンスを効かせるこ
とが可能となります。
サービスラインアップとしては、個別の要
件・特性に合わせてBASISレイヤー以下の
DB、ミドルウエア、OS、ハードウエア、ネッ
トワークといったインフラレイヤーからSAP 
BASISまで、グローバルで一元化された幅
広いメニューを提供しています。

SAP BASISの運用はグローバル標準プロ
セス（ITILv3）に基づいた運用を確立して
おり、オンプレミスやプライベートクラウド、
パブリッククラウドなど、基盤に左右され
ないSAPシステムの運用が可能です。例え
ば、「Amazon Web Services（AWS）」や

「Microsoft Azure」上で運用されている
SAPシステムの運用にも対応し、こうしたク
ラウド環境での導入・運用に加え、OSから
データベース、SAP BASISの監視運用サー

ビスをグローバルに提供しています。
ビジネスの加速に向けた環境の最適化を担
うIT部門は、今や企業の競争力を左右す
る重要なコンピテンシーの1つです。NTT 
Comは独自のノウハウ、また海外グループ
会社との連携を通じて、逼迫するIT部門の
リソース状況の改善、運用の見える化、およ
びITガバナンスの強化をグローバルで支援
し、ユーザー企業が快適にビジネス拡大に
集中できる環境を提供します。

ITの利用領域の拡大に伴い、オンプレミスとクラウドの併用によるインフラの複雑化など、特にグローバル企業のIT運用の課題は増え続け
ています。その中でも、特に基幹システムであるSAPシステムの運用については、その対応課題は広範におよびます。NTTコミュニケーショ
ンズ株式会社（以下、NTT Com）が提供するSAPグローバルマネジメントソリューションは、BASIS、周辺システムからネットワーク、ク
ラウド基盤を含む一元運用を実施することにより、企業のITガバナンスの強化を総合的にサポートします。

PR記事Partner Solutions
NTTコミュニケーションズ株式会社

グローバル企業が抱えるSAPシステムの運用課題を
解決するグローバルマネジメントソリューション

グローバルビジネスを支える
ITガバナンスの課題

グローバルの運用を見える化する
NTT Comのマネジメントサービス クラウド基盤に左右されない

ITガバナンスの支援

図：NTT Comが提供する24時間365日体制のグローバルサービス

構築・移行・グローバル運用サービス

テクニカルアカウントマネージャー（TAM）

SAPシステム向け
クラウドサービス

（Virtustream）

Google Cloud 
PlatformMicrosoft Hyper-V

VMware

Oracle
ベアメタル

Microsoft Azure
AWS

Cloud Foundry
OpenStack

Enterprise Cloud

クラウドネットワークHUB

SAP BASIS
監視運用

ネットワーク
機器操作

コロケーション
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DB（SAP HANA含む）
監視運用 OS監視運用

容量管理 ジョブ管理運用

監視運用準備

基盤サービス

リージョンごとにオペレーション体制を設置

NTTコミュニケーションズ株式会社
https://www.ntt.com/
E-mail : sap-sol-ic@ntt.com

お問い合わせ先





Speed, 
visibility, 
automation,
and control 
for your 
financial 
close.
世界で2,800社以上の企業が利用している

決算業務プロセスの自動化、集中化、合理化を通じ

経理財務業務に変革をもたらすクラウドベースソリューション

Trust is in the Balance
TM

世界で最も信頼される決算業務自動化ソリューション

ブラックライン株式会社 

www.blackline.jp



JSUGのご案内

名　称： ジャパンSAPユーザーグループ	（JSUG）
設　立: 1996年
	 2019年	11月現在、法人会員	（ユーザー）481社、賛助会員	（パートナー）95社の計576社の会員企業と、
	 	 JSUGNET登録者7,736名、また計29の部会・WG・分科会などの活動体で構成。

JSUGの概要

MVP賞

ベストサポーター賞

事例ダウンロード賞

プラチナサポーター継続賞

特別功労賞

特別賞

MVP賞

ベストサポーター賞

事例ダウンロード賞

プラチナサポーター継続賞

特別功労賞

特別賞

MVP賞

ベストサポーター賞

事例ダウンロード賞

プラチナサポーター継続賞

特別功労賞

特別賞

MVP賞

ベストサポーター賞

事例ダウンロード賞

プラチナサポーター継続賞

特別功労賞

特別賞

MVP賞

ベストサポーター賞

事例ダウンロード賞

プラチナサポーター継続賞

特別功労賞

特別賞

株式会社NTT データ
富士通株式会社

株式会社アイ・ピー・エス
アクセンチュア株式会社
アビームコンサルティング株式会社

会員資格・年会費

SAPのユーザー企業またはSAPを導入検
討中の企業 （60,000円/年）
より多くの方に活動内容を体験いただくために、法人会員
の年会費は、初年度無料※とさせていただいております。

法人会員
本 会 の 理 念に賛 同するパートナー 企 業

（110,000円/年）
ただし本会の目的に沿わない場合は、常任理事会の判断
により、入会を認めない場合があります。

賛助会員
本会の理念に賛同した学生で、在学期間に
限る （1,000 円/年）

スチューデント会員

※ 4月1日 ～ 翌年3月31日までの1年間が初年度となります。

ご入会はJSUGのWebサイト	「JSUGNET」　からお申し込みいただけます。

http://www.jsug.org/admission/

入会方法

JSUG INFO. バックナンバーのご案内

各部会のアクティビティや会員事例など、JSUGの活動をまとめたJSUG	INFO.の
バックナンバーは、JSUGNETでご覧いただけます。

http://www.jsug.org/about/jsug-info/

JSUG Award 2019

JSUG	Awardは、JSUGの活動に多大な貢献のあった方々に感謝の意を表し、MVP賞、ベストサポーター賞、プラチナサポーター継続賞、
事例ダウンロード賞、特別功労賞の5つの区分で表彰を行うものです。2019年度の受賞者および企業は以下のとおりです。

JSUG Ariba部会 オピニオンリーダー
アフラック生命保険株式会社
コーポレートIT室 室長・グローバルビジネス
アーキテクト

日下部 淳氏

JSUG SAP S/4HANA クラウド部会
部会長
大和ハウス工業株式会社
情報システム部 次長

福嶌 健氏

JFEスチール株式会社

SCSK 株式会社
株式会社日立製作所
三井情報株式会社

SAP ジャパン株式会社
ソリューション統括本部
シニアソリューションプリンシパル
Finance & Risk CoE

関口 善昭氏

JSUG 相談役
日本航空株式会社 常勤監査役

鈴鹿 靖史氏

お問い合わせ

ジャパンSAPユーザーグループ
〒160-0006 東京都新宿区舟町5（株式会社SEデザイン内）	
E-mail: info@jsug.org　TEL: 03-5362-3714
運営時間: 平日 10:00-18:00

特別賞
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SAPジャパン株式会社

株式会社アイ・ピー・エス アクセンチュア株式会社 アビームコンサルティング株式会社 アマゾン ウェブ サービス ジャパン
株式会社

EYアドバイザリー・アンド・
コンサルティング株式会社

ウィプロ・リミテッド SCSK株式会社 株式会社NTTデータ オープンテキスト株式会社 キャップジェミニ株式会社

グーグル・クラウド・ジャパン合同会社 クラウドコンサルティング
株式会社

コベルコシステム株式会社 JFEシステムズ株式会社 株式会社シグマクシス

SUSEソフトウエアソリューションズ
ジャパン株式会社

TIS株式会社 DXCテクノロジー・ジャパン株式会社 テックマヒンドラリミテッド デロイト トーマツ コンサルティング
合同会社

株式会社電通国際情報サービス 日本アイ・ビー・エム株式会社 日本タタ・コンサルタンシー・サービシズ
株式会社

日本電気株式会社 日本ヒューレット・パッカード
株式会社

日本マイクロソフト株式会社 株式会社野村総合研究所 株式会社BeeX ビジネスエンジニアリング株式会社 株式会社日立製作所

富士通株式会社

株式会社レイヤーズ・コンサルティング

伊藤忠テクノソリューションズ
株式会社

インフォシス リミテッド エクイニクス・ジャパン
株式会社

エヌ・ティ・ティ・
コミュニケーションズ

株式会社

株式会社川村インターナショナル クレスコ・イー・ソリューション
株式会社

株式会社JIEC

ハンドジャパン株式会社 be one solutionsジャパン
株式会社

三菱電機インフォメーション
システムズ株式会社

EMCジャパン株式会社

株式会社SHIFT

東芝デジタルソリューションズ
株式会社

ブラックライン株式会社 株式会社ベリサーブ 三井情報株式会社 UiPath株式会社

2019年度JSUGサポータープログラム

協賛企業一覧
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www.jsug.org/
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